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 この目論見書により行う株式2,520,000千円(見込額)の募集(一般

募集)及び株式2,100,000千円(見込額)の売出し(引受人の買取引受け

による売出し)並びに株式630,000千円(見込額)の売出し(オーバーア

ロットメントによる売出し)については、当社は証券取引法第５条に

より有価証券届出書を平成18年10月11日に関東財務局長に提出して

おりますが、その届出の効力は生じておりません。 

 したがって、発行価格及び売出価格等については、今後訂正が行

われます。 

 なお、その他の記載内容についても訂正されることがあります。 

 

 



株式会社エムケーキャピタルマネージメント

東京都港区北青山三丁目3番11号

発行価格　　　未　　定

売出価格　　　未　　定

新株式発行並びに株式売出届出目論見書



1 会社概要

�社名／商号 株式会社エムケーキャピタルマネージメント
�設　　　立 2001年9月10日
�所　在　地 〒107─0061

東京都港区北青山三丁目3番11号　ルネ青山ビル4F
TEL：代表　03─5772─5820
FAX：03─5772─5860
http://www.mkcm.biz/

�代　表　者 代表取締役　加藤　一郎太
�資　本　金 10億6,445万円
�事 業 内 容 アセット・マネージメント事業　アセット・インキュベーション事業

ビジネス・サポート・ローン事業
フィナンシャル・アドバイザリー事業
不動産仲介事業

�免許・登録 不動産投資顧問業　一般─000471号
信託受益権販売業　関東財務局（売信）第128号
宅地建物取引業　東京都知事（1）第80138号
貸　　金　　業　東京都知事（1）第29371号
一級建築士事務所　東京都知事　第51445号

会社概要（平成18年9月30日現在）

�平成13年 9月 フィナンシャル・アドバイザリー事業、不動産のアセット・マネージメント事業を
主な目的として東京都千代田区九段北一丁目13番6号に設立

�平成13年10月 宅地建物取引業免許取得
�平成13年11月 デューデリジェンス事業開始
�平成13年12月 フィナンシャル・アドバイザリー事業開始
�平成14年 1月 不動産投資顧問業登録
�平成14年 2月 本社を東京都千代田区九段北一丁目7番3号に移転
�平成14年11月 アセット・マネージメント事業開始
�平成15年 2月 本社を東京都千代田区九段北一丁目5番9号に移転
�平成16年 8月 不動産自己投資事業開始
�平成16年11月 本社を東京都千代田区九段南一丁目5番5号に移転
�平成17年 4月 不動産証券化協会加盟
�平成17年 5月 信託受益権販売業登録
�平成17年 6月 貸金業登録
�平成17年 9月 一級建築士事務所登録
�平成17年 9月 有限会社エムケービーナスを連結子会社化
�平成18年 3月 東京証券取引所マザーズへ上場
�平成18年 5月 本社を東京都港区北青山三丁目3番11号に移転
�平成18年 5月 ビジネス・サポート・ローン事業開始
�平成18年 5月 有限会社エムケービーナスを連結子会社から除外
�平成18年 6月 有限会社エムケーローズを連結子会社化
�平成18年 6月 有限会社エムケーサターンを連結子会社化
�平成18年 6月 有限会社エムケーチェリーを連結子会社化
�平成18年 8月 有限会社エムケーローズを連結子会社から除外
�平成18年 9月 有限会社エムケーサターンを連結子会社から除外

沿　　革



2 業績等の推移
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(注)当社は平成15年9月20日付で普通株式1株につき2株、及び平成17年8月30日付で普通株式1株につき30株の株式分
割を行っております。上記数値は、当該株式分割にともなう影響を加味し、遡及修正を行った場合の1株当たり純資産額
及び1株当たり当期純利益であります。



3 事業の内容

当社は、不動産投資に精通した法人投資家等に不動産の購入提案を行い、投資家の資金による投資の

ストラクチャーをアレンジし、投資を目的として設立される特別目的会社（Special Purpose

Company、略してSPC）から不動産の運用・管理を受託して手数料を収受する不動産のアセット・マ

ネージメント事業を主要事業としております。

当社は、受託した不動産等のアセットの価値を最大化させるために、例えば、きめ細かなリーシン

グ・ストラテジーの構築・実行、建物のデザイン性・機能性の向上にこだわったアップ・グレード工事

の施工、といったアセットに応じて考えうる様々なアセット・マネージメント・サービスを提供するこ

とに注力しており、その結果として投資家により高い収益をもたらすとともに、当社もより多くのアセ

ット・マネージメント・フィーを収受することに努めております。

このように個々のアセットについて考えうる最良のサービスを提供する（アセットにデザインをプロ

デュースする）という事業コンセプトを有する当社は、「アセット＋デザイン＋プロデューサー（Asset＋

Désign＋Producer）」（商標登録済み）と自称しております。

当社のビジネスの事業領域は下記表のとおり、「自社の単独事業」と「投資家との共同事業」の2つに

分類しております。

金　融�

不動産�

価値をデザインする�
アセット・マネージメント事業�

空間をデザインする�
アセット・マネージメント事業�

アセット・デザイン・プロデューサー�
（Asset+Désign+Producer）�

（株）エムケーキャピタルマネージメント�

自社の単独事業� 投資家との共同事業�

既存の収益物件等にデザイン・プ
ロデュースを施し、アセットにプ
レミアムを加える事業であり、プ
ライベートファンド・REIT等にプ
ロダクツ供給を目指す事業です。�

不動産のマーケット価格と金融
機関の担保評価額の格差に着目
して、優良な不動産を担保に、融
資（特に後順位抵当権による融資、
いわゆるジュニアローンと呼ば
れるもの）を行う事業です。�

将来のニーズを見据えたビジネ
ス空間・居住空間をプロデュース
（建築）する事業であり、デベロッ
パー事業をアセット・マネージメ
ント事業に変換します。プライベ
ートファンド・REIT等にプロダク
ツ供給を目指す事業です。�

ビジネス･サポート･ローン事業�

債務者の財務内容・担保不動産
を綿密に調査して弁護士に利害
関係者の調整をしてもらいなが
ら債務者の再生を図ったり、不動
産会社に資金調達等のアドバイ
スをする事業です。�

フィナンシャル・アドバイザリー事業�

投資家では購入できない開発用地を自己のバランスシートで購入し
て建築確認取得あるいは建物建築等によりバリューアップして、キャ
ピタルマーケットに売却します。従来の不動産自己投資事業※もこの
事業に包含するものとします。�

アセット・インキュベーション事業�

※不動産自己投資事業
これまで、投資家との共同事業になじまない5億円以下の小型物件、時間をかけて権利関係を整理しなければならない物件、
建物が古く建て直しが必要とされる物件等を、当社のバランスシートで取得して本来の市場価値に引き上げた時点で売却す
る事業と位置付けていましたが、投資家が取扱わない不動産を自己バランスで取得するという意味でアセット・インキュベ
ーション事業にこの事業を含めるものとします。

当社ビジネスの事業領域 ― 概念図



●東京都渋谷区千駄ヶ谷（商業/オフィス）
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■事業系統図（価値をデザインするアセット・マネージメント事業）

不動産のアセット・マネージメント事業1

1 「価値をデザインする」アセット・マネージメント事業

投資家にオフィスビル、マンション、ホテル等の既存の収益物件の購入提案を行ったうえで、投資

家からの匿名組合出資を受けた匿名組合営業者（SPC：投資を目的として設立される特別目的会社）

が物件を取得し、あわせて当社は匿名組合営業者からアセット・マネージメント業務を受託します。

受託後は、プロパティ・マネージメント会社（アセット・マネージメント会社等から不動産のテナ

ント管理・物件管理を受託する会社）と協働して「アセット＋デザイン＋プロデュース」のコンセプト

の下、アセットの細部にまで気を配ってアセットが本来持つべき価値を引き出すアセット・マネージ

メントを行い、価値が増大した時点でキャピタルマーケットの投資家等に売却を目指します。

●大阪府吹田市津雲台（ホテル/商業）

＜「価値をデザインする」アセット・マネージメントの事例＞



当社の連結子会社等にて土地を購入したうえで建築確認等の許認可を取得して建物を建設するデベ

ロップメント事業でありますが、事業期間内に投資家からの匿名組合出資とノンリコースタイプのプ

ロジェクトファイナンス（責任財産限定型ローン）で新たに資金調達することによって、アセット・

マネージメント事業に変換する事業であります。新たな資金調達により当社の連結子会社等を通じて

拠出した自己資金の大部分を回収するとともに、当社は事業主から建物完成・売却までのアセット・

マネージメント業務を受託します。

事業のプロセス

具体的な事業のプロセスは概ね以下の2つのフェーズに分かれます。

＜フェーズ　�＞　土地の取得から許認可取得まで

開発建設プロジェクトにおいては、まず土地の取得が先行します。有限責任中間法人の下に特別目

的会社を設立し、この法人が金融機関（�）から資金を借入れ（金融機関（�）からの借入金だけで

は必要資金を全額まかなうことはできませんので、一部（通常20%程度）は当社からの借入れによ

り調達することになります）、土地を購入します。この場合の金融機関（�）はプロジェクトファイ

ナンスが組成されるまでのつなぎ融資、いわゆるブリッジ・レンダーであります。

2 「空間をデザインする」アセット･マネージメント事業
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有限責任中間法人�
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借入金�現　金�
�

土　地�

特別目的会社�

金融機関（Ⅰ）�設計事務所�

土 地�



＜フェーズ　Ⅱ＞　建築確認その他の許認可取得後

原則として建築確認等の許認可を取得次第、投資家からの匿名組合出資と金融機関（Ⅱ）からのノ

ンリコースローンを調達することによって、金融機関（Ⅰ）と当社からの借入金を返済します。

当社は返済を受けた資金の一部を再び匿名組合出資としてこのプロジェクトに出資し、建物竣工ま

での間このプロジェクトのバリューを増大させるための様々なアイデアを設計事務所とゼネコンに提

案していきます。

設立・基金拠出�

設立・出資金払込�

当 社�

有限責任中間法人�

出資金�

借入金�

匿名組合�
出資金�

現金�
土地�

建物建設�

匿名組合営業者�
（特別目的会社）�

プロジェクトファイナンス�

ノンリコースローン�借入金返済�

借入金返済�

設計・監理�
業務委託契約�

工事請負契約�

金融機関（Ⅱ）�

匿名組合出資金�
匿名投資家�

匿名組合出資金�

売却活動�

アセット・マネージメント契約締結�
（空間をデザインするアセット・マネージメント）�

プライベート・ファンド、REIT

当 社�

金融機関（Ⅰ）�

当 社�

設計事務所�

ゼネコン�
（工事請負業者）�

●東京都港区芝（マンション）●東京都港区芝公園（オフィス）

＜「空間をデザインする」アセット・マネージメント事業の事例＞



アセット・インキュベーション事業2

キャピタルマーケットの投資家では購入できない開発用地を当社にて購入して、「アセット＋デザイ

ン＋プロデューサー」のコンセプトにて建築確認取得あるいは建物建築等によりバリューアップした

後、キャピタルマーケットの投資家等に売却する事業です。投資家が購入できない土地を購入可能な

アセットに育てるという意味合いで「インキュベーション」と呼んでおります。

キャピタルマーケットの投資家は、建築確認取得等がなされていない土地については、建築確認取

得のリスクを取れず、将来のキャッシュフローも確定していないため、購入できません。但し、マー

ケットニーズを的確に反映した設計・プラン・仕

様にて建築確認を取得している土地については、

キャピタルマーケットの投資家も購入できます。

従来の「不動産自己投資事業」に開発のコンセ

プトを持ち込み、新たに「アセット・インキュベ

ーション事業」として展開していくものです。

平成18年8月期までアセット・マネージメント

事業収入、特にインセンティブ・フィーを収益の

柱としてきましたが、近時の金利上昇、優良な不

動産の価格上昇傾向を背景に、主要な投資家は中

長期の投資に選好が変化しているため、平成19年

8月期以降本事業への依存度が高まると考えてお

ります。

ビジネス・サポート・ローン事業3

不動産のマーケット価格と金融機関の担保評価額の格差に着目して、優良な不動産を担保に、融資

（特に後順位抵当権による融資、いわゆるジュニアローンと呼ばれるもの）を行う事業です。

債務不履行になった場合においても、担保不動産の売却によって回収可能と判断される案件、ある

いは当社が最終的に取得することでバリューアップが図れる案件に限定して取組み、あわせて不動産

関連事業への波及効果を狙って取組んでいきます。

フィナンシャル・アドバイザリー事業4

債務処理問題の相談を受けることの多い弁護士事務所からの情報に基づき、債務者の財務内容、担

保不動産の現状・ポテンシャル（潜在的な価値）を綿密に調査し、弁護士に債権者等との利害関係の

調整を図ってもらいながら、オーダーメイドの解決案を提供したり、あるいは不動産会社に対して資

金調達等のためのアドバイスをするもので、経営者・債務者の再生、不動産会社へのノウハウ提供を

デザイン・プロデュースするものであります。

特に経営者・債務者の再生を助ける事業は、当社設立時において、真に日本経済再生のために中小

企業や個人の債務処理・再生を目指して立ち上げた事業であり、当社の創業精神そのものを具現化し

た事業であります。実際に債務処理をする上で、単に担保不動産の売却をするというだけでは、根本

的な解決にはなりません。債務者の状況・所有不動産の全容を理解し、どのようにしたら担保になっ

ている所有不動産の価値が有機的に増大するのかを熟慮し、全体像をデザインすることによって経営

者・債務者の再生プランを提案するものであります。

不動産仲介事業5

当社は不動産仲介事業を本業としておりませんが、アセット・マネージメント事業、アセット・イ

ンキュベーション事業、フィナンシャル・アドバイザリー事業等の取組みの中で入手した物件情報に

基づき、不動産（信託受益権を含む）の仲介事業に携わることがあります。

●大阪市西区北堀江
（商業／オフィス／住居）

＜アセット・インキュベーション事業の事例＞
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【届出の対象とした募集(売出)金額】 一般募集              2,520,000,000円

引受人の買取引受による売出し    2,100,000,000円

オーバーアロットメントによる売出し  630,000,000円
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であり、有価証券届出書提出時における時価を基準

として算出した見込額であります。 

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額に

て買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額(発

行価格)で一般募集を行うため、一般募集における発

行価格の総額は上記の金額とは異なります。 

２ 売出金額は、有価証券届出書提出時における時価を

基準として算出した見込額であります。 
 

【安定操作に関する事項】 １ 今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場

株式について、市場価格の動向に応じ必要があると

きは、証券取引法施行令第20条第１項に規定する安

定操作取引が行われる場合があります。 

２ 上記の場合に安定操作取引が行われる有価証券市場

を開設する証券取引所は、株式会社東京証券取引所

であります。 
 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 
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〔株価情報等〕 

１ 【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】 

 平成18年３月23日から平成18年９月29日までの株式会社東京証券取引所マザーズにおける当社普通株

式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移（週単位）は以下のとおりであります。 

 なお、当社株式は、平成18年３月23日付をもって株式会社東京証券取引所に上場いたしましたので、

それ以前の株価、ＰＥＲ及び株式売買高については該当事項はありません。 

 

 

(注) １ ・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。 

    ・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。 

    ・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。 

   ２ ・ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。 

週末の終値 
ＰＥＲ（倍）＝ 

１株当たり当期純利益（連結）

 

    ・平成18年３月23日から平成18年８月31日については、平成18年２月20日提出の有価証券届出書の平成17年８月期の財務諸表の１

株当たり当期純利益を使用。 

    ・平成18年９月１日から平成18年９月29日については、平成18年８月期の未監査の連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。 
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２ 【大量保有報告書等の提出状況】 

 平成18年３月23日（平成18年３月23日をもって株式会社東京証券取引所マザーズに上場）から平成18年９月29日

までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は以下のとおりであります。 

提出者（大量保有者）の

氏名又は名称 
報告義務発生日 提出日 区分 

保有株券等

の総数

（株） 

株券等保

有割合

（％） 

加藤一郎太 平成18年３月23日 平成18年３月28日 大量保有報告書 22,700 48.71

加藤一郎太 平成18年４月14日 平成18年４月17日 変更報告書 21,200 45.49

日興シティグループ証券

株式会社 

日興アントファクトリー

株式会社 

平成18年４月14日 平成18年４月21日 大量保有報告書
2,200 

1,650 

4.72

3.54

日興シティグループ証券

株式会社 

日興アントファクトリー

株式会社 

平成18年４月20日 平成18年４月21日 変更報告書 
262 

1,650 

0.56

3.54

日興シティグループ証券

株式会社 

日興アントファクトリー

株式会社 

平成18年５月24日 平成18年５月31日 大量保有報告書
730 

1,650 

1.57

3.54

日興シティグループ証券

株式会社 

日興アントファクトリー

株式会社 

平成18年６月５日 平成18年６月12日 変更報告書 
579 

1,650 

1.24

3.54

加藤一郎太 平成18年９月１日 平成18年９月４日 変更報告書 21,200 43.64

（注）１ 日興シティグループ証券株式会社及び日興アントファクトリー株式会社は共同保有者であります。 

   ２ 上記の大量保有報告書等は関東財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社株式が上場されている株

式会社東京証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。 
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第一部 【証券情報】 

第１ 【募集要項】 

１ 【新規発行株式】 

 

種類 発行数 

普通株式 6,000株

(注) １ 平成18年10月11日(水)開催の取締役会決議によります。 

２ 本募集並びに「第２ 売出要項 １ 売出有価証券(引受人の買取引受による売出し)」及び「２ 売出

しの条件(引受人の買取引受による売出し)」に記載の引受人の買取引受による売出しにおいては、引受

人の買取引受による新規発行株式6,000株の一般募集及び引受人の買取引受による5,000株の売出しを予

定しておりますが、その需要状況を勘案し、当該引受人の買取引受による売出しとは別に1,500株を上

限として日興シティグループ証券株式会社が当社株主である加藤一郎太より借り入れる当社普通株式の

売出し(以下「オーバーアロットメントによる売出し」という。)を行う場合があります。 

  これに関連して、日興シティグループ証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しに係る株

式数（以下「上限株式数」という。）を上限として、追加的に当社普通株式を買取る権利(以下「グリ

ーンシューオプション」という。)を、本募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロット

メントによる売出しの申込期間終了日の翌日から起算して30日目の日（30日目の日が営業日でない場合

はその前営業日）を行使期限として、当社株主である加藤一郎太より付与される予定であります。 

また、日興シティグループ証券株式会社は、当社株主である加藤一郎太から借り入れる株式の返還を目

的として、本募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期

間終了日の翌日からグリーンシューオプションの行使期限までの間(以下「シンジケートカバー取引期

間」という。)、上限株式数の範囲内で、株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け(以下

「シンジケートカバー取引」という。)を行う場合があります。 

  なお、シンジケートカバー取引期間内においても、日興シティグループ証券株式会社の判断で、シンジ

ケートカバー取引を全く行わないかもしくは上限株式数に至らない株数でシンジケートカバー取引を終

了させる場合があります。 

また、日興シティグループ証券株式会社は、本募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロ

ットメントによる売出しの申込期間中、当社の発行する上場株式について安定操作取引を行うことがあ

り、当該安定操作取引で買付けた株式を当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式の返還に充当す

る場合があります。 

日興シティグループ証券株式会社は、シンジケートカバー取引により買付けた株式数及び安定操作取引

で買付けた株式を当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式の返還に充当する場合における当該株

式数の合計数については、グリーンシューオプションを行使しない予定であります。 

３ 本募集の主幹事会社は日興シティグループ証券株式会社であります。 

  本募集に関連してロックアップ条項が付されておりますが、その内容に関しましては、「第３ 募集又

は売出しに関する特別記載事項 ２ ロックアップについて」の項をご参照ください。 
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２ 【株式募集の方法及び条件】 

平成18年10月26日(木)から平成18年10月31日(火)までのいずれかの日に決定される会社法上の払込

金額(発行価額)にて引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額(発行価格)で一般募集を

行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における価額(発行価格)の

総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。 

 

(1) 【募集の方法】 

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

募集株式のうち株主割当 ― ― ― 

募集株式のうちその他の者に対する
割当 

― ― ― 

募集株式のうち一般募集 6,000株
2,520,000,000 
(注)２、３ 

1,260,000,000 
(注)４ 

発起人の引受株式 ― ― ― 

計(総発行株式) 6,000株
2,520,000,000 
(注)２、３ 

1,260,000,000 
(注)４ 

(注) １ 全株式を証券会社の買取引受けにより募集します。 

２ 発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、有価証券届出書提出時における時価を基準とし

て算出した見込額であります。 

３ 発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。 

４ 資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額の総額であり、発行価額の総額(見込額)の２分の

１相当額を資本に組入れることを前提として算出した見込額であります。 

 



― 5 ― 

(2) 【募集の条件】 
 

発行価格 
(円) 

発行 
価額 
(円) 

資本 
組入額 
(円) 

申込株 
数単位 

申込期間 
申込 
証拠金 
(円) 

払込期日 

未定(注)１、３ 

発行価格決定日に

おける株式会社東

京証券取引所の終

値(当日に終値の

ない場合は、その

日に先立つ直近日

の終値)に0.90～

1.00を乗じた価格

(１円未満端数切

捨て)を仮条件と

します。 

未定 

(注) 

１、３

未定 

(注) 

１、２ 

１株

自 平成18年11月1日(水)

至 平成18年11月6日(月)

(注)４ 

未定 

(注)１、

６，７ 

平成18年11月9日(木)

(注)４ 

(注) １ 日本証券業協会の定める公正慣習規則第14号第７条の２に規定される方式により上記仮条件による需要

状況を勘案した上で、平成18年10月26日(木)から平成18年10月31日(火)までのいずれかの日（以下「発

行価格決定日」という。）に一般募集における価額(発行価格)及び申込証拠金を決定し、併せて発行価

額(会社法上の払込金額であり、当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受け取る金額)及び

資本組入額(会社法上の増加する資本金の額)及び増加する資本準備金の額を決定します。なお、申込証

拠金は発行価格と同一の金額とします。 

２ 資本組入額は、会社法上の増加する資本金の額であり、１株につき、会社法上の払込金額(発行価額)の

２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとします。

また、増加する資本準備金の額は、１株につき、当該会社法上の払込金額(発行価額)から増加する資本

金の額を減じた額とします。 

３ 「２ 株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

４ 申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格決定日において正式に

決定する予定であります。なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り

上げることがあります。当該需要状況の把握期間は、最長で平成18年10月26日(木)から平成18年10月31

日(火)までを予定しており、申込期間が最も繰り上がった場合は、「平成18年10月27日(金)から平成18

年10月31日(火)まで」となり、払込期日が最も繰り上がった場合は、「平成18年11月6日(月)」となる

ことがありますのでご注意ください。 

５ 申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

６ 申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。 

７ 申込証拠金には、利息をつけません。 

８ 株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。株券は株式会社証券保管振替機構に預託され、当

該受渡期日(払込期日の翌営業日)から売買を行うことができます。なお、株券の交付を希望する旨を事

前に証券会社に通知された方には、当該受渡期日以降に証券会社を通じて株券が交付されます。株式会

社証券保管振替機構に株券を預託される方は名義書換を行う必要はありません。 

 

(3) 【申込取扱場所】 

後記「３ 株式の引受け」欄の証券会社及び委託販売先証券会社の全国の本支店及び営業所で申

込みの取扱いをします。 

 

(4) 【払込取扱場所】 
 

店名 所在地 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 神保町支店 
 
株式会社三井住友銀行 日本橋支店 

東京都千代田区神田神保町２丁目２番 
 
東京都中央区日本橋室町２丁目１番１号 

(注) 上記の払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。 
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３ 【株式の引受け】 

 

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件 

日興シティグループ証券 
株式会社 

東京都港区赤坂５丁目２番20号 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 

大和証券エスエムビーシー
株式会社 

東京都千代田区丸の内一丁目８番１号 

三菱ＵＦＪ証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 

オリックス証券株式会社 
東京都中央区日本橋人形町一丁目３番
８号 

未定 

１ 買取引受けによります。

２ 引受人は新株式払込金と

して、払込期日に払込取

扱場所へ発行価額と同じ

額を払込むこととしま

す。 

３ 引受手数料は支払われま

せん。ただし、一般募集

における価額(発行価格)

と発行価額との差額の総

額は引受人の手取金とな

ります。 

計 ― 6,000株 ― 

(注) １ 引受株式数及び引受けの条件は、発行価格決定日に決定する予定であります。 

２ 上記証券会社と元引受契約を締結する予定であります。 

 

４ 【新規発行による手取金の使途】 

(1) 【新規発行による手取金の額】 

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円) 

2,520,000,000 (注) 20,000,000 2,500,000,000 

(注) １ 払込金額の総額(発行価額の総額)は、有価証券届出書提出時における時価を基準として算出した見込額

であります。 

２ 発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 引受手数料は支払われないこととされたため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計した

ものであります。 

 

(2) 【手取金の使途】 

上記差引手取概算額2,500,000千円については、1,530,000千円をアセット・インキュベーション

事業に、606,000千円をビジネス・サポート・ローン事業に、364,000千円をアセット・マネージメ

ント事業に充当する予定であります。 
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第２ 【売出要項】 

１ 【売出有価証券（引受人の買取引受による売出し）】 

【売出株式】 

平成18年10月26日(木)から平成18年10月31日(火)までのいずれかの日に決定される引受価額にて

後記「２ 売出しの条件」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該引受価額と異なる価額(売出価

格)で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売出人に支払い、本売出しにおける

売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人は引受人に対して引受手数料を支払い

ません。 

 

種  類 売出数 
売出価額の総額 
(円) 

売 出しに係る株式の所有者の 
住 所 及 び 氏 名 又 は 名 称 

普通株式 5,000株 
2,100,000,000
（注）１

東京都港区北青山三丁目６番10-601号 

加藤 一郎太 

(注) １ 売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における時価を基準として算出した見込額であります。 

２ 「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」及び「２ 株式募集の方法及び条件」に記載の引受人の買取引

受による一般募集並びに「第２ 売出要項 １ 売出有価証券(引受人の買取引受による売出し)」及び

「２ 売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)」に記載の引受人の買取引受による売出しにおい

ては、引受人の買取引受による新規発行株式6,000株の一般募集及び引受人の買取引受による5,000株の

売出しを予定しておりますが、その需要状況を勘案し、当該引受人の買取引受による売出しとは別に

1,500株を上限として日興シティグループ証券株式会社が当社株主である加藤一郎太より借り入れる当

社普通株式の売出し(オーバーアロットメントによる売出し)を行う場合があります。 

なお、上記内容に関しましては、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」（注）２をご参照ください。 

３ 本売出しの主幹事会社は日興シティグループ証券株式会社であります。 

本売出しに関連してロックアップが付されておりますが、その内容に関しましては、「第３ 募集又は

売出しに関する特別記載事項 ２ ロックアップについて」の項をご参照ください。 
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２ 【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】 

 

売出価格 
(円) 

引受価額 
(円) 

申込期間 
申込 
単位 

申 込
証 拠 金
(円) 

申 込
受 付 場 所

引受人の住所及び氏名又は名称 
元引受
契約の
内 容

未定 
(注)１、２ 

売出価格決定

日における株
式会社東京証
券取引所の終
値(当日に終
値のない場合
は、その日に
先立つ直近日
の 終 値 ) に
0.90～1.00を
乗じた価格
(１円未満端
数切捨て)を
仮条件としま
す。 

未定 
(注)１、２ 

自 平成18年

11月1日(水) 

至 平成18年

11月6日(月) 

(注)３ 

１株
未定 
(注)１、
６、７

元引受契約

を締結する

右記証券会

社及びその

委託販売先

証券会社の

全国の本支

店及び営業

所 

東京都港区赤坂５丁目２番20号 

日興シティグループ証券株式会

社 

(注)４

(注) １ 日本証券業協会の定める公正慣習規則第14号第７条の２に規定される方式により上記仮条件による需要

状況を勘案した上で、平成18年10月26日(木)から平成18年10月31日(火)までのいずれかの日(以下「売

出価格決定日」という。)に売出価格及び申込証拠金を決定し、併せて引受価額（引受人より売出人に

支払われる金額）を決定します。なお、申込証拠金は、売出価格と同一の金額とします。 

２ 「１ 売出有価証券（引受人の買取引受による売出し）」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額

とは異なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

３ 申込期間については、上記のとおり内定しておりますが、売出価格決定日において正式に決定する予定

であります。なお、上記申込期間については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当

該需要状況の把握期間は、最長で平成18年10月26日(木)から平成18年10月31日(火)までを予定しており、

申込期間が最も繰り上がった場合は、「平成18年10月27日(金)から平成18年10月31日(火)まで」となる

ことがありますのでご注意ください。 

４ 元引受契約の内容 

買取引受けによります。 

引受手数料は支払われません。 

ただし、売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。 

なお、元引受契約は、売出価格決定日に締結される予定であります。 

証券会社の引受株式数 

証 券 会 社 名 引 受 株 式 数 

日興シティグループ証券株式会社 5,000株 

５ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

６ 申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。 

７ 申込証拠金には、利息をつけません。 

８ 株式の受渡期日は、「第１ 募集要項 ２ 株式募集の方法及び条件」において決定される払込期日の

翌営業日とします。株券は株式会社証券保管振替機構に預託され、当該受渡期日から売買を行うことが

できます。なお、株券の交付を希望する旨を事前に証券会社に通知された方には、当該受渡期日以降に

証券会社を通じて株券が交付されます。株式会社証券保管振替機構に株券を預託される方は名義書換を

行う必要はありません。 
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３ 【売出有価証券(オーバーアロットメントによる売出し)】 

【売出株式】 

 

種類 売出数 売出価額の総額(円) 
売出しに係る株式の所有者 
の住所及び氏名又は名称 

普通株式 
1,500株 
(注)１ 

630,000,000 
(注)２ 

東京都港区赤坂５丁目２番20号 
日興シティグループ証券株式会社 

(注) １ 上記のオーバーアロットメントによる売出しは、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」及び「２ 株

式募集の方法及び条件」に記載の引受人の買取引受による一般募集並びに「第２ 売出要項 １ 売出

有価証券(引受人の買取引受による売出し)」及び「２ 売出しの条件(引受人の買取引受による売出

し)」に記載の引受人の買取引受による売出しに伴い、その需要状況を勘案し、日興シティグループ証

券株式会社が行う売出しであります。したがって、オーバーアロットメントによる売出しの売出数は上

限株式数を示したものであり、需要状況により減少し、または売出しが全く行われない場合があります。 

オーバーアロットメントによる売出しの対象となる当社普通株式は、オーバーアロットメントによる売

出しのために、日興シティグループ証券株式会社が当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式であ

ります。 

なお、上記内容に関しましては、「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」(注)２をご参照ください。 

２ 売出価額の総額は、有価証券届出書提出時における時価を基準として算出した見込額であります。 

 

４ 【売出しの条件(オーバーアロットメントによる売出し)】 

 

売出価格(円) 申込期間 申込単位 
申込証拠金 
(円) 

申込受付場所
引受人の 
住所及び氏名 
又は名称 

元引受契約 
の内容 

未定 

(注)１ 

自 平成18年 

11月1日(水) 

至 平成18年 

11月6日(月) 

(注)１ 

1株 
未定 

(注)１、４ 

日興シティグ
ループ証券株
式会社及びそ
の委託販売先
証券会社の全
国の本支店及
び営業所 

― ― 

(注) １ 売出価格、申込期間及び申込証拠金については、「２ 売出しの条件(引受人の買取引受による売出

し)」において決定される売出価格、申込期間及び申込証拠金とそれぞれ同一といたします。 

２ 株式の受渡期日は、「２ 売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)」において決定される受渡期

日と同一とします。株券は、株式会社証券保管振替機構に預託され、当該受渡期日から売買を行うこと

ができます。なお、株券の交付を希望する旨を事前に証券会社に通知された方には、当該受渡期日以降

に証券会社を通じて、株券が交付されます。株式会社証券保管振替機構に株券を預託される方は名義書

換を行う必要はありません。 

３ 申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。 

４ 申込証拠金には、利息をつけません。 
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第３ 【募集又は売出しに関する特別記載事項】 

１ オーバーアロットメントによる売出しについて 

「第１ 募集要項 １ 新規発行株式」及び「２ 株式募集の方法及び条件」並びに「第２ 売出

要項 １ 売出有価証券(引受人の買取引受による売出し)」及び「２ 売出しの条件(引受人の買取引

受による売出し)」に記載の引受人の買取引受による売出しにおいては、引受人の買取引受による新規

発行株式6,000株の一般募集及び引受人の買取引受による5,000株の売出しを予定しておりますが、そ

の需要状況を勘案し、当該引受人の買取引受による売出しとは別に1,500株を上限として日興シティグ

ループ証券株式会社が当社株主である加藤一郎太より借り入れる当社普通株式の売出し(オーバーアロ

ットメントによる売出し)を行う場合があります。したがって、オーバーアロットメントによる売出し

の売出数は上限株式数を示したものであり、需要状況により減少し、または売出しが全く行われない

場合があります。 

これに関連して、日興シティグループ証券株式会社は、オーバーアロットメントによる売出しに係

る株式数(上限株式数)を上限として、追加的に当社普通株式を買取る権利(グリーンシューオプショ

ン)を、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込期

間終了日の翌日から起算して30日目の日(30日目の日が営業日でない場合はその前営業日)を行使期限

として、当社株主である加藤一郎太より付与される予定であります。 

日興シティグループ証券株式会社は、当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式の返還を目的

として、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出しの申込

期間終了日の翌日からグリーンシューオプションの行使期限までの間(シンジケートカバー取引期間)、

上限株式数の範囲内で、株式会社東京証券取引所において当社普通株式の買付け(シンジケートカバー

取引)を行う場合があります。 

なお、シンジケートカバー取引期間内においても、日興シティグループ証券株式会社の判断で、シ

ンジケートカバー取引を全く行わないか、もしくは上限株式数に至らない株数でシンジケートカバー

取引を終了させる場合があります。 

また、日興シティグループ証券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバ

ーアロットメントによる売出しの申込期間中、当社の発行する上場株式について安定操作取引を行う

ことがあり、当該安定操作取引で買付けた株式を当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式の返

還に充当する場合があります。 

日興シティグループ証券株式会社は、シンジケートカバー取引により買付けた株式数及び安定操作

取引で買付けた株式を当社株主である加藤一郎太より借り入れる株式の返還に充当する場合における

当該株式数の合計数については、グリーンシューオプションを行使しない予定であります。 

 

２ ロックアップについて 

 本募集及び売出しに関し、売出人である加藤一郎太は、主幹事会社である日興シティグループ証券

株式会社（主幹事会社）に対して、本募集及び売出しにかかる元引受契約締結日から180日間、自己の

計算で保有する当社普通株式（潜在株式を含む。）及び当社普通株式を取得する権利を有する有価証

券の発行、譲渡または売却を行わない旨を約束しております。 

 また、当社は、主幹事会社との間で、本募集及び売出しにかかる元引受契約締結日から180日間は、

当社普通株式及び当社普通株式を取得する権利あるいは義務を有する有価証券の発行または売却（株

式分割及びストックオプション等に関わる発行を除く。）を行わないことに合意しております。 

なお、上記のいずれの場合においても、主幹事会社は、その裁量で当該合意内容の一部若しくは全

部につき解除し、またはその制限期間を短縮する権限を有しております。 
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第二部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期  

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月  

売上高 (千円) 108,245 318,518 436,506 1,402,788 

経常利益 (千円) 9,714 71,574 237,742 741,708 

当期純利益 (千円) 6,243 41,002 140,293 427,058 

持分法を適用した場合の
投資利益 

(千円) ― ― ― ― 

資本金 (千円) 10,000 30,000 48,000 48,000 

発行済株式総数 (株) 200 600 1,320 39,600 

純資産額 (千円) 16,243 77,245 235,538 662,597 

総資産額 (千円) 25,446 256,347 3,208,848 1,377,543 

１株当たり純資産額 (円) 81,215.07 128,742.23 178,438.58 16,732.25 

１株当たり配当額 
(１株当たり中間配当額) 

(円) 
―

    (―)

―

(―)

―

(―)

― 

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 31,215.07 107,051.84 116,561.00 10,784.30 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 63.8 30.1 7.3 48.1 

自己資本利益率 (％) 76.9 87.7 89.7 95.1 

株価収益率 (倍) ― ― ― ― 

配当性向 (％) ― ― ― ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 2,217,138 △2,225,638 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △18,166 △38,310 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― 369,962 △100,496 

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― 2,794,442 429,997 

従業員数（名） 2 5 12 21 
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(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当社は平成13年９月10日設立のため、第１期は平成13年９月10日から平成14年８月31日までの11ヵ月と 

      20日間であります。 

    ４  当社は、第１期から第３期については関連会社を有しておらず、また第４期については関連会社が損益

等からみて重要性に乏しいため、持分法を適用した場合の投資利益については記載しておりません。 

５ 第１期は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、第２期から第４期における潜在株式

調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。 

６ 株価収益率は当社株式が非上場であり、期中平均株価の把握が困難なため記載しておりません。 

７ 従業員数は、当社から他社への出向者を除く就業人員数であります。 

８ 第２期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企

業会計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 

平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

９ 第３期及び第４期の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツ

の監査を受けておりますが、第１期及び第２期の財務諸表については当該監査を受けておりません。 

10 当社は平成15年９月20日付で普通株式１株につき２株、及び平成17年８月30日付で普通株式１株につき

30株の株式分割を行っております。 

  そこで、当該株式分割に伴う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考まで

に掲げると以下のとおりとなります。なお、第２期までの数値については監査法人トーマツの監査を受

けておりません。 

 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期  

決算年月 平成14年８月 平成15年８月 平成16年８月 平成17年８月  

１株当たり純資産額 (円) 1,353.58 2,145.70 5,947.95 16,732.25 

１株当たり当期純利益 (円) 520.25 1,784.19 3,885.36 10,784.30 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 
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２【沿革】 

 

年  月 事                 項 

平成13年9月 

 

平成13年10月 

平成13年11月 

平成13年12月 

平成14年1月 

平成14年2月 

平成14年11月 

平成15年2月 

平成16年8月 

平成16年11月 

平成17年4月 

平成17年5月 

平成17年6月 

平成17年9月 

平成17年9月 

平成18年3月 

平成18年5月 

平成18年5月 

平成18年5月 

平成18年6月 

平成18年6月 

平成18年6月 

平成18年8月 

平成18年9月 

フィナンシャル・アドバイザリー事業、不動産のアセット・マネージメント事業を主

な目的として東京都千代田区九段北一丁目13番6号に設立 

宅地建物取引業免許取得 

デューデリジェンス事業開始 

フィナンシャル・アドバイザリー事業開始 

不動産投資顧問業登録 

本社を東京都千代田区九段北一丁目7番3号に移転 

アセット・マネージメント事業開始 

本社を東京都千代田区九段北一丁目5番9号に移転 

不動産自己投資事業開始 

本社を東京都千代田区九段南一丁目5番5号に移転 

不動産証券化協会加盟 

信託受益権販売業登録 

貸金業登録 

一級建築士事務所登録 

有限会社エムケービーナスを連結子会社化 

東京証券取引所マザーズへ上場 

本社を東京都港区北青山三丁目3番11号に移転 

ビジネス・サポート・ローン事業開始 

有限会社エムケービーナスを連結子会社から除外 

有限会社エムケーローズを連結子会社化 

有限会社エムケーサターンを連結子会社化 

有限会社エムケーチェリーを連結子会社化 

有限会社エムケーローズを連結子会社から除外 

有限会社エムケーサターンを連結子会社から除外 
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３ 【事業の内容】 

 

当社は、不動産投資に精通した法人投資家等に不動産の購入提案を行い、投資家の資金による投資の

ストラクチャーをアレンジし、投資を目的として設立される特別目的会社（Special Purpose Company 、

略して SPC）から不動産の運用・管理を受託して手数料を収受する不動産のアセット・マネージメント事

業を主要事業としております。 

当社は、受託した不動産等のアセットの価値を最大化させるために、例えば、きめ細かなリーシン

グ・ストラテジーの構築・実行、建物のデザイン性・機能性の向上にこだわったアップ・グレード工事

の施工、といったアセットに応じて考えうる様々なアセット・マネージメント・サービスを提供するこ

とに注力しており、その結果として投資家により高い収益をもたらすとともに、当社もより多くのアセ

ット・マネージメント・フィーを収受することに努めております。 

このように個々のアセットについて考えうる最良のサービスを提供する（アセットにデザインをプロ

デュースする）という事業コンセプトを有する当社は、「アセット＋デザイン＋プロデューサー（ Asset

＋Design＋Producer ）」（商標登録済み）と自称しております。 

当社のビジネスの事業領域は下記表のとおり、「自社の単独事業」と「投資家との共同事業」の２つ

に分類しております。 
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「自社の単独事業」は、投資家の資金を招聘することなく実施できる事業を意味しており、当社では

「ビジネス・サポート・ローン事業」、「フィナンシャル・アドバイザリー事業」等を行っております。 

「投資家との共同事業」は、投資家の資金を匿名組合出資形態等で導入し、その資金で不動産等のア

セットを購入・運用する投資家との共同事業であり、当社の主要事業である「アセット・マネージメン

ト事業」を指しております。当事業については、当社のコンセプトとして、①「価値をデザインする」

アセット・マネージメント事業、②「空間をデザインする」アセット・マネージメント事業、の２つに

区分しております（注）。 

（注）  「価値をデザインする」アセット・マネージメント事業とは、主にディストレスト・アセッ

ト（何らかの理由で市場価値より毀損しているアセット）の購入を投資家に提案し、「アセ

ット＋デザイン＋プロデューサー」としてのコンセプトにて価値を上昇させる事業です。 

「空間をデザインする」アセット・マネージメント事業とは、土地を取得して建物を建設す

る事業でありますが、事業期間内に匿名組合出資とノンリコースタイプのプロジェクトファ

イナンス（責任財産限定型ローン）にて新たに資金調達することによって、デベロップメン

ト事業をアセット・マネージメント事業に変換する事業です。 

いずれの事業においてもキャピタルマーケットのプライベート・ファンドやＲＥＩＴ（不動

産投資信託）に対するプロダクト・サプライヤーになることに注力しております。 

 

また、従来の「不動産自己投資事業」に開発のコンセプトを持ち込み、新たに「アセット・インキュ

ベーション事業」として展開していく方針です（注）。 

この事業は、投資家では購入できない開発用地を当社（連結子会社にて購入する可能性もあります）

にて購入して建築確認取得あるいは建物建築等によりバリューアップして、キャピタルマーケットのプ

ライベート・ファンドやＲＥＩＴ（不動産投資信託）に売却する事業です。当社の自己勘定にて購入し

ますが、売却時点はキャピタルマーケットの投資家が購入できる物件としてバリューアップを図ること

から、図表においては「自社の単独事業」と「投資家との共同事業」に双方に関わるものとして表示し

ています。 

 （注） 事業セグメント名称を変更し、「不動産自己投資事業」を「アセット・インキュベーション

事業」とします。 

 

以下、当社の主要事業である不動産のアセット・マネージメント事業、アセット・インキュベーショ

ン事業、ビジネス・サポート・ローン事業、フィナンシャル・アドバイザリー事業、及び不動産仲介事

業等について詳しく説明いたします。 

 

 

 [1] 不動産のアセット・マネージメント事業 

 

① 「価値をデザインする」アセット・マネージメント事業 

 

ａ）事業の内容 

投資家にオフィスビル、マンション、ホテル等の既存の収益物件の購入提案を行ったうえで、投

資家からの匿名組合出資を受けた匿名組合営業者（SPC：投資を目的として設立される特別目的会

社）が物件を取得し、あわせて当社は匿名組合営業者からアセット・マネージメント業務を受託し

ます。 
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受託後は、プロパティ・マネージメント会社（アセット・マネージメント会社等から不動産のテ

ナント管理・物件管理を受託する会社）と協働して「アセット＋デザイン＋プロデュース」のコンセ

プトの下、後述する「ｃ）「価値をデザインする」アセット・マネージメントの特徴」に記載のと

おり、アセットの細部にまで気を配ってアセットが本来持つべき価値を引き出すアセット・マネー

ジメントを行い、価値が増大した時点でキャピタルマーケットの投資家等に売却を目指します。 

 

 

事業系統図（価値をデザインするアセット・マネージメント事業） 
 

 

 

b）業務内容とフィー（業務報酬）の構成 

 アセット・マネージメント事業の具体的な業務は以下のとおりであります。 

 

・アクイジション・サービス 投資家に具体的な不動産の投資案件を提案し、その投

資案件の内容分析（デュー・ディリジェンス）、売主

との交渉、売買契約締結・決済までを行ないます。 

・アセット・マネージメント・サービス 購入した不動産のマネージメントサービスでありま

す。この中には、リーシングのためのマーケティン

グ、キャッシュマネージメント、投資家へのリポーテ

ィング等の業務が含まれております。 

・ディスポジション・サービス 購入した不動産の売却のための業務を意味します。 
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フィー（業務報酬）の構成は以下のとおりであります。 

・アクイジション・フィー 不動産の購入時に購入価格に対する一定割合を受け取

ります。 

・アニュアル・フィー 不動産の購入価格に対する年あたり一定割合の報酬を

通常毎月に分割して受け取ります。 

・ディスポジション・フィー 不動産の売却時に売却価格に対する一定割合を受け取

ります。 

・インセンティブ・フィー 不動産の売却価格があらかじめ投資家と決めた期待収

益率・期待価格を越えた場合、その上回った分に対し

て一定の割合で受け取る報酬であります。 

・匿名組合出資投資損益 投資家の要請により、投資家とともに匿名組合営業者

に対して匿名組合出資をする場合があり、出資に対応

する配当であります。 

本来のアセット・マネージメント事業におけるフィー

とは異なりますが、アセット・マネージメント事業に

付随して発生する収益であるため、アセット・マネー

ジメント事業収入に分類しております。 

 

c）「価値をデザインする」アセット・マネージメントの特徴 

当社では、これまで投資家に高い投資収益率を実現し、かつ投資家が負担する不動産の価格変動

リスクを減少させるため、主に１年から２年という短期間の投資を提案してまいりました。昨今は

不動産価格の上昇といった背景から、投資家の要望を受け３年の投資も提案しております。 

また、当社は取得競争が厳しい大型のオフィスビルの取得を避けて、東京都内を中心に名古屋・

大阪等の大都市に位置する比較的競合の少ない 10 億円から 50 億円程度の中小規模のオフィスビ

ル・マンション・商業ビル、特に何らかの理由で市場価値より毀損しているアセット（ディストレ

スト・アセット）の購入に重点をおいて投資家に提案しております。 

受託後の資産運用においては、「アセット＋デザイン＋プロデュース」のコンセプトの下、リノベ

ーション工事（設備の修繕、更新のための工事）、アップ・グレード工事（外装、デザイン、機能

を一新させる工事）に相当規模の資金を投入して、テナントが「美しい、格好がいい、是非入居し

たい」と思うようなデザイン・色使い・機能性を追求して、稼働率・収益性の向上に結びつくよう

努めております。当社では単純な改修工事をアップ・グレード工事とは言わず、稼働率・収益性の

向上すなわち投資家からの預り資産の価値の増大が発生してこそアップ・グレードであると考えて

おります。 

キャピタルマーケットにおける昨今の不動産価値の上昇は、収益還元率（キャップ・レート）の

低下により自動的にもたらされていた面がありましたが、これからは、アセット・マネージメント

会社のパフォーマンスが投資家からの預り資産の価値を左右する時代となり、当社のアセット・マ

ネージメントのクオリティ・レベルが威力を発揮するものと考えております。 

具体的には、アセット・マネージメント事業において、以下の４つのアクティビティーが重要で

あると考えております。 



022_0049605521810.doc 

― 18 ― 

リーシング（テナント・リレーションズ） 

キャッシュマネージメント（現金管理） 

リポーティング（運営報告） 

ディスポジション（売却） 

例えば、リーシングにおいては、プロパティ・マネージメント会社任せにはせず、テナントター

ゲットの選定、間取りの変更、モデルルームの設置、募集広告のデザイン作成まで、当社で物件毎

にきめ細かなリーシング・ストラテジーを練り、プロパティ・マネージメント会社を指示して、あ

るいは自ら行動して戦略プランを実行して成果に結び付けております。 

また、平成 18 年 8 月期から投資家の承認を得て預り資産をポートフォリオとして形成したうえで

キャピタルマーケットの別の投資家に売却して、売却先からアセット・マネージメントを継続して

再受託することにも取組んでおり、安定的な収益源の確保に努めております。 

さらに、当社ではプロパティ・マネージメント会社とネットワーク化された先進的なアセット・

マネージメント・システムを導入しており、賃貸状況等の物件管理状況をタイムリーに把握して、

プロパティ・マネージメント会社へ迅速な指示を行うことを可能にしているとともに、投資家に提

出する財務諸表・運営リポート等の作成負担を軽減しております。 

なお、「価値をデザインする」アセット・マネージメント事業における投資対象資産は不動産の

ほか、金融債権の場合もあります。 

参考までに、本事業における預り資産の残高推移は以下のとおりです。 

 

平成 15 年 

8 月期 

（百万円） 

平成 16 年 

8 月期 

（百万円） 

平成 17 年 

8 月期 

（百万円） 

平成 18 年 

8 月期 

（百万円） 

2,521 16,510 42,753 77,165

 

（注）上記数値は、購入価格によります。 

 

 

② 「空間をデザインする」アセット・マネージメント事業 

 

ａ）事業の内容 

当社の連結子会社等にて土地を購入したうえで建築確認等の許認可を取得して建物を建設するデ

ベロップメント事業でありますが、事業期間内に投資家からの匿名組合出資とノンリコースタイプ

のプロジェクトファイナンス（責任財産限定型ローン）で新たに資金調達することによって、アセ

ット・マネージメント事業に変換する事業であります。新たな資金調達により当社の連結子会社等

を通じて拠出した自己資金の大部分を回収するとともに、当社は事業主から建物完成・売却までの

アセット・マネージメント事業を受託します。 

既存の収益物件を対象とする「価値をデザインする」アセット・マネージメント事業は、現状の

テナント・入居者に配慮しながら、既存建物の躯体・主要構造を所与のものとして限られた物理的

範囲並びに予算の中でなされるものであり、自ずとデザイン・プロデュースにも限界が出てきます。 
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これに対して、本事業は、立地選定から建物の用途・コンセプト・意匠（デザイン）・材質等々

のすべてを自ら計画・決定して建築できるものであり、建物を使う人、また建物に投資する人本位

のアセットを当社がデザインすることが可能であり、まさに「アセット＋デザイン＋プロデューサ

ー」としての当社の特色が出せる事業と考えております。 

参考までに、本事業における預り資産の残高推移は以下のとおりです。 

 

平成 17 年 

8 月期 

（百万円） 

平成 18 年 

8 月期 

（百万円） 

2,245 245 

 

（注）上記数値は、原則として事業原価によります。未完成の建物については建物建設関連費用を

工事期間に按分して計上しております。平成 18 年 8 月期は大口の売却があったため平成 17

年 8 月期に比較して減少しております。 

 

b）報酬の構成 

プロジェクトの内容により、報酬の構成は変化しますが、基本的には建物完成後の売却までキャ

ッシュフローがないため、当社の匿名組合出資分に対応する配当、ならびに固定料率あるいは固定

額のフィー（アセット・マネージメント・フィーおよびディスポジション・フィーに相当します）

を売却時に受け取ります。さらに当初の想定価格以上で売却できた場合にはインセンティブを収受

できます。 

 

c）事業のプロセス 

具体的な事業のプロセスは概ね以下の２つのフェーズに分かれます。 

 

 フェーズ Ⅰ  土地の取得から許認可取得まで 

 

開発建設プロジェクトにおいては、まず土地の取得が先行します。有限責任中間法人の下に特別

目的会社を設立し、この法人が金融機関（Ⅰ）から資金を借入れ（金融機関（Ⅰ）からの借入金だ

けでは必要資金を全額まかなうことはできませんので、一部（通常 20%程度）は当社からの借入れ

により調達することになります）、土地を購入します。この場合の金融機関（Ⅰ）はプロジェクト

ファイナンスが組成されるまでのつなぎ融資、いわゆるブリッジ・レンダーであります。 
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フェーズ Ⅱ  建築確認その他の許認可取得後 

 

原則として建築確認等の許認可を取得次第、投資家からの匿名組合出資と金融機関（Ⅱ）からのノ

ンリコース・ローンを調達することによって、金融機関（Ⅰ）と当社からの借入金を返済します。 

当社は返済を受けた資金の一部を再び匿名組合出資としてこのプロジェクトに出資し、建物竣工まで

の間このプロジェクトのバリューを増大させるための様々なアイデアを設計事務所とゼネコンに提案

していきます。 
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フェーズⅠでは当社の連結対象会社等で物件を取得しますが、フェーズⅡでは投資家からの匿名組

合出資とノンリコース・ローンを調達することによって資金を入れ替え、この特別目的会社が当社の

連結対象会社からはずれることを予定しています。すなわち、当社のリスクを最小にし、かつデベロ

ップメント事業からアセット・マネージメント事業というフィー・ビジネスへの変換を図ります。 

 

 

[2] アセット・インキュベーション事業 

 

ａ）事業の内容 

キャピタルマーケットの投資家では購入できない開発用地を当社にて購入して、「アセット＋デザイ

ン＋プロデューサー」のコンセプトにて建築確認取得あるいは建物建築等によりバリューアップした後、

キャピタルマーケットの投資家に売却する事業です。投資家が購入できない土地を購入できるものに

育てるという意味合いで「インキュベーション」と呼んでおります。 

キャピタルマーケットの投資家は、建築確認取得等がなされていない土地については、建築確認取

得のリスクを取れず、将来のキャッシュフローも確定していないため、購入できません。但し、マー

ケットニーズを的確に反映した設計・プラン・仕様にて建築確認を取得している土地については、キ

ャピタルマーケットの投資家も購入できます（注）。 

（注） 従来からの「不動産自己投資事業」は、投資家が購入しない５億円以下の小規模物件、時

間をかけて権利関係を調整しなければならない物件、あるいは建物が古く再建築が必要とさ

れる物件等を当社にて購入し、本来の市場価値に引き上げた時点で売却する事業と位置付け

ていましたが、キャピタルマーケットの投資家が購入しない不動産を自己資金で購入すると

いう意味でこのような事業もアセット・インキュベーション事業に含めるものとします。 

 

b）収益の内容 

売却代金から、開発用地の購入代金・関連経費のほか、建築確認取得等のための設計会社に対する

設計料、金融機関からの借入金の支払利息等の費用を差引いたものが当社の利益となります。 

ただし、会計上支払利息は、発生した期間に応じて営業外費用として計上していることから、当事

業の売上はキャピタルマーケットの投資家への売却代金、売上原価は上記費用のうち支払利息を除い

たものとなります。 

 

c）本事業展開の背景 

アセット・マネージメント事業で培ってきたバリューアップのノウハウと本年 3 月に東京証券取引

所マザーズ市場への上場によって得た資金調達力、知名度上昇による情報量の増加を背景にして、投

資家が取組めない開発用地に投資する本事業に取組むことが可能であると考えております。 

また、当社は平成 18 年 8 月期までアセット・マネージメント事業収入、特にインセンティブ・フィ

ーを収益の柱としてきましたが、近時の金利上昇、優良な不動産の価格上昇傾向を背景に、主要な顧

客投資家は中長期の投資に選好が変化しているため、結果として平成 19 年 8 月期以降インセンティ

ブ・フィーへの依存度は低下する可能性もあることから本事業へ取り組むことといたしました。 
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 [3] ビジネス・サポート・ローン事業 

 

ａ）事業の内容 

不動産のマーケット価格と金融機関の担保評価額の格差に着目して、優良な不動産を担保に、融

資（特に後順位抵当権による融資、いわゆるジュニアローンと呼ばれるもの）を行う事業です。 

債務不履行になった場合においても、担保不動産の売却によって回収可能と判断される案件、あ

るいは当社が最終的に取得することでバリューアップが図れる案件に限定して取組み、あわせて不

動産関連事業への波及効果を狙って取組んでいきます。 

なお、平成 18 年 8 月期末における融資残高は、270 百万円であります。 

 

b）収益の内容 

融資時における実行手数料及び融資期間中の利息収入によって構成されます。 

実行手数料は融資金額の 1％相当、貸付金利水準は概ね年 7～8％の水準となっています。 

融資資金はこれまで内部留保を原資としており、特に当事業のための借入れ等は行っておらず、

売上原価に対応するものはありません。但し、今後は融資案件が増えるに従って金融機関から資金

を調達してそれを貸付金の原資にしていくことを予定しております。 

 

 

[4] フィナンシャル・アドバイザリー事業 

 

ａ）事業の内容 

債務処理問題の相談を受けることの多い弁護士事務所からの情報に基づき、債務者の財務内容、

担保不動産の現状・ポテンシャル（潜在的な価値）を綿密に調査し、弁護士に債権者等との利害関

係の調整を図ってもらいながら、オーダーメイドの解決案を提供したり、あるいは不動産会社に対

して資金調達等のためのアドバイスをするもので、経営者・債務者の再生、不動産会社へのノウハ

ウ提供をデザイン・プロデュースするものであります。 

特に経営者・債務者の再生を助ける事業は、当社設立時において、真に日本経済再生のために中

小企業や個人の債務処理・再生を目指して立ち上げた事業であり、当社の創業精神そのものを具現

化した事業であります。実際に債務処理をする上で、単に担保不動産の売却をするというだけでは、

根本的な解決にはなりません。債務者の状況・所有不動産の全容を理解し、どのようにしたら担保

になっている所有不動産の価値が有機的に増大するのかを熟慮し、全体像をデザインすることによ

って経営者・債務者の再生プランを提案するものであります。 
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事業系統図（フィナンシャル・アドバイザリー業務） 

 

 

 

b）収益の内容 

経営者・債務者の再生にかかる案件の場合は、フィナンシャル・アドバイザリー契約に基づいて

担保不動産売却の媒介業務の際の仲介手数料にて収受しております。 

不動産会社に対する資金調達等のアドバイスをする場合は、業務委託契約等を締結して報酬を収

受します。 

 

 

 [5] 不動産仲介事業 

    当社は不動産仲介事業を本業としておりませんが、アセット・マネージメント事業、アセット・

インキュベーション事業、フィナンシャル・アドバイザリー事業等の取り組みの中で入手した物件

情報に基づき、不動産（信託受益権を含む）の仲介事業に携わることがあります。 
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当社グループの状況 

 

当社グループの状況を図示すると次のとおりであります。 

 

 

 

 

 
 
 

（注）１  当社グループにおいては、以下の理由により連結子会社の異動（連結子会社化及び連結子
会社からの除外）が発生します。 
当社は、アセット・マネージメント事業において、顧客投資家に対して特別目的会社を利
用した投資の提案を行います。不動産を購入する際に最初に売買契約を締結して手付金を支
払い、一定期間後に残金決済をする取引形態がよく採用されますが、手付金支払の際は金額
も小額なため、当社が単独で所要資金を特別目的会社に融資することがあります。その場合
において、当社が当該特別目的会社の融資の過半を占める等により支配していると認定され
た場合には、当該特別目的会社は当社の連結子会社となります。 
一方、残金決済の時点で特別目的会社は所要資金の大半を顧客投資家から匿名組合出資形
態等により受入れる結果、その時点で当該特別目的会社に対する支配が解消され、当社の連
結子会社から除外されることになります。 

   ２  平成 18 年 9 月 29 日に有限会社エムケーサターンは支配力基準に該当しなくなり、当社の
連結子会社から除外されております。 
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＊ 用語集 
 
① 投資家 ここでは株主を意味するのでなく、キャピタルマーケットにお

ける投資家を指します。 
 

② 投資ストラクチャー 法制・税制を踏まえたうえで、投資に参画する投資家の数・属
性や導入する資金の性質等により、どのような仕組みで投資を行
うべきか異なってきます。そのような仕組みをストラクチャーと
呼んでいます。 
 

③ 特別目的会社 不動産等への投資のみを目的として設立される会社で、不動産
等の運用・管理はアセット・マネージメント会社に委託します。
従来は主として有限会社が使用されてきましたが、会社法施行を
受けて株式会社、合同会社が使用されつつあります。 
 

④ 匿名組合 
 

商法が定める投資形態で、不動産の投資ストラクチャーの多く
がこの方式を採用しています。 
匿名組合員と匿名組合営業者からなり、匿名組合員が匿名組合
営業者に対して出資を行い、匿名組合営業者は自らの名義で事業
で行い、利益を匿名組合員に分配します。 
 

⑤ ディストレスト・アセット 例えば、建物所有者の財務状況が悪いために建物の管理状態が
悪く市場賃料以下の賃料しか収受できない、稼働率が低い、とい
った建物のように、何らかの理由で市場価値より毀損しているア
セットをいいます。 
 

⑥ ノンリコースタイプの 
プロジェクトファイナンス 

借主の信用力を返済原資とする従来のファイナンス（融資）と
異なり、返済原資をプロジェクトにかかる不動産、キャッシュフ
ロー等に限定して借主に遡及しないローンをいいます。すなわ
ち、プロジェクトにかかる不動産、キャッシュフローによっても
債権の全額を回収できない場合においても、借主に残債権の返済
を請求できません。 
 

⑦ キャピタルマーケット  ここでは株式、債券、不動産等様々な投資対象に対して、リス
ク・リターンや投資方針によって投資対象を選択する投資主体が
参画する市場を指します。 
 

⑧ プライベート・ファンド  不動産等への運用のために、外資系投資家、機関投資家等の専
門の投資家が複数参画して組成された大口の運用資金をいいま
す。 
 

⑨ ＲＥＩＴ（不動産投資信託） 平成 13 年 9 月に東京証券取引所においてスタートしたいわゆ
る「リート」を指します。リートの投資家は、投信法に基づく投
資法人の投資口（株式会社の株式に相当します）を証券取引所で
売買することになります。平成 18 年 9 月 29 日現在で 39 のリー
トが上場しています。 
 

⑩ プロパティ・マネージメント会
社 

アセット・マネージメント会社から不動産のテナント管理・物
件管理を受託する会社をいいます。 
 

⑪ 収益還元率（キャップレート） 一般的には現在価値を算出するための割引率をいいますが、不
動産ビジネスでは、不動産の純収益を不動産価格で除したものを
いいます。 
 

⑫ 有限責任中間法人 基金（中間法人の資本金相当部分）拠出者から独立した者を社
員として議決権を担わせることができ、特別目的会社設立費用の
負担者と特別目的会社の議決権行使者とを分離することができる
ことから、投資ストラクチャー組成にあたり特別目的会社の親会
社としてよく使用されます。すなわち特別目的会社の債権者であ
る投資家や金融機関のリクエストにより、特別目的会社の親会社
がその議決権に基づいて特別目的会社が保有する不動産に何らか
の損害を与えることのないことを担保するために、公認会計士等
を理事とする有限責任中間法人が親会社となるのが一般的です。
 

⑬ ジュニアローン シニアローン（融資）が返済を受ける優先権が高いのに対し
て、ジュニアローンは返済を受ける権利が劣後します。しかし、
リスクが高い分貸出金利も高く設定できるのが一般的です。  
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４ 【関係会社の状況】 

 

関連会社は次のとおりであります。 

平成17年８月31日現在 

名 称 住 所 
資本金又は
出資金 
（千円）

主要な事業
の内容 

議決権の所有 
(被所有)の割合(％) 

関係内容 

㈲エムケーマーキュリー
（注１） 

東京都千代田区 3,000 
アセット・マネ

ージメント事業
－ 

当社が匿名組合出資し
ている匿名組合営業者

(注) １ 持分は、100分の20未満でありますが、実質的な影響力を持っているため関連会社としております。 

 ２ 有限会社エムケービーナスを平成17年9月27日に支配力基準により連結子会社に加えましたが、平成18

年5月30日に連結子会社から除外しております。 

３ 有限会社エムケーローズを平成18年6月14日に支配力基準により連結子会社に加えましたが、平成18年8

月21日に連結子会社から除外しております。 

４ 平成18年 6月29日に有限会社エムケーサターン及び有限会社エムケーチェリーを支配力基準により連結

子会社に加えましたが、有限会社エムケーサターンは平成18年 9月29日に連結子会社から除外しており

ます。 

 

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成18年９月30日現在 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

アセット・マネージメント事業及び 

アセット・インキュベーション事業（注１） 
21 

その他の事業 2 

全社（共通）（注２） 11 

合計 34 

(注) １ アセット・マネージメント事業とアセット・インキュベーション事業とは、相互補完的な事業であり、

かつ業務の類似性から、関連する各部門の従業員が兼務しております。従いまして、アセット・マネー

ジメント事業及びアセット・インキュベーション事業として、まとめて記載しております。 

２ 全社（共通）は、管理部門である、コーポレート・ストラテジー部門、オペレーション部門及び内部監

査・コンプライアンス対策部門の従業員であります。 

３  従業員数が最近１年間において12名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う期中採用によるもの

であります。 

４ 従業員数は、就業人員であります。 

 

(2) 提出会社の状況 

平成18年9月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

34 37.2 1.7 11,869

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が最近1年間において12名増加しておりますが、主として業容拡大に伴う期中採用によるもの

であります。 

 

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

＜第 4期事業年度（自平成 16 年９月１日 至平成 17 年８月 31 日）＞ 

当事業年度のわが国経済は、企業収益の回復や在庫調整の進展を受け企業の設備投資が増加する

とともに、個人消費についても緩やかに増加しており、原油価格の上昇等不安定要素はあるものの、

今後も景気回復が見込める一年となりました。 

不動産業界におきましては、近年の低金利政策による運用難から投資機会を求めて引き続き不動

産市場に資金が流入しており、かつ不動産の流動化、証券化等のファイナンス手法が定着しつつあ

る状況も手伝って、活況を呈しております。特に大都市圏の高収益物件については価格が高騰して

おり、加熱気味の様相すらうかがえます。 

このような状況のなか、当事業年度の当社の業績はアセット・マネージメント部門においては、

前事業年度に引き続き受託資産の獲得に成功し、好調な市況も手伝って業績を大きく伸ばすことが

できました。 

また、前事業年度から立ち上げた不動産自己投資事業については、新規不動産の購入及び売却を

おこない、当社の事業多角化に寄与することとなりました。 

さらに、フィナンシャル・アドバイザリー部門は、不良債権処理が一段落しつつある厳しい環境

の中、売上高は前事業年度より若干減少する結果となりました。 

この結果、当事業年度の売上高は 1,402,788 千円（前年同期比 221.4％増）、経常利益は 741,708

千円（前年同期比 212.0％増）、当期純利益は 427,058 千円（前年同期比 204.4％増）と順調かつ良

好なものとなりました。 

 

各部門別の業績は以下のとおりであります。 

 

（アセット・マネージメント部門） 

当事業年度は、匿名組合営業者からの預り資産の増加に伴うアセットマネージメントフィー、お

よび預り資産の売却に係るインセンティブフィー等の収入が拡大した結果、アセット・マネージメ

ント部門の売上高は 944,146 千円(前年同期比 163.0%増)となりました。 

 

（不動産自己投資部門） 

当事業年度は、販売用不動産（東京都三鷹市所在の賃貸マンション）を、アップ・グレード工事

を施工のうえ売却したこと等の結果、不動産自己投資部門の売上高は 292,209 千円(前年同期比

122,263.6%増)となりました。 
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（フィナンシャル・アドバイザリー部門） 

当事業年度は、不動産の売却により債務処理の案件が決着したことにより報酬収入があり、フィ

ナンシャル・アドバイザリー部門の売上高は 62,600 千円（前年同期比 15.4％減）となりました。 

 

（その他) 

当事業年度は、仲介手数料収入等により、売上高は 103,832 千円(前年同期比 3,104.７%増)となり

ました。 

 

 

＜第5期中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）＞ 

当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、企業収益の改善や輸出の回復を受けて設備投資が

増加し、また個人消費についても雇用情勢の改善傾向から緩やかに増加していることから判断して、

本格的な回復局面にあるといえます。 

当業界におきましても、金利上昇への警戒および構造計算書偽装問題の発生により、不動産投資

に対する悪影響が懸念されましたが、限定的なものにとどまっており、引続き不動産市況は好況を

維持しております。 

このような状況のもと、当社グループは「アセット・デザイン・プロデューサー」というコンセ

プトのもと、引続き主要事業である不動産のアセット・マネージメント事業の拡大に努めたほか、

不動産自己投資事業においては投資家との共同事業になじまない小型の物件を取得しました（販売

用不動産のうち不動産自己投資事業のために取得した物件の額は、前事業年度末において254,132千

円であったのに対して、当中間連結会計期間末においては、510,595千円となっております）。 

「価値をデザインするアセット・マネージメント事業」においては、今後の不動産価格の変動リ

スクを考慮して、引続き短期の不動産の投資提案に重点的に取り組んだほか、多数の預り資産（不

動産）をポートフォリオとして形成したうえでプライベートファンドに一括譲渡することにより、

多額の収益を計上することができました。当社は短期間の投資提案に重点を置いており、預り資産

の積み上げを第一とは考えておりませんが、プライベートファンドへ一括譲渡した預り資産の多く

を再び預り資産として受託したため、預り資産残高は増加基調にて推移しております。 

「空間をデザインするアセット・マネージメント事業」については、収益の計上はありませんで

したが、前事業年度に開始した関連会社(有)エムケーマーキュリーにて推進している東京都港区に

おけるオフィスビル・賃貸マンション建設事業は計画通りに進捗しているほか、平成17年9月には連

結子会社(有)エムケービーナスにて大阪市西区の開発用地を取得いたしました。 

また、投資家に提出する財務諸表の作成負担軽減、賃貸状況等の即時把握による預り資産の効率

的な運用管理を企図して、平成17年10月からアセット・マネージメント・システムを試験導入して

おります。このシステムの導入により当社とプロパティ・マネージメント会社はネットワーク化さ

れることになり、当期中の本格稼動を目指して導入作業を継続しております。 
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参考までに「価値をデザインするアセット・マネージメント事業」および「空間をデザインする

アセット・マネージメント事業」における預り資産の残高推移は以下のとおりです。 

 

平成15年 

８月期 

（百万円）

平成16年 

８月期 

（百万円）

平成17年 

８月期 

（百万円） 

平成18年 

８月期 

中間期 

（百万円） 

価値をデザインする 

アセット・マネージメント事業
2,521 16,510 42,753 52,113

空間をデザインする 

アセット・マネージメント事業
― ― 2,245 6,312

合  計 2,521 16,510 44,998 58,426

（注）「価値をデザインするアセット・マネージメント事業」における数値は、原則として購入価格に

よります。「空間をデザインするアセット・マネージメント事業」における数値は、原則として事

業原価により、未完成の建物については建物建設関連費用を工事期間にて按分して計上しておりま

す。 

 

 当中間連結会計期間においては、「価値をデザインするアセット・マネージメント事業」が大

きく寄与した結果、売上高は1,460,495千円、経常利益は994,991千円、中間純利益は562,382千円

と、それぞれ好調な業績となりました。 

 

 各部門別の業績は以下のとおりであります。 

 

（アセット・マネージメント部門） 

 当中間連結会計期間は、多数の預り資産（不動産）をポートフォリオに組成してプライベート

ファンドに一括して売却することにより、インセンティブ・フィーとして779,621千円の計上をい

たしました。当社はその一方で、これら売却した物件の多くについてアセット・マネージメント

事業における預り資産として再受託しております。新規の預り資産の積み上げも進んでおり、こ

れらの結果アセット・マネージメント事業の売上高は1,416,114千円となりました。 

 

（不動産自己投資部門） 

 当中間連結会計期間は、東京都内における収益物件２件を購入しましたが、売上としては物件

の売却実績はなく賃料収入のみの計上となり、不動産自己投資事業の売上高は2,820千円となりま

した。 

(フィナンシャル・アドバイザリー部門） 

フィナンシャル・アドバイザリー事業は、債務者の財務内容・担保不動産を綿密に調査して弁

護士に利害関係者の調整をしてもらいながら債務者の再生を図ったり、不動産会社に対して資金

調達等のためのアドバイスをする事業であります。 
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当中間連結会計期間は、不動産会社に対して資金調達等のアドバイスをおこない、その結果フ

ィナンシャル・アドバイザリー事業の売上高の計上は30,000千円となりました。 

 (その他の事業) 

当中間連結会計期間は、営業貸付金利息収入および連結子会社における駐車場収入等があり、

売上高は11,560千円となりました。 

 

当中間連結会計期間は、連結初年度であることから、前年同期との対比は行っておりません。 

 

 (2) キャッシュ・フローの状況 

＜第 4期事業年度（自平成 16 年９月１日 至平成 17 年８月 31 日）＞ 

当事業年度における現金及び現金同等物の当事業年度末残高は、匿名組合営業者・特定目的会社

からの預り金の減少等により、前事業年度と比較して 2,364,445 千円減少し、429,997 千円となりま

した。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動により使用した資金は、2,225,638 千円となりました（前事業年度は 2,217,138 千円の増

加）。これは、税引前当期純利益 740,533 千円を計上しましたが、匿名組合営業者・特定目的会社

からの預り金が 2,395,106 千円減少し、かつ不動産購入の手付金 383,000 千円を支出したことによ

ります。 

 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動により使用した資金は、38,310 千円となりました（前事業年度は 18,166 千円の減少）。

これは、主に有限責任中間法人に対して 19,000 千円の出資をしたことと、有形固定資産及び無形固

定資産取得のために 20,594 千円を支出したことによります。 

 

 (財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により使用した資金は、100,496 千円となります（前事業年度は 369,962 千円の増加）。

これは短期借入金及び長期借入金を返済したためであります。 

 

＜第5期中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）＞ 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、

開発用土地等のたな卸資産の購入による支払3,288,513千円及び法人税等の支払282,328千円があ

りましたが、税金等調整前中間純利益994,991千円を計上した他、短期借入金780,000千円及び長

期借入金3,150,000千円の調達をしましたので、期首残高に比べ1,356,131千円増加し、当中間連

結会計期間末には1,789,128千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 
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(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果使用した資金は、2,534,538千円となりました。 

これは、税金等調整前中間純利益994,991千円を計上したものの、開発用土地等の取得によるた

な卸資産の増加3,288,513千円及び法人税等の支払282,328千円が大きかったためのものでありま

す。 

 (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、32,832千円となりました。 

これは、有限責任中間法人の設立に際して13,500千円を拠出したことが主因であります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果得られた資金は、3,923,502千円となりました。 

これは、開発用土地等の購入及び運転資金のために長期借入金3,150,000千円及び短期借入金

780,000千円を調達したことが主な要因となっております。 

 

当中間連結会計期間は、連結初年度であることから、前年同期との対比は行っておりません。 
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２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、アセット・マネージメント事業、不動産自己投資

事業及びフィナンシャル・アドバイザリー事業を主体としており、生産実績を定義することが困難

であるため、生産実績の記載はしておりません。 

 

(2) 受注実績 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、受注生産を行っていないため、受注実績の記載は

しておりません。 
 

 

(3) 販売実績 

第4期事業年度における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

   

事業 
第4期事業年度 
自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日 

前年同期比(％) 

アセット・マネージメント事業
（千円） 

944,146   163.0 

不動産自己投資事業（千円） 292,209 122,263.6 

フィナンシャル・アドバイザリー
事業（千円） 

62,600   △15.4 

その他の事業（千円） 103,832  3,104.7 

合計 1,402,788   221.4 

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

第3期事業年度 
自 平成15年９月１日
至 平成16年８月31日

第4期事業年度 
自 平成16年９月１日
至 平成17年８月31日相手先 

販売高 
(千円) 

割合(％)
販売高 
(千円) 

割合(％)

有限会社エムケーイン
ベストメント 

265,987 60.9 830,801 59.2 

株式会社リビタ ― ― 268,938 19.2 

ニッポン・アールイー
オー・エルエルシー 

73,876 16.9 23,409 1.7 

株式会社アルデプロ 45,000 10.3 ― ― 
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第5期中間連結会計期間における販売実績を事業別に示すと、次のとおりであります。 

   

事業 
第5期中間連結会計期間
自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日 

アセット・マネージメント事業
（千円） 

1,416,114 

不動産自己投資事業（千円） 2,820 

フィナンシャル・アドバイザリー
事業（千円） 

30,000 

その他の事業（千円） 11,560 

合計 1,460,495 

(注) １  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

 

第5期中間連結会計期間
自 平成17年９月１日
至 平成18年２月28日相手先 

販売高 
(千円) 

割合(％)

有限会社エムケーイン
ベストメント 

1,224,835 83.9 
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３ 【対処すべき課題】 

 

（１） 事業領域の強化 

当社の主要事業であるアセット・マネージメント事業収入、特にインセンティブ・フィーについ

ては、優良な不動産価格の上昇傾向、投資家の運用期間の中長期への選好変化といった環境から、

今後減少傾向になると見込まれます。このような背景も踏まえて当社はこれまでの不動産ビジネス

のノウハウを生かして投資家が購入できない開発用地を取得して大きな収益を確保していくアセッ

ト・インキュベーション事業を平成19年8月期以降強化して成長を継続しようと考えております。 

また、平成18年8月期にビジネス・サポート・ローン事業を開始しており、不動産関連事業への波

及効果を図っているほか、平成18年8月に投資銀行部門を新設して新規投資家の開拓・アレンジメン

ト、新たな投資ストラクチャーの組成、大型案件の強化等を図っております。 

 これらへの取組みにより、周辺業務への展開を図りつつ、会社の成長、業容の拡大を維持できる

ものと考えております。 

 

（２） 資金調達の円滑化、多様化 

アセット・インキュベーション事業をはじめとして、事業領域の強化のためには、資金調達の円

滑化、多様化が肝要であり、従来以上に取引金融機関と良好な関係を構築するとともに、新たな金

融機関との取引開始等が必要であると考えております。但し、不動産市場の動向を見ながら、急激

な借入金の増加が当社の財政状態に与える影響が大きいことを充分認識のうえ、不動産の取得なら

びに資金調達を行うものとします。 

 

（３） 人材の確保 

当社業務は、高度なノウハウを必要とし、かつ業容が拡大傾向にありますので、人材の確保なら

びに社内における教育が重要であります。これまで、当社では社外から不動産業務等の経験者の中

途採用、社内におけるＯＪＴによる教育により対処しておりますが、業容の拡大を継続するために、

引続き人材の確保等が必要になります。 
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４ 【事業等のリスク】 

 

有価証券届出書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な

影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、当社は、これらのリスク

発生の可能性を把握した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。本項に

おける将来に関する事項は、本届出書提出日現在において当社が判断したものであります。 

 

(１）  業界環境が悪化する可能性 

当社は創業以来、金融機関による不良債権処理の活発化や減損会計の導入に対応するための不動

産の流動化、証券化等の新しいファイナンス手法の開発及び低金利などを背景に、良好な事業環境

に恵まれてきました。しかし、日本経済の基礎的条件が今後急速に悪化した場合、不動産市場も影

響を受け、投資収益が悪化し、投資家の投資活動が低迷する可能性があり、その場合当社の収益が

圧迫される恐れがあります。また、金利が大幅に上昇した場合には、資金調達コストの増加や、不

動産価格の下落といった事象が予想され、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２） 不動産市況の動向 

プライベートファンド、ＲＥＩＴ（不動産投資信託）による旺盛な不動産購入意欲、それに応え

る優良不動産の供給不足、金利上昇といった環境の中で、不動産市況は少しずつ変容しつつあると

考えておりますが、現在の市況が大きく変化した場合に、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

（３） 競合について 

当社の売上高に占めるアセット・マネージメント事業の依存度は高い水準であります（平成18年8

月期の売上高に占める比率は94.2%）。 

当社の不動産のアセット・マネージメント事業の主要エリアである東京は、ディストレスト・ア

セットや、開発向けの土地がまだ市場に潜在しており、当面市場規模の急激な収縮はないものの、

平成19年8月期よりアセット・インキュベーション事業への展開を強化する方針であり、アセット・

マネージメント事業への依存度は低下していくと見込んでおります。 

 加えて、先行して東京証券取引所や他の証券取引所に上場している同業他社が既にあり、アセッ

ト・マネージメント事業への一層の取組み強化を図っているなどの状況から、当社の競争力が低下

した場合や投資家への投資物件の提案が計画通りに進捗しない場合には、当社の業績や財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。 

 

（４） 資金調達について 

当社は、アセット・インキュベーション事業において、自己勘定で開発用地を取得するために主

として金融機関からの借入金や私募債発行により資金調達を行っております。当社は取引金融機関

と良好な関係を構築する一方で、新たな金融機関との取引開始等資金調達の円滑化、多様化に努め

ております。しかしながら、何らかの事情により当社の希望する金額及び条件で金融機関からの融

資等を受けることができない場合、アセット・インキュベーション事業を計画どおり展開できない

可能性があり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（５）自然災害等によるリスクについて 

台風、洪水、地震等の自然災害、火災、事故、暴動、テロ、戦争その他の人災が発生した場合に

は、当社がアセット・マネージャーとして運用管理する不動産や当社が保有している不動産の価値

が大きく毀損する可能性があり、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（６）社歴が浅いこと 

当社は平成13年9月に設立された社歴の浅い会社であります。現在まで増収増益を継続しておりま

すが、過去の財務数値をもって十分に期間比較することは困難であり、過年度の財政状態及び経営

成績からでは今後の当社の業績を予測するには不十分な面があります。 

 

（７）特定の取引先への高い依存 

当社売上高のうち、主要な販売先である匿名組合営業者の有限会社エムケーインベストメントに

対する売上高の占める割合は、平成17年8月期において59.2%、平成18年8月期において57.4%となっ

ており、同社への売上依存度は、高い水準となっております。 

 同社への売上はすべてアセット・マネージメント事業にかかるものであり、当社は同社以外の投

資家からのアセット・マネージメント事業の受託拡大、アセット・インキュベーション事業への展

開等により、同社への売上依存度は低下することを見込んでおりますが、何らかの事情により同社

との取引が打ち切られた場合は、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

 なお、当社は有限会社エムケーインベストメントに匿名組合出資をしておらず、かつ同社の社員

持分を保有しておりません。 

 

（８）特定の人物に対する事業活動の依存度 

当社の代表取締役加藤一郎太は、最高経営責任者として当社の経営及び事業推進全般について重

要な役割を果たしております。当社では、経営体制を強化するために組織の強化、人材拡充及び育

成を行っており、同氏を補完する営業活動体制の構築を進めておりますが、現在のところ同氏に対

する依存度はいまだ高く、近い将来において何らかの理由により同氏の業務遂行が不可能となった

場合、当社の業績及び今後の事業活動に影響を与える可能性があります。 

 

（９） 人材の確保・維持 

当社業務は高度なノウハウが必要であり、また社内における相互牽制機能を高めるためにも、当

社の成長速度に合わせて、高いスキルを持った人材を確保することが経営上の重要な課題となって

おります。今後の事業拡大に伴い、積極的に優秀な人材を採用し、社内教育をしていく方針であり

ますが、現在在職している人材が一度に流出するような場合、または当社の求める人材が十分に確

保できない場合には、今後の事業展開も含めて事業拡大及び将来性に影響を及ぼす可能性がありま

す。 
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（10） 法的規制について 

当社は、現時点の法的規制に従って業務運営を行っておりますが、今後これら法令の改廃により

当社の業務運営に何らかの影響を及ぼす可能性があります。また、当社は主として以下の法律の規

制に従っております。 

①信託業法 

 当社は、アセット・マネージメント事業等において不動産の信託受益権を取り扱っており、派生

的に信託受益権販売業（信託受益権の販売又はその代理若しくは媒介を行う営業をいいます。）を

行う場合があるため、「信託受益権販売業」の登録を行っております。 

②宅地建物取引業法 

 当社は、アセット・マネージメント事業等に派生して不動産の売買・賃貸の代理、媒介を行うこ

とがありますので、宅地建物取引業法に基づく免許を取得して、同法ならびにそれに関連する各種

法令を遵守して業務を運営しております。 

③証券取引法 

 不動産信託の信託受益権を投資対象とする匿名組合出資持分は有価証券とみなされ、私募の取扱

を営業として行う場合は証券業に該当します。 

 当社にアセット・マネージメントを委託する匿名組合営業者にかかる匿名組合は、匿名組合投資

家自らが、匿名組合営業者となるべき特別目的会社設立の段階から検討、判断の上、当社を含め第

三者の勧誘行為なく組成されておりますので、匿名組合投資家による匿名組合出資持分の取得につ

いて、当社の勧誘行為による私募の取扱はないと判断しております。 

④その他 

 不動産投資スキームは、商法上の匿名組合、中間法人法上の有限責任中間法人等に基づいたスト

ラクチャーにより組成しております。 

 また、リノベーション工事、建物の建築工事等にあたっては、建築基準法等の各種法令及び条例

を遵守して事業を行なっております。 

 弁護士法第72条は、非弁護士の法律事務の取扱等の禁止、同第73条は譲り受けた権利の実行を業

務とすることの禁止を定めておりますが、当社のフィナンシャル・アドバイザリー事業においては、

法律事務の取扱が生じる場合等は必ず弁護士に委任して、弁護士法を遵守して業務を行っておりま

す。 

 今後、これらの法律に対して規制が設けられた場合には、当社グループの業績や財政状態に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

 また、当社が今後行う不動産投資スキームによっては、以下の法律の制約を受ける可能性があり

ます。 

ア. 不動産特定共同事業法 

 同法に定める任意組合型、匿名組合型、共有持分による賃貸型のいずれかの方式で、複数の投資

家から出資を募り、現物不動産への共同投資を行い、運用により得られた収益を投資家に分配する

事業を行う場合は、同法の規制を受けることになります。 
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イ．投資信託及び投資法人に関する法律（投信法） 

 同法に定める投資信託委託業または投資法人資産運用業を営む場合は、同法の規制を受けること

になります。 

 

（11） 今後の事業展開について 

当社は、不動産と金融の両面にわたる事業を行っておりますが、今後もその両面において事業展

開していく方針です。 

不動産に関する事業としては、従来の「不動産自己投資事業」に開発のコンセプトを持ち込み、

新たに「アセット・インキュベーション事業」として展開していきます。この事業は、投資家では

購入できない開発用地を当社にて購入して建築確認取得あるいは建物建築等によりバリュー・アッ

プして、キャピタルマーケットのプライベートファンドやＲＥＩＴ（不動産投資信託）に売却する

事業です。 

また、平成18年8月期より開始したビジネス・サポート・ローン事業をさらに展開する方針です

（平成18年8月末における貸出残高は270百万円）。この事業は、不動産のマーケット価格と金融機

関の不動産担保評価の格差に着目して、優良な不動産を担保として、営業貸付（特に後順位抵当権

による貸付、いわゆるジュニアローンと呼ばれるもの）を行うものであります。債務不履行になっ

た場合においても売却により回収可能と判断される案件、あるいは当社が最終的に取得することで

バリュー・アップが図れる案件に限定して取組み、あわせて不動産関連事業への波及効果も狙って

いくものとします。 

 さらに、平成18年8月に投資銀行部門を新設して新たな投資ストラクチャー、大型投資案件等を推

進することとしております。 

 しかしながら、アセット・インキュベーション事業やビジネス・サポート・ローン事業は、主要

事業であるアセット・マネージメント事業と異なり、当社の自己勘定で不動産の取得あるいは融資

の実行を行うことから、取得した販売用不動産や担保不動産の価値の下落等が生じた場合には、当

社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

また、上記のとおりにこれら新たな事業の展開が図れない場合は、当社の成長に影響を及ぼす可

能性があります。 

 

（12） ノン・リコース条件の融資にかかる補償 

当社による投資家への投資提案に基づき特別目的会社にて不動産を取得する場合、ノン・リコー

ス条件（担保不動産の収益ならびに売却代金のみを回収原資とする条件、責任財産限定型ローンと

もいいます）のローンで資金調達する場合があります。 

 この場合、ノン・リコース条件に対する例外として、借り手及びアセット・マネージャーをはじ

めとする借り手側の関係者の詐欺行為や故意・重過失による不法行為又は環境汚染等を理由として

貸し手に発生した損害等を補填する補償責任を投資家およびアセット・マネージャーである当社に

要求できることとなっております。この責任はローン債務の履行を一般的に保証するものでありま

せんが、当社の重過失等によりそのような損害が発生した場合に当社が補償責任を負担する可能性

があります。 
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（13） 匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金について 

当社は、アセット・マネージメント事業の取引先である匿名組合営業者・特定目的会社（注）の

一部より、投資による回収資金等を必要に応じて預っており、貸借対照表上預り金として計上して

おります。 

当社は、上記預り金を当社固有の預金口座とは別に代理人口の名称を冠した当社名義の専用口座

（専用口座内における資金移動は指定された担当者のみが権限を与えられております。）にて管理

し、投資家に適宜配当して預り金の減少に努めております。 

しかしながら、決算期末、中間決算期末、第一四半期末あるいは第三四半期末の直前に多額の不動

産の売却が発生し、売却代金等が専用口座に滞留する場合は、期末の預り金が異常に増加して当社

の実態を反映していない資産規模に膨らみ、自己資本比率等の財務諸比率に影響を与える可能性が

あります。 

 なお、当社は、上記預り金を当社に預けている匿名組合営業者・特定目的会社の社員持分を保有

しておりません。 

 参考までに、匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金を除いた場合の調整後総資産・調整後

自己資本比率（単体ベース）は下記のとおりとなります。 

 

 平成14年 

8月期 

平成15年 

8月期 

平成16年 

8月期 

平成17年 

8月期 

平成18年 

8月期 

総資産額      （千円） 25,446 256,347 3,208,848 1,377,543 8,463,633

控除：匿名組合営業者・特定目

的会社からの預り金 （千円） 

- 122,944 2,471,460 76,354 350,373

調整後総資産額   （千円） 25,446 133,403 737,387 1,301,188 8,113,259

純資産額      （千円） 16,243 77,245 235,538 662,597 3,981,492

調整後自己資本比率  （％） 63.8 57.9 31.9 50.9 47.0

 

（注）特定目的会社 

「資産の流動化に関する法律」に基づき資産の流動化業務を行うためだけに設立される特別な社団法

人であります。当社では特定目的会社よりアセット・マネージメント事業を受託している場合におい

て、同様に預り金を当社名義の専用口座にて管理している場合があります。 
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専用代理人口座による匿名組合営業者からの預り金の一般的な管理スキームについて 

 

 

 

（14） 利益還元に関する方針について 

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課題の

一つとして位置付けております。当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留保の充実を図

り、事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の業容の拡大を目指すことが株主

に対する最大の利益還元につながるとの認識から、創業以来配当を実施しておりません。今後は、

各事業年度の経営成績を勘案しながら配当により株主への利益還元を検討していく所存であります。 

 

（15） 資金使途について 

今回の調達資金は、アセット・インキュベーション事業における不動産取得のための資金、価値

をデザインするアセット・マネージメント事業における匿名組合営業者への貸付等のための資金、

ビジネス・サポート・ローン事業における融資のための資金として使用することを予定しておりま

す。 

 当社の現時点における資金使途の計画は以上の通りですが、当社を取り巻く環境の変化に伴い、

当該調達資金の使途を上記対象以外に変更する可能性があります。 

 



032_0049605521810.docファイル名:  

― 41 ― 

（16） 日興コーディアルグループによる出資について 

本届出書提出日現在、当社の発行済株式総数の3.4％（1,650株）を保有し、大株主第４位である

日興コーディアル証券投資事業組合は、株式上場準備過程での資本構成是正のため平成17年8月に当

社株式を譲り受けております。 

 しかしながら、日興コーディアル証券投資事業組合は投資業務を目的としているため、当社株式

の上場後は市場等において当社株式を売却する可能性があります。 

 また、本年3月の東京証券取引所への上場において当社が実施した募集及び売出しの事務幹事証券

会社は日興コーディアル証券株式会社と同一の親会社（株式会社日興コーディアルグループ）を持

つ日興シティグループ証券株式会社でありますが、日興シティグループ証券株式会社及び日興コー

ディアル証券株式会社はその業務上当社株式について別途、自己勘定での売買取引又は顧客に対す

る投資勧誘等を行う場合があります。 

 

（17） ストックオプションの行使など株式の希薄化に係る影響 

当社は、平成16年８月４日開催の臨時株主総会の特別決議及び平成16年８月27日開催の取締役会

決議、平成17年５月31日開催の臨時株主総会の特別決議及び平成17年８月４日開催の取締役会決議、

ならびに平成17年11月24日開催の定時株主総会の特別決議及び同日開催の取締役会決議に基づき、

当社の取締役、従業員及び入社予定者に対し、新株予約権（ストックオプション）の付与を行って

おります。 

当社の株価が行使価格を上回り、かつ権利行使についての条件が満たされ、これら新株予約権が

行使された場合には、１株当たりの株式価値が希薄化することになります。なお、新株予約権等の

概要につきましては、有価証券届出書「第４ 提出会社の状況 １ 株式等の状況 （２）新株予

約権等の状況」をご参照下さい。 

なお、平成18年11月22日開催予定の定時株主総会の特別決議及び同日開催予定の取締役会決議に

基づき、当社の取締役、従業員及び入社予定者に対し、以下の条件にて新株予約権（ストックオプ

ション）の付与を予定しております。 

① 新株予約権の数（個）          400個 

② 新株予約権の目的となる株式の種類    普通株式 

③ 新株予約権の目的となる株式の数（株）  400株 

④ 新株予約権の行使時の払込金額 

新株予約権発行の日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取

引所における当社普通株式の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。

ただし、その価格が新株予約権発行日の終値（取引が成立しない場合はそれに先立つ直近日の終

値）を下回る場合は、新株予約権発行の日の終値とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を

調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

 

１ 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率
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また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払

込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

１株当たり時価 
 

調整後払込金額 

 

＝

 

調整前払込金額 ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

⑤ 新株予約権の行使期間      平成20年12月1日から平成22年11月30日まで 

⑥ 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額 

 発行価格は払込金額とする。資本組入額は払込金額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未

満の端数を生じる場合は、その端数を切り上げた額とする。 

⑦ 新株予約権の行使の条件 

ア.権利行使時において、当社及び当社と資本関係のある会社の取締役、監査役、従業員であ

ることを要する。 

イ.本新株予約権者は、以下の期間毎に、割当てられた本新株予約権の全部または一部を行使

できるものとする。その計算にあたっては、1株未満の端数は切り捨てるものとする。 

（イ）平成20年12月1日から平成21年11月30日までは、割当てられた本新株予約権の目的たる

株式数の2分の1について行使することができるものとする。 

（ロ）平成21年12月1日から平成22年11月30日までは、割当てられた本新株予約権の目的たる

株式数の2分の1について行使することができるものとする。 

ウ.本新株予約権者は、新株予約権割当後、権利行使までに禁錮刑以上の刑に処せられていない

こと要する。 

エ.本新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人がこれを行使できるものとする。 

オ.その他の条件については本総会決議および本取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者

との間で締結する契約に定めることによる。 

⑧ 新株予約権の譲渡に関する事項   譲渡することはできないものとする。 

 

（18） 構造計算書偽装問題への対応について 

国土交通省のホームページにおいて平成18年9月19日17時までに地方公共団体から構造計算書の偽

装があったとして報告された物件として公表された物件（以下「偽装物件」といいます）の中に、

当社がアセット・マネージメント事業において現に受託している、または過去に受託していた物件

（以下「受託物件」といいます）、アセット・インキュベーション事業のため現に保有している、

または過去に保有していた物件（以下「保有物件」といいます）に該当するものはありません。 

なお、構造計算書偽装問題に関して、当社の「受託物件」及び「保有物件」について以下のとお

り対応しております。 
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a.  受託物件 

 現に受託している「受託物件」ならびに既に売却した「受託物件」のうち現在も匿名組合営業者

が売却先に対して瑕疵担保責任（注）を負っている物件について、以下の要領による確認を行って

おります。但し、受託後建物を速やかに取り壊す場合は行っておりません。 

確認の方法は、当社にて保管している範囲の書類（建築確認申請書、工事請負契約書、検査済証、

竣工図等）での確認および施工会社、建築設計事務所等に対する聞き取りにより、調査対象物件の

建築主、施工会社、設計者、構造計算書の作成者が「偽装物件」の「設計者」及び平成18年9月20日

の報道発表資料に記載の「関係者」あるいは「関与」があるとされている者（以下「設計者」、

「関係者」及び「関与」があるとされている者を「本件関係者」と総称いたします）に該当しない

かを確認しております。ただし、「受託物件」は現在開発中のものを除いて、建物を第三者から取

得しているため、構造計算書が当社に引き継がれていない場合もあります。この場合、法令及び条

例上の保存義務期間を経過しているために施工会社及び建築設計事務所が構造計算書を保存してお

らず、追跡調査をしても確認ができない場合があります。さらに、施工会社、建築設計事務所が移

転、廃業等している場合は、施工会社、建築設計事務所等に対する聞き取りもできない場合があり

ます。 

上記確認により、設計者は確認できたものの構造計算書の作成者を確認できなかった以下の３物

件を除き、「本件関係者」の関与は本届出書提出日現在判明しておりません。 

 当該３物件のうち１件は既に売却した「受託物件」で、建築確認取得年月が平成２年12月であ

るため、構造計算書の偽装が行われている可能性は低いと当社では判断しております（国土交通省

が公表している偽装物件のうち最も古い建築確認取得年は平成９年となっております）。 

残る２件は平成18年1月及び平成18年2月から受託している「受託物件」で、耐震強度を確認でき

る資料もない物件でありますが、建築確認取得年月は昭和56年5月及び昭和52年8月であり、投資家

がリスクは少ないと判断して購入を承認したものであります。 

 なお、本偽装問題の発生以降、投資家への投資提案にあたっては、建物を取壊す場合を除いて、

構造計算書を充分に調査することとしており、構造計算書がない場合は、竣工図に含まれている構

造図により確認する等代替的な手段により耐震強度に問題がないと判断できる場合に限って提案す

ることとしております。ただし、代替的な手段がない場合であっても投資家が例外的に承認する場

合は受託することもあります。 

また、「受託物件」に関しては、当社がアセット・マネージャーとして善良なる管理者としての

注意義務を果たしている限り、当社に直接損害が及ぶことはないと当社では判断しております。 

ｂ．保有物件 

 過去に保有していた「保有物件」において、当社が売却先に対して瑕疵担保責任を負担している

物件はありません。 

また、現に保有している「保有物件」のすべてについて、「受託物件」と同じ要領にて確認して

おり、取得後直ちに建物の取り壊しを予定している物件を除いて、２件について施工会社、設計者、

構造計算書の作成者を確認できておりませんが、うち１件の築年月は昭和34年11月（建築確認取得

年月は確認できておりません）、もう１件の建築確認取得年月は昭和46年4月であることから、これ

ら２件についても構造計算書の偽装が行われている可能性は低いと当社では判断しております。な

お、いずれも賃借人の移転後建物の取り壊しを予定しております。 
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なお、本偽装問題の発生以降、アセット・インキュベーション事業として物件を取得する場合は、

「受託物件」と同様に、建物を取壊す場合を除いて、構造計算書を充分に調査することとしており、

構造計算書がない場合は、竣工図に含まれている構造図により確認する等代替的な手段により耐震

強度に問題がないと判断できる場合に限ることとしております。 

しかしながら、万が一「受託物件」または「保有物件」に「本件関係者」の関与が判明した場合、

あるいは「本件関係者」以外の者が「受託物件」または「保有物件」について構造計算書の偽装を

行っていたことが判明した場合は、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性があります。 

（注）瑕疵担保責任  

物件の引渡し時に明らかにされていなかった瑕疵（隠れた瑕疵）があった場合、売主が買主に対

して負う責任をいい、売主が宅地建物取引業者で、買主が宅地建物取引業者でない場合は、最低２

年間負担する必要があります。 

アセット・マネージメント事業において、匿名組合営業者が瑕疵担保責任を負う場合は、契約上

必ず引渡し後２年間に限ることとしております。自己投資事業（アセット・インキュベーション事

業）において当社が瑕疵担保責任を負っているものはありません。 

 

（19） 有害物質について 

当社が土地又は土地の賃借権若しくは地上権又はこれらを信託する信託受益権を取得する場合に

おいて、当社は有害物質の有無等について状況に応じた調査等を行っておりますが、以下のとおり

損害を負担することになった場合は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

土地については、産業廃棄物等の有害物質が埋蔵されている可能性は否定できず、かかる有害物

質が埋蔵されている場合には当該土地の価格が下落する可能性があります。また、かかる有害物質

を除去するために土壌の入替や浄化等が必要となる場合には、予想外の費用が発生する可能性があ

ります。さらにかかる有害物質によって第三者が損害を受けた場合には、直接的又は信託受託者を

通じて間接的に当社又は当社にアセット・マネージメント事業を委託している匿名組合営業者が損

害を賠償する義務を負担する可能性があります。土壌汚染については、土壌汚染対策法に規定する

特定有害物質にかかる一定の施設を設置していた場合や土壌の特定有害物質による汚染により人の

健康にかかる被害が生ずるおそれがあると認められる場合には、土地の所有者、管理者又は占有者

等はかかる汚染の状況について調査報告を命じられ、又は当該汚染の除去、当該汚染の拡散の防止

その他必要な措置を講ずべきことを命じられることがあります。この場合、当社又は匿名組合営業

者は支出を余儀なくされた費用についてその原因となった者やその他の者から常に償還を受けられ

るとは限りません。 

建物については、一般的に建材等にアスベスト、ＰＣＢその他の有害物質を含む建材又は設備が

使用され、又は過去に使用されていた可能性があります。また、かかる有害物質を除去するために

建材の全面的又は部分的交換が必要となる場合には予想外の費用が発生する可能性があります。さ

らに、有害物質によって第三者が損害を受けた場合には、直接的又は信託受託者を通じて間接的に

当社又は匿名組合営業者がかかる損害を賠償する義務を負担する可能性があります。 

また、将来的に環境保護を目的とする法令等が制定・施行され、過失の有無にかかわらず不動産

について大気、土壌、地下水等の汚染に係る調査義務、除去義務、損害賠償義務が課される可能性

があります。 

 

（20） 制度リスクについて 

当社は、投資事業組合による投資スキームにかかわっておりませんが、匿名組合による投資スキ

ームにはかかわっております。これら投資スキームに関する法的規制や会計制度の変更に伴って、

当社の投資スキームに何らかの影響が出る場合は、当社の業績や財政状態に影響を及ぼす可能性が

あります。 
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５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 
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７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

文中における将来に関する事項は、有価証券届出書提出日（平成18年10月11日）現在において判断

したものであります。 

 

＜第4期事業年度（自平成16年9月1日 至平成17年8月31日）＞ 

 

(1)財政状態の分析 

① 資産 

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ1,831,304千円減少し、1,377,543千円となりました。 

（流動資産） 

当事業年度末の流動資産は、前事業年度末と比較して2,031,790千円減少し、1,156,112千円となりま

した。 

主な要因は以下のとおりであります。 

まず、現預金につき、匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金が2,395,106千円減少したこと等に

より、2,364,445千円減少し、429,997千円となりました。 

一方、当事業年度において、顧客投資家との共同事業とする予定にて購入する不動産の手付金の支払

として立替金及び物件取得等仮払金を計上し、残高はそれぞれ52,187千円(前事業年度末比51,260千円の

増加)及び346,993千円(前事業年度末比346,993千円の増加)となっております。 

（固定資産） 

当事業年度末の固定資産は前事業年度末と比較して200,485千円増加し、221,430千円となりました。 

当事業年度末の有形固定資産は、業務拡大による人員増に対応するため、建物及び器具備品を購入し

たことに伴い、前事業年度末比で5,086千円増加し11,718千円となりました。 

当事業年度末の無形固定資産は、前事業年度末においては残高がありませんでしたが、当期にアセッ

ト・マネージメント業務のシステム構築のために8,632千円を投資したことなどにより、10,676千円の計

上となりました。 

当事業年度末の投資その他の資産は、当事業年度末では199,035千円であり、前事業年度末比で

184,722千円増加いたしました。これは、匿名組合出資を実行したことにより、その他の関係会社有価証

券が146,703千円増加したことと、有限責任中間法人の設立により出資金19,000千円が計上されたことが

主な要因であります。 

 

② 負債 

当事業年度末の総負債は、前事業年度末に比べ2,258,363千円減少し、714,945千円となりました。 

これは、主として匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金が2,395,106千円減少したこと、未払法

人税等が前事業年度末比で190,323千円増加したことによるものであります。 
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③ 資本 

当事業年度末の資本は、利益剰余金が427,058千円増加したことにより662,597千円となりました。 

自己資本比率は、前事業年度末において匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金が多額であった

という特殊要因があり、7.3%にとどまりましたが、当事業年度末はその要因が除かれたため、48.1%とな

りました。 

 

 (2)経営成績の分析 

① 売上高 

当事業年度は、1,402,788千円（前事業年度比966,281千円増加）と大幅に増加いたしました。 

これは主として、アセット・マネージメント事業および不動産自己投資事業における売上高の増加に

よるものであります。 

アセット・マネージメント事業における売上高は下表のとおり、４つのフィーの種類がありますが、

特に預り資産の増加によるアセット・マネージメント・フィー、および預り資産の売却に係るインセン

ンティブ・フィーの増加が寄与し、前事業年度比585,118千円増加しております。 

 

前事業年度 当事業年度 増減  

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

アクイジション・フィー 136,670 167,100 30,429

アセット・マネージメント・フィー 61,929 306,756 244,827

ディスポジション・フィー 51,228 65,010 13,781

インセンティブ・フィー 109,198 405,279 296,080

合計 359,027 944,146 585,118

 

また、不動産自己投資事業においては、前事業年度は賃貸収入238千円しか計上しませんでしたが、当

事業年度は、当事業年度中に取得した販売用不動産（東京都三鷹市所在の賃貸マンション）をアップ・

グレード工事を施したうえで売却しております。 

この結果、当事業年度における不動産自己投資事業の売上高は、賃貸収入23,763千円のほか、上記売

却収入268,445千円を計上し、合計で292,209千円となりました。 

 

② 営業利益 

当事業年度の営業利益は、対前事業年度比で515,452千円増加して754,881千円となりました。 

この主な要因は、販売費及び一般管理費が業容拡大に伴う人件費の増加等により、対前事業年度比で

223,631千円増加して407,379千円となりましたが、アセット・マメージメント事業ならびに不動産自己

投資事業における利益がそれを上回って増加したことによるものであります。 

また、売上原価率の低いアセット・マネージメント事業の売上高が伸びた一方で、売上原価率の高い

不動産自己投資事業における不動産売却の売上高が生じた結果、売上高営業利益率は前事業年度54.8%に

対して当事業年度は53.8%となり、ほぼ横ばいとなりました。 
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③ 経常利益 

当事業年度の経常利益は、前事業年度と比較して503,966千円増加し、741,708千円となりました。 

売上高経常利益率は、前事業年度54.4%に対して当事業年度は52.9%に低下しました。 

これは、売上高営業利益率と同様の要因のほか、販売用不動産取得のための借入金が増加し、支払利

息が前事業年度1,724千円に対して当事業年度は15,580千円に増加したためであります。 

 

 

④ 当期純利益 

当事業年度は、特別利益として貸倒引当金戻入益及び特別損失として事務所移転に伴う固定資産除却

損の計上があり、税引前当期純利益は740,533千円(対前年同期比498,991千円の増加)となっております。

これに法人税等を計上した結果、当期純利益は427,058千円(対前年同期比286,764千円の増加)となりま

した。 

 

(3)キャッシュ・フロー 

当事業年度におけるキャッシュ・フローについては、財務バランスに留意し、余剰資金の圧縮に努め

た結果、現金及び現金同等物の当事業年度末残高は、前事業年度末と比べ 2,364,445 千円減少し 429,997

千円となっております。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により使用した資金は、2,225,638 千円となりました。これは、税引前当期純利益 740,533 千

円を計上しておりますが、匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金が 2,395,106 千円減少し、かつ

不動産購入のための手付金 383,000 千円を支出したことが主な要因となっております。 

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により使用した資金は、38,310 千円となりました。これは、主に有限責任中間法人に対して

19,000 千円の出資をしたことと、有形固定資産及び無形固定資産取得のために 20,594 千円を支出したこ

とによります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により使用した資金は、100,496 千円となっております。これは、短期借入金及び長期借入金

を返済したためであります。 

 

＜第5期中間連結会計期間（自平成17年9月1日 至平成18年2月28日）＞ 

 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されております。この中間連結財務諸表の作成にあたっては、中間連結決算日における資産・

負債の報告数値及び報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行い、売上債権、

貸倒引当金、たな卸資産、投資、法人税等に関する見積り及び判断に対して、継続して評価を行ってお

ります。当社は、過去の実績や状況に応じ合理的と考えられる要因等に基づき、見積り及び判断・評価

を行っておりますが、実際の結果は、見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合

があります。 
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(2) 当中間連結会計期間の経営成績の分析 

 当社グループの当中間連結会計期間の経営成績は、優良な不動産の価格上昇傾向といった環境の中で、

主要事業であるアセット・マネージメント事業が好調に推移した結果、売上高1,460,495千円となりまし

た。利益面につきましては、営業利益1,075,403千円、経常利益994,991千円となりました。なお、中間

連結会計期間は、連結初年度につき前年同期との比較は行っておりません。 

 

① 売上高 

事業セグメント別の売上高につきましては、アセット・マネージメント事業収入が1,416,114千円と大

幅な増加となり、売上高の97.0%を占めるに至りました。 

その内訳は下表のとおりで、インセンティブ・フィーが大きく貢献しました。 

 

当中間連結会計期間
 

金額（千円） 

アクイジション・フィー 128,646

アニュアル・フィー 172,517

ディスポジション・フィー 265,562

インセンティブ・フィー 849,387

合計 1,416,114

 

また、アセット・インキュベーション事業収入は、物件の売却実績はなく賃料収入2,820千円のみの計

上にとどまりました。 

 

② 販売費及び一般管理費 

当中間連結会計期間の販売費及び一般管理費は、295,830千円となりました。増加の要因は、主として

業容拡大に伴う人件費のほか、広告宣伝費、地代家賃によります。 

 

③ 経常利益 

当中間連結会計期間の経常利益は、994,991千円となりました。 

売上高経常利益率は68.1%となりました。 

 

④ 中間純利益 

当中間連結会計期間の税金等調整前中間純利益は994,991千円となりました。これに法人税等を計上し

た結果、中間純利益は562,382千円となりました 
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(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

 ４「事業等のリスク」をご参照ください。 

 

(4) 事業戦略の現状と見通し 

本年3月に東京証券取引所マザーズ市場への上場によって得た資金調達力、知名度上昇による情報量の

増加を背景に、従来の不動産自己投資事業に開発のコンセプトを持ち込み、投資家が購入できない開発

用地を当社が購入して建築確認取得あるいは建物建築等によりバリューアップしてキャピタルマーケッ

トの投資家に売却するアセット・インキュベーション事業として展開することとしております。 

また、不動産関連事業への波及効果を図るため、当連結会計年度よりファイナンス事業（ビジネス・

サポート・ローン事業）に着手して既に貸付金利息収入を得ております。 

さらに、当連結会計年度に属する平成18年8月に投資銀行部門を新設して、新規投資家の開拓・アレン

ジメント、新たな投資ストラクチャーの組成、大型投資案件の推進を強化しており、将来の収益源の構

築も図っております。 

 

 (5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当中間連結会計期間におけるキャッシュ・フローについては、財務バランスに留意し、余剰資金の圧

縮に努めた結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、1,789,128 千円となっております。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動により使用した資金は、2,534,538 千円となりました。これは、税金等調整前中間純利益

994,991 千円を計上しておりますが、不動産購入を進めた結果、たな卸資産が 3,288,513 千円増加したこ

とと、法人税等を 282,328 千円支出したことが主な要因となっております。 

②  投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動により使用した資金は、32,832 千円となりました。これは、有限責任中間法人の設立に際し

て 13,500 千円支出したことが主な要因となっております。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動により得られた資金は、3,923,502 千円となっております。これは、開発用土地等の購入及び

運転資金のために長期借入金 3,150,000 千円及び短期借入金 780,000 千円を調達したことが主な要因と

なっております。 

 

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループの強みは、不動産と金融の両面にわたるノウハウとスピード経営にあると考えておりま

す。 

東京証券取引所マザーズ市場への上場によって得た資金調達力と人的資源を、可能な限り最適な投資

対象、最適な事業に配分することにより、利益の極大化を図るとともに、成長を継続していく方針であ

ります。 

昨今は特に優良な不動産の価格が上昇傾向にあるほか、金利も上昇傾向にあることから、不動産ビジ

ネスを取り巻く環境は少しずつ変容しつつあると考えております。当社は、このような環境の中で上記

の方針に従い、環境に敏感かつ機敏に対応して現在の変容しつつある環境をさらに当社が飛躍するため

の契機としていきたいと考えております。 

 



040_0049605521810.doc 

― 51 ― 

第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

＜第４期事業年度（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）＞ 

当事業年度におきましては、業容の拡大による人員増加に伴い事務所の移転に伴う付属設備、ＰＣ

設備、アセット・マネージメントシステム導入費用等のソフトウェア投資の総額20,247千円の設備投

資を行なっております。 

また、事務所移転に伴い、建物付属設備を1,481千円除却しております。 

 

＜第５期中間連結会計期間（自平成17年９月１日 至平成18年２月28日）＞ 

当中間連結会計期間におきましては、アセット・マネージメントシステム関連のソフトウェア

14,730千円の設備投資を行っております。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

 （１）提出会社 

平成18年2月28日現在 

帳簿価額(千円) 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容 

建物 器具 
ソフト 
ウェア 

合計 

従業員数
(人) 

全社共通 建物付属設備 4,478 - - 4,478 

全社共通 
コンピューター、 
OA機器等 

- 4,666 - 4,666 

25
本社 

（東京都千代田区） 

アセット・マネー
ジメント事業 

アセット・マネー
ジメントシステム

- - 15,997 15,997 16

 

 （注）１ 現在休止中の設備はありません。 

２ 上記の金額に消費税等は含まれておりません。 

３ 上記の他、主要な賃借設備として、以下のものがあります。 

事業所名 設備の内容 
当中間期賃借料

（千円） 

本社 建物 10,976

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等（平成18年9月30日現在） 

   

該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等（平成18年9月30日現在） 

 

該当事項はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 158,400 

計 158,400 

 

 

② 【発行済株式】 

 

種類 発行数(株) 上場証券取引所名又は登録証券業協会

普通株式 48,580 
東京証券取引所 
（マザーズ） 

計 48,580 ― 

（注）1 完全議決権株式であり、権利内容になんら限定のない当社における標準となる株式であります。 

   2 平成18年3月23日をもって、当社株式は東京証券取引所市場（マザーズ）に上場しております。 
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(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 
 
（平成16年8月4日臨時株主総会の特別決議） 

 
最近事業年度末現在 
(平成17年8月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年9月30日) 

新株予約権の数（個）     230（注）１     164（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    6,900（注）３    4,920（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額       5,000円（注）２,３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年9月 1日から 
平成21年8月31日まで 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格  5,000円（注）３ 
資本組入額 2,500円 

同左 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時において、当社及
び当社と資本関係のある会社の
取締役、監査役、従業員である
ことを要する。 
②本新株予約権者は、以下の期
間毎に、割当てられた本新株予
約権の全部または一部を行使で
きるものとする。その計算にあ
たっては、1株未満の端数は切
り捨てるものとする。 
（イ）平成18年9月1日から平
成19年8月31日までは、割当て
られた本新株予約権の目的た
る株式数の10分の3について行
使することができるものとす
る。 
（ロ）平成19年9月1日から平
成20年8月31日までは、割当て
られた本新株予約権の目的た
る株式数の10分の3について行
使することができるものとす
る。 
（ハ）平成20年9月1日から平
成21年8月31日までは、割当て
られた本新株予約権の目的た
る株式数のすべてについて行
使することができるものとす
る。 
③本新株予約権者は、新株予約
権割当後、権利行使までに 
禁錮刑以上の刑に処せられてい
ないこと要する。 
④本新株予約権者が死亡した場
合は、その者の相続人がこれを
行使できるものとする。 
⑤その他の条件については本総
会決議および本取締役会決議に
基づき、当社と本新株予約権者
との間で締結する契約に定める
ことによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡することはできないものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、30株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
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１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
分割・併合の比率 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

１株当たり時価 
 

調整後払込金額 

 

＝ 

 

調整前払込金額 ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

３ 平成17年8月30日付をもって普通株式１株を30株に分割しております。これにより新株予約権の目的と

なる株式の数、発行価格及び資本組入額が調整されております。 
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② 新株予約権 
 
（平成17年5月31日臨時株主総会の特別決議） 

 
最近事業年度末現在 
(平成17年8月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年9月30日) 

新株予約権の数(個)     120（注）１     120（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）    3,600（注）３    3,600（注）３ 

新株予約権の行使時の払込金額       18,000円（注）２,３ 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年6月 1日から 

平成22年5月31日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

発行価格   18,000円（注）３ 

資本組入額 18,000円 
同左 

新株予約権の行使の条件 

①権利行使時において、当社及
び当社と資本関係のある会社の
取締役、監査役、従業員である
ことを要する。 
②本新株予約権者は、以下の期
間毎に、割当てられた本新株予
約権の全部または一部を行使で
きるものとする。その計算にあ
たっては、1株未満の端数は切り
捨てるものとする。 
（イ）平成19年6月1日から平成
20年5月31日までは、割当てら
れた本新株予約権の目的たる株
式数の10分の3について行使す
ることができるものとする。 
（ロ）平成20年6月1日から平成
21年5月31日までは、割当てら
れた本新株予約権の目的たる株
式数の10分の3について行使す
ることができるものとする。 
（ハ）平成21年6月1日から平成
22年5月31日までは、割当てら
れた本新株予約権の目的たる株
式数のすべてについて行使する
ことができるものとする。 
③本新株予約権者は、新株予約
権割当後、権利行使までに 
禁錮刑以上の刑に処せられてい
ないこと要する。 
④本新株予約権者が死亡した場
合は、その者の相続人がこれを
行使できるものとする。 
⑤その他の条件については本総
会決議および本取締役会決議に
基づき、当社と本新株予約権者
との間で締結する契約に定める
ことによる。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡することはできないものと
する。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は、30株であります。 

２ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整 

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
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１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
分割・併合の比率 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

１株当たり時価 
 

調整後払込金額 

 

＝ 

 

調整前払込金額 ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

３ 平成17年8月30日付をもって普通株式１株を30株に分割しております。これにより新株予約権の目的と

なる株式の数、発行価格及び資本組入額が調整されております。 
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③ 新株予約権 
 
（平成17年11月24日定時株主総会の特別決議） 

 
最近事業年度末現在 
(平成17年8月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年9月30日) 

新株予約権の数(個) ―     960（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 960 

新株予約権の行使時の払込金額 ―    130,000円（注）２ 

新株予約権の行使期間 ― 
平成19年12月1日から 
平成21年11月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

― 
発行価格  130,000円 
資本組入額 130,000円 

新株予約権の行使の条件 

― ①権利行使時において、当社
及び当社と資本関係のある会
社の取締役、監査役、従業員
であることを要する。 
②本新株予約権者は、以下の
期間毎に、割当てられた本新
株予約権の全部または一部を
行使できるものとする。その
計算にあたっては、1株未満の
端数は切り捨てるものとす
る。 
（イ）平成19年12月1日から
平成20年11月30日までは、割
当てられた本新株予約権の目
的たる株式数の2分の1につい
て行使することができるもの
とする。 
（ロ）平成20年12月1日から
平成21年11月30日までは、割
当てられた本新株予約権の目
的たる株式数の2分の1につい
て行使することができるもの
とする。 
③本新株予約権者は、新株予
約権割当後、権利行使までに
禁錮刑以上の刑に処せられて
いないこと要する。 
④本新株予約権者が死亡した
場合は、その者の相続人がこ
れを行使できるものとする。 
⑤その他の条件については本
総会決議および本取締役会決
議に基づき、当社と本新株予
約権者との間で締結する契約
に定めることによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 
譲渡することはできないもの
とする。 

代用払込みに関する事項 ― ― 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 
２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調
整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
１ 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×
分割・併合の比率 

 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額
を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額

既発行株式数 ＋
１株当たり時価 

 

調整後払込金額 

 

＝ 

 

調整前払込金額

 

×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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④ 新株予約権 
 
（平成17年11月24日定時株主総会の特別決議） 

 
最近事業年度末現在 
(平成17年8月31日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年9月30日) 

新株予約権の数(個) ― 228（注）１ 

新株予約権の目的となる株式の種類 ― 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） ― 228 

新株予約権の行使時の払込金額 ―    130,000円（注）２ 

新株予約権の行使期間 ― 
平成19年12月1日から 
平成20年11月30日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 

― 
発行価格  130,000円 
資本組入額 130,000円 

新株予約権の行使の条件 

 
― 

①権利行使時において、当社
及び当社と資本関係のある会
社の取締役、監査役、従業員
であることを要する。 
②新株予約権者は、新株予約
権割当後、権利行使までに 
禁錮刑以上の刑に処せられて
いないこと要する。 
③本新株予約権者が死亡した
場合は、その者の相続人がこ
れを行使できるものとする。 
④その他の条件については本
総会決議および本取締役会決
議に基づき、当社と本新株予
約権者との間で締結する契約
に定めることによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 ― 
譲渡することはできないもの

とする。 

代用払込みに関する事項 ― ― 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式数は、１株であります。 

２．新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 
 

１ 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率 
 
  また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

１株当たり時価 
 

調整後払込金額 

 

＝ 

 

調整前払込金額

 

×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 
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 (3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
 
(千円) 

資本金残高
 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年9月10日 
      （注）１ 

200 200 10,000 10,000 ― ―

平成14年12月7日 
（注）２ 

200 400 10,000 20,000 ― ―

平成15年6月27日 
（注）３ 

200 600 10,000 30,000 ― ―

平成15年9月20日 
（注）４ 

600 1,200 ― 30,000 ― ―

平成16年8月21日 
（注）５ 

120 1,320 18,000 48,000     ―      ―

 平成17年8月30日 
      （注）６ 

38,280 39,600      ― 48,000     ―      ―

平成18年3月22日 
       （注）７ 

7,000 46,600 1,011,500 1,059,500 1,384,250 1,384,250

平成18年9月30日 
      （注）８ 

1,980 48,580 4,950 1,064,450 4,950 1,389,200

 

(注)  １  有償第三者割当 

発行価格    50,000円 

資本組入額   50,000円 

割当先     加藤 一郎太 

２  有償第三者割当 

発行価格    50,000円 

資本組入額   50,000円 

割当先     加藤 一郎太、角田 博明、宮尾 享、本江 滋夫 

３  有償第三者割当 

発行価格    50,000円 

資本組入額   50,000円 

割当先     加藤 一郎太、角田 博明、亀田 修造、他10名 

    ４  平成15年8月31日開催の取締役会決議により、平成15年9月20日付で普通株式1株を2株に分割してお

ります。これにより、株式数は600株増加し、発行済株式総数は1,200株となっております。 

    ５  有償第三者割当 

       発行価格    150,000円 

       資本組入額   150,000円 

       割当先     加藤 一郎太 

    ６  平成17年8月4日開催の取締役会決議により、平成17年8月30日付で普通株式1株を30株に分割してお

ります。これにより、株式数は38,280株増加し、発行済株式総数は39,600株となっております。 
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７  有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）による増加であります。 

発行価格 ：  370,000円 

引受価額 ：  342,250円 

発行価額 ：  289,000円 

資本組入額：  144,500円 

８  新株予約権の権利行使による増加であります。 

 

(4) 【所有者別状況】 

平成18年8月31日現在 

株式の状況 

 
外国法人等 区分 政府及び 

地方公共 
団体 
金融機関 証券会社

その他の
法人  

個人以外
 
個人 

個人 
その他 

計 

株主数 
(人) 

― 4 20 55 7 3 2,980 3,069 

所有株式数 
(株) 

― 936 1,625 5,067 477 6 38,489 46,600 

所有株式数 
の割合(％) 

― 2.01 3.49 10.87 1.03 0.01 82.59 100.00 
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（5）【大株主の状況】 

平成18年8月31日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

加藤 一郎太 東京都港区 21,200 45.49

双日リアルネット(株) 東京都港区赤坂2-19-4 1,800 3.86

(株)ビケンテクノ 大阪府吹田市南金田2-12-1 1,740 3.73

日興コーディアル証券投資事業
組合 

東京都千代田区丸の内1-2-1 1,650 3.54

エスビーエーマネジメント(株) 東京都千代田区麹町5-7-2 1,200 2.58

井口 宗樹 千葉県松戸市 1,110 2.38

本江 滋夫 Honolulu, Hawaii, USA 1,000 2.15

杉山 礼子 東京都杉並区 1,000 2.15

川端 康之 東京都渋谷区 880 1.89

日本証券金融(株) 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 597 1.28

計 ― 32,177 69.05
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(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年9月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 48,580 48,580 ― 

発行済株式総数 ― ― ― 

総株主の議決権 48,580 48,580 ― 

 

② 【自己株式等】 

平成18年9月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数
(株) 

他人名義
所有株式数
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

― ― ― ― ― ― 

計 ― ― ― ― ― 
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(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当会社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該制度は、旧商

法第280条ノ21の規定に基づき、平成16年8月4日の臨時株主総会、平成17年5月31日の臨時株主総

会、平成17年11月24日の定時株主総会にて特別決議されたものであります。 

当該制度の内容は次のとおりであります。 

 
 

決議年月日 平成16年8月4日 平成17年5月31日 平成17年11月24日 平成17年11月24日

付与対象者の区分及び
人数 

従業員12名 
（注）２ 

①取締役  2名 
②従業員  7名 

①従業員   2名 
②入社予定者 3名 

①取締役  4名 
②従業員  3名 

新株予約権の目的とな
る株式の種類 

「（2）新株予約権
等の状況」に記載
してあります。 

「（2）新株予約権
等の状況」に記載
してあります。 

「（2）新株予約権
等の状況」に記載
してあります。 

「（2）新株予約権
等の状況」に記載
してあります。 

株式の数 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の行使時の
払込金額 

同上 同上 同上 同上 

新株予約権の行使期間 同上 同上 同上 同上 

新株予約権の行使の条
件 

同上 同上 同上 同上 

新株予約権の譲渡に関
する事項 

同上 同上 同上 同上 

代用払込みに関する事
項 

― ― ― ― 

(注)１ 新株予約権発行後、当社が株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

１ 
調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 ×

分割・併合の比率
 
また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込金額

を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

新規発行(処分)株式数×１株当たり払込金額
既発行株式数 ＋

１株当たり時価 
 

調整後払込金額 ＝

 

調整前払込金額 ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

２ 退職により従業員1名15個分の権利が喪失しております。 
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２ 【自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

 

３ 【配当政策】 

当社は、株主に対する利益還元と同時に、財務体質の強化及び競争力の確保を経営の重要課題の一

つとして位置付けております。当社は現在、成長過程にあると考えており、内部留保の充実を図り、

事業の効率化と事業拡大のための投資等に充当し、なお一層の業容の拡大を目指すことが株主に対す

る最大の利益還元につながるとの認識から、創業以来配当を実施しておりません。今後は、各事業年

度の経営成績を勘案しながら配当により株主への利益還元を検討していく所存であります。 

 

４ 【株価の推移】 

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

回次 第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 

決算年月 平成14年8月 平成15年8月 平成16年8月 平成17年8月 平成18年8月 

最高（円） ― ― ― ― 1,330,000

最低（円） ― ― ― ― 348,000

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

なお、平成18年3月23日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価に

ついては該当事項はありません。 

(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】 

月別 平成18年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 1,110,000 685,000 568,000 613,000 485,000 448,000

最低（円） 546,000 413,000 348,000 351,000 394,000 361,000

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 
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５ 【役員の状況】 

 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数
(株) 

国分株式会社入社 昭和53年 4月

昭和60年 4月 オリエント・リース株式会社（現オ

リックス株式会社）入社 

平成元年10月 東誠商事株式会社入社 

平成10年10月 同社取締役副社長就任 

平成12年 1月

 

株式会社ダヴィンチ・アドバイザー

ズ入社 取締役就任 

 
代表取締役 
社長 

 
― 
 

 
加藤 一郎太 
 

昭和29年12月11日

平成13年 9月 当社設立 代表取締役社長に就任

（現任） 

21,200

昭和63年 4月

 

三井信託銀行株式会社（現中央三井

信託銀行株式会社）入行 

平成13年 7月

 

ゴールドマン・サックス・リアルテ

ィ・ジャパン・リミテッド入社 

平成16年 8月 当社入社 

 
取締役 
 

  

コーポレート・ 

ストラテジー部門 

ディレクター 

 

 
大 高  清 
 

昭和39年7月29日

平成16年11月 当社取締役就任（現任） 

180

昭和57年 4月 丸紅不動産株式会社入社 

平成16年 5月 当社入社 
 
取締役 
 

アセット・   

マネージメント第1部門 

ディレクター 

 
豊 城  隆 
 

昭和33年9月25日

平成16年11月 当社取締役就任(現任) 

210

昭和60年 4月 株式会社神奈川ハウジング入社 

平成 3年 3月

 

株式会社リクルートコスモス（現株

式会社コスモスイニシア）入社 

 
取締役 
 

ストラテジック・ 

インベストメント部門 

ディレクター 

 
柳谷  宗吾 
 

昭和38年1月22日

平成17年 1月 当社入社 取締役就任（現任） 

―

昭和62年10月

 

監査法人中央会計事務所（現みすず

監査法人）入所 

平成 3年 8月 公認会計士登録 

平成 8年12月 監査法人トーマツ入所 

平成17年 3月 当社入社  

 
取締役 
 

オペレーション部門 

ディレクター 

 
後藤  康彦 
 

昭和37年11月5日

平成17年 4月 当社取締役就任（現任） 

―

昭和53年 4月 株式会社三越入社 

平成元年 4月 高見税理士事務所入所 

平成 6年 8月 税理士登録 

平成 7年 3月

 

角田会計事務所開設、所長就任（現

任） 

取締役 
（非常勤） 

 
― 
 

 
角田  博明 
 

昭和30年3月22日

平成14年 2月 当社取締役就任（現任） 

300

平成 9年 4月

 

太田昭和監査法人（現新日本監査法

人）入所 

平成13年 4月 公認会計士登録 

平成14年 2月 株式会社パートナーズ総合事務所

（現株式会社パートナーズ・コンサ

ルティング）入社 

平成15年 7月 日垣秀庸公認会計士事務所開設、所

長就任（現任） 

平成16年 9月

 

株式会社Ｊ．Ｋ．コンサルティング

代表取締役就任 

 
監査役 
（常勤） 
 

― 日垣  秀庸 昭和48年7月17日

平成17年 3月 当社監査役就任（現任） 

450

昭和53年11月

 

監査法人第一監査事務所（現新日本

監査法人）入所 

昭和57年 1月 三宅忠男公認会計士事務所入所 

昭和57年 8月 公認会計士登録 

平成10年 1月

 

三宅勝也公認会計士事務所開設、所

長就任（現任） 

監査役 
（非常勤） 

― 
 

三宅  勝也 
 

昭和28年4月5日

平成14年10月 当社監査役就任（現任） 

360

昭和37年 4月 東京通商株式会社入社 

昭和41年 4月

 

丸紅飯田株式会社（現丸紅株式会

社）入社 

平成 8年 4月 丸紅不動産株式会社入社 

平成11年 6月 丸紅設備株式会社入社  

平成11年 6月 同社代表取締役就任 

監査役 
（非常勤） 

― 
 

田 中  巽 
 

昭和13年11月13日

平成17年 1月 当社監査役就任（現任） 

30

計 22,730
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(注) １ 監査役 日垣秀庸、三宅勝也及び田中巽は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。 

２ 取締役 角田博明は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。 

３  当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定ならびに業務の迅速化を図るため執行役員制度

を導入しております。 

執行役員は７名で, 加藤一郎太、コーポレート・ストラテジー部門ディレクター大高清、アセット・マネージメ

ント第１部門ディレクター豊城隆、アセット・マネージメント第２部門ディレクター稲葉洋一、ストラテジッ

ク・インベストメント部門ディレクター柳谷宗吾、スペシャル・ファイナンス部門ディレクター神村知行、オペ

レーション部門ディレクター後藤康彦で構成されています。 

４ 取締役 大高清及び豊城隆は、新株予約権の行使により平成18年９月１日に各々180株、210株の株式を取得して

います。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は上場会社として株主にとっての企業価値を高めるために、業績を継続的に向上させていくのみならず、コーポレー

ト・ガバナンスを充実させることが必要不可欠であると強く認識しております。業績を向上させるための活動は、法令遵守

のほか、多様な利害関係者との調整の中で展開されていくものであることから、コーポレート・ガバナンスの充実を図るた

めには、業務フローにおける内部牽制と内部監査の実施に努めることが肝要であると考えております。 

 

（１）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の基本説明 

取締役会を設置しており、取締役の員数は現在６名であり、そのうち１名は社外取締役であります。社外取締役の選任

により、会社の指揮命令系統及び利害関係から独立した観点から取締役会の監督機能を充実させコンプライアンスの強化

を図っております。なお、取締役の責任と使命を明確にするため、取締役の任期は１年としております。取締役会は、取

締役６名（うち社外取締役１名）で構成され毎月１回の定例取締役会及び必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しており、

重要事項に迅速かつ適切に対応する体制を整えております。 

 また、当社は監査役制度を採用しております。監査役につきましては社外監査役３名（うち１名常勤）を選任しており、

取締役会に出席するなどしており、経営監視体制が有効に機能しているものと考えております。 

 平成16年11月より意思決定ならびに業務の迅速化を図るため執行役員制度を導入しております。 

 なお、次回定時株主総会をもって監査役会及び会計監査人を設置する予定であります。 

 

② 会社の機関・内部統制の関係 
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③ 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

  当社は、顧客投資家に不動産の投資提案を行い、匿名組合営業者たる投資ヴィークルにて不動産を取得し、投資ヴィー

クルからアセット・マネージメント事業を受託することを主要事業としているほか、アセット・インキュベーション事業、

ビジネス・サポート・ローン事業等を行っております。当社は宅建業法、建築基準法、証券取引法、信託業法、貸金業法、

不動産特定共同事業法等々様々な法令を遵守して業務を行う必要があります。法令遵守のためにどのような体制を整備、

確保すべきかが重要であると考えております。 

  このため、平成18年8月に内部監査・コンプライアンスの専門部署として「内部監査・コンプライアンス対策部門」を新

設して、内部監査・コンプライアンス体制構築のより一層の充実を図るよう体制を整備したほか、社外取締役の選任、監

査役による取締役会への出席、監査役職務補助のための体制整備、法令遵守・リスク回避のための社内規程の整備、重要

な社内意思決定にかかる情報の保存・管理体制の整備等に努めております。 

 

④ 内部監査及び監査役監査の状況 

（組織構成、人員、手続） 

 従前コーポレート・ストラテジー部門が担当しておりました内部監査は、平成18年8月に新設された社長直属の部門である

内部監査・コンプライアンス対策部門が担当しており、同部門は１名で構成されております。同部門は専ら内部監査業務を

行っておりますが、同部門に対する内部監査は他部門による実施を予定しております。 

（内部監査、監査役及び会計監査の相互連携について） 

当社の内部監査業務は、当社における経営諸活動における管理、運営の制度及び業務の遂行状況を、公正かつ客観的な立

場で合法性と合理性の観点から検討、評価し、内部統制の有効性を高めていくことを基本方針とし、業務監査、コンプライ

アンス監査を実施しております。 

社外監査役３名（うち１名常勤）を選任し、取締役の業務執行の監視強化を図っております。そのうち１名は公認会計士

の資格を有する常勤監査役であり、他の２名は非常勤監査役でありますが、同様にうち１名は公認会計士であります。各監

査役は原則として取締役会に出席しております。 

内部監査・コンプライアンス対策部門、監査役及び会計監査人は、効率的かつ実効性ある監査を実施するため、監査計画

及び監査結果等について相互に意見及び情報交換を行うなど、緊密な連携を保っております。 

 

⑤ 会計監査の状況 

 当社は監査法人トーマツと監査契約を締結し、監査を受けております。監査法人トーマツは、監査法人としての独立の

立場から財務諸表等に対する意見を表明しております。 

当社の会計監査人である監査法人トーマツ及びその業務執行社員と当社との間には特別な利害関係はありません。当社

と監査法人トーマツの間では、証券取引法監査について監査契約を締結し、それに基づいて報酬を支払っております。当

社の監査業務を執行した公認会計士は、業務執行社員の永田高士氏、業務執行社員の木村研一氏、会計監査業務に係る補

助者は、公認会計士２名、会計士補４名であります。なお、業務執行社員の継続監査年数はいずれも７年以内であります。 
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⑥ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役１名及び社外監査役３名につきまして、人的関係、取引関係等はなく、資本的関係は下記のとおりであります。 

a. 社外取締役 

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係 

角田 博明 特になし 当社株式300株保有 該当なし 該当なし 

 

b. 社外監査役 

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係 

日垣 秀庸 特になし 当社株式450株保有 該当なし 該当なし 

三宅 勝也 特になし 当社株式360株保有 該当なし 該当なし 

田中 巽 特になし 当社株式30株保有 該当なし 該当なし 

 

（２）リスク管理体制の整備の状況 

 リスク管理体制につきましては、重要な契約や職務執行についての適法性に関する事項につきましては弁護士と顧問契

約を締結し、常に相談できる環境にあります。個人情報保護法の遵守につきましては、個人情報保護規程を制定して取扱

方法等について定めております。 

 また、法令遵守・コンプライアンス体制をより強化するために、平成18年8月に内部監査・コンプライアンス対策部門を

新設しております。 

 

（３）役員報酬の内容 

当社の取締役報酬及び監査役報酬は、平成17年11月24日開催の第４回定時株主総会による取締役の報酬限度額は月額20

百万円であり、監査役の報酬限度額は月額3百万円であります。 

平成18年8月期における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は以下のとおりであります（役員報酬は未監査であり

ます）。 

 

役員報酬 

社内取締役に支払った報酬                51,294千円 

社外取締役に支払った報酬                2,160千円 

監査役に支払った報酬                  8,640千円 

    計                       62,094千円 

（注）上記のほか、取締役4名に対し使用人兼務取締役給与相当額 46,200千円 を支払っております。 

 

（４）監査報酬 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬   18,000千円 

上記以外の業務に基づく報酬               2,357千円 

（注）なお、公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬以外の報酬は、上場申請書類等に対する助言・指導

業務に対するものであります。 
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第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表並びに財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

11年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

（2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令

第59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成

16年１月30日 内閣府令第５号)附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則を適用して

おります。 

 

(3) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大

蔵省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 

(4) 当中間連結会計期間及び当中間会計期間は中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成初年度であ

りますので、前年同期との対比は行っておりません。 

 

 

２ 監査証明について 

（1）当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成15年９月１日から平成16年

８月31日まで)及び当事業年度(平成16年９月１日から平成17年８月31日まで)の財務諸表について、監

査法人トーマツの監査を受けております。 

なお、監査報告書は、平成18年2月20日提出の有価証券届出書に添付されたものを利用しております。 

 

（2）当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成17年９月１日から

平成18年２月28日まで)及び当中間会計期間(平成17年９月１日から平成18年２月28日まで)の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

なお、中間監査報告書は、平成18年5月31日提出の半期報告書に添付されたものを利用しております。 

 

３ 連結財務諸表について 

 第3期（自平成15年9月1日至平成16年8月31日）及び第4期（自平成16年9月1日至平成17年8月31日）に

おいて、当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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１．【連結財務諸表等】 

(１)【連結財務諸表】 

 ①【連結貸借対照表】 

（中間連結貸借対照表） 

  
当中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  1,789,128  

２ 売掛金  134,373  

３ 販売用不動産 ※１ 3,887,676  

４ その他  163,191  

５ 貸倒引当金  △1,122  

流動資産合計  5,973,245 96.0 

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 ※２   

(1) 建物  4,478  

(2) 車両運搬具  1,660  

(3) 器具備品  4,666  

有形固定資産合計  10,805 0.2 

２ 無形固定資産  16,546 0.3 

３ 投資その他の資産    

(1) その他の関係会社有価
証券 

 142,097  

(2) その他  78,307  

投資その他の資産合計  220,404 3.5 

固定資産合計  247,756 4.0 

資産合計  6,221,002 100.0 
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当中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 短期借入金 ※１ 780,000  

２ 一年以内返済予定の長期
借入金 

※１ 3,392,996  

３ 未払法人税等  488,911  

４ 預り金  136,697  

５ 賞与引当金  92,841  

６ その他 ※３ 102,398  

流動負債合計  4,993,844 80.3 

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金  2,178  

固定負債合計  2,178 0.0 

負債合計  4,996,022 80.3 

(資本の部)    

Ⅰ 資本金  48,000 0.8 

Ⅱ 利益剰余金  1,176,979 18.9 

資本合計  1,224,979 19.7 

負債資本合計  6,221,002 100.0 
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②【連結損益計算書】 

（中間連結損益計算書） 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高  1,460,495 100.0 

Ⅱ 売上原価  89,261 6.1 

売上総利益  1,371,234 93.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 295,830 20.3 

営業利益  1,075,403 73.6 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  6   

２ 雑収入  7 14 0.0 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  25,024   

２ 新株発行費償却  6,878   

３ 株式公開関連費  24,395   

４ 融資手数料  23,625   

５ 雑損失  502 80,426 5.5 

経常利益  994,991 68.1 

税金等調整前中間純利益  994,991 68.1 

法人税、住民税 
及び事業税 

 488,912   

法人税等調整額  △53,303 435,609 29.8 

少数株主損失  3,000 0.2 

中間純利益  562,382 38.5 
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③【連結剰余金計算書】 

（中間連結剰余金計算書） 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

(利益剰余金の部)   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  614,597 

Ⅱ 利益剰余金増加高   

  中間純利益  562,382 562,382 

Ⅲ 利益剰余金中間期末残高  1,176,979 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  
当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前中間純利益  994,991 

２ 減価償却費  1,814 

３ 貸倒引当金の増加額  614 

４ 賞与引当金の増加額  92,841 

５ 匿名組合投資損益  4,606 

６ 受取利息及び受取配当金  △6 

７ 支払利息  25,024 

８ 売上債権の増加額  △101,698 

９ たな卸資産の増加額  △3,288,513 

10 仕入債務の減少額  △2,047 

11 営業貸付金の増加額  △43,895 

12 立替金の減少額  44,124 

13 預り金の増加額  43,647 

14 預り敷金の増加額  12 

15 物件取得等仮払金支出の減少額  242 

16 その他  2,262 

小計  △2,225,979 

17 利息及び配当金の受取額  6 

18 利息の支払額  △26,237 

19 法人税等の支払額  △282,328 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,534,538 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 出資金の払込による支出  △13,500 

２ 差入敷金保証金の支出  △12,560 

３ 有形固定資産の取得による支出  △448 

４ 無形固定資産の取得による支出  △6,323 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △32,832 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増加額  780,000 

２ 長期借入金の返済による支出  △6,498 

３ 長期借入れによる収入  3,150,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー  3,923,502 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  1,356,131 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  429,997 

Ⅵ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

 3,000 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 1,789,128 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数１社 

連結子会社の名称 

(有)エムケービーナス 

(有)エムケービーナスについては、当中間連結

会計期間において、当社が同社の不動産購入を目

的とした借入金3,150,000千円の返済について連帯

保証をするとともに、同社あての立替金333,000千

円について、新たに金銭消費貸借契約を締結の

上、融資しております。 

その結果、(有)エムケービーナスは、財務諸表

等の用語、様式及び作成方法に関する規則に定め

る子会社に該当することになったため、連結子会

社としております。 

 

(2)非連結子会社の主要会社名等 

 該当事項はありません。 

 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社 

該当事項はありません。 

(2)持分法適用の非連結子会社 

該当事項はありません。 

(3) 持分法を適用しない関連会社の名称 

  (有)エムケーマーキュリー 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、中間純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適

用から除外しております。 

 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社(有)エムケービーナスの中間決算日

は11月30日であります。中間連結財務諸表を作成

するに当たっては同日現在の中間財務諸表を使用

し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行っております。 
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当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (イ)有価証券 

①その他有価証券 

匿名組合出資金の会計処理 

 匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産

の持分相当額を「その他の関係会社有価証券」と

して計上しております。 

 匿名組合への出資時に「その他の関係会社有価

証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の持

分相当額については、「売上高」又は「売上原

価」に計上するとともに同額を「その他の関係会

社有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払

戻しについては、「その他の関係会社有価証券」

を減額させております。 

(ロ)たな卸資産 

①販売用不動産 

個別法による原価法を採用しております。 

 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

 (イ)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物：15年～18年 

 車両運搬具：６年 

 器具備品：５年～15年 

(ロ)無形固定資産 

①商標権 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数は10年であります。 

②ソフトウェア 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用目的のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

 

(3) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

(ロ)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

 なお、賞与の支給対象期間と連結会計期間は同一

であり、中間連結会計期間においては、連結会計年

度末における賞与支給見込額のうち、中間期の負担

額を計上しております。 
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当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

(4)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

(5)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事

項 

(イ)繰延資産の処理方法 

新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

(ロ)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理に

よっております。 

 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 

 

 

 
 
 

 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。これによる損益に

与える影響はありません。 
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 

当中間連結会計期間末 
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   短期借入金200,000千円及び一年以内返済予定の 

長期借入金230,000千円の担保に供しているものは、

次のとおりであります。 

     販売用不動産        468,080千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額   7,360千円 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

  

 

 

 

(中間連結損益計算書関係) 

 
当中間連結会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 

額は次のとおりであります。 

   給料手当           86,179千円 

   賞与引当金繰入額       92,841千円 

   貸倒引当金繰入額         614千円 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 

現金及び預金         1,789,128千円
現金及び現金同等物      1,789,128千円

 

 
 

 

(リース取引関係) 

    当中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

  

  (有価証券関係) 

    当中間連結会計期間末（平成18年２月28日現在） 

時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他の関係会社有価証券（匿名組合出資金) 142,097 

 

  (デリバティブ取引関係) 

    当中間連結会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

     当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 
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(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

     全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるアセット・マネージメント事業の割合が、い

ずれも90％を超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

     当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、

該当事項はありません。 

 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

     当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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 (１株当たり情報) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

 
１株当たり純資産額        30,933円83銭   

１株当たり中間純利益        14,201円58銭   

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は

非上場かつ非登録であったため、期中平均株価が把

握できませんので記載しておりません。 

 

 

(注) １株当たり中間純利益の算定上の基礎 

 
当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年２月28日)

 中間純利益（千円） 562,382

普通株式に係る 
中間純利益（千円） 

562,382

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数（株） 39,600

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

  新株予約権４種類 

（新株予約権 1,538個）
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 (重要な後発事象) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

（当社の株式上場に伴う新株式発行について） 

平成18年２月20日及び平成18年３月３日開催の取締役会に

おいて、下記のとおり新株式の発行を決議し、平成18年３

月22日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年３月22日付で資本金は1,059,500千円、

発行済株式総数は46,600株となっております。 

   

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式による募集) 

② 発行する

株式の種

類及び数 

：普通株式    7,000株 

③ 発行価格 ：１株につき  370,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき  342,250円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金

として受取った金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の

手取金となります。 

⑤ 発行価額 ：１株につき   289,000円 

(資本組入額  144,500円) 

⑥ 発行価額

の総額 

：2,023,000千円 

⑦ 払込金額

の総額 

：2,395,750千円 

⑧ 資本組入

額の総額 

：1,011,500千円 

⑨ 払込期日 ：平成18年３月22日 

⑩ 配当起算

日 

：平成18年３月１日 

⑪ 資金の使

途 

アセット・マネージメント事業等の投融

資資金及び借入金返済の資金に充当し、

残額を運転資金に充当する予定でありま

す。 
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当中間連結会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

（重要な連結範囲の変更） 

平成18年5月19日取締役会において、連結子会社有限会社

エムケービーナスに対して追加融資することを決議いたし

ました。概要は以下のとおりであります。  

（１） 追加融資金額   500,000 千円 

（２） 追加融資実行日  平成 18 年 5 月 29 日 

（３） 利率       2.7% 

（４） 回収期限及び方法 平成 19 年 1 月 31 日を満期日  

として一括返済 

  当該追加融資の実行によって、同社のメインレンダーか

らの借入金3,150,000千円のうち450,000千円の元本一部返

済が平成18年5月30日に行われ、同時に当該借入金に係る当

社の連帯保証義務が解除されました。この結果、同社は当

第３四半期より支配力基準により連結対象から除かれ、同

日をもって当社に連結子会社は無くなっております。 

  なお、同社は、引き続き当社から融資を受けており、そ

の融資額について重要性が認められるため関連会社となっ

ております。 

  また、同社が連結対象から除かれることによる損益の影

響はありません。 
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 (２)【その他】 

最近の経営成績及び財務状況の概要 

 平成18年10月10日開催の取締役会で承認された第５期（自平成17年９月１日至平成18年８月31

日）の連結財務諸表は、次のとおりであります。 

なお、当該連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大

蔵省令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しておりますが、証券取引法第

193条の２の規定に基づく監査法人トーマツによる監査は未了であり、監査報告書は受領しておりませ

ん。 

①連結貸借対照表 

  
第5期連結会計年度 
(平成18年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金  3,023,225  

２ 売掛金  92,141  

３ 販売用不動産 ※１ 4,371,816  

４ その他  736,795  

５ 貸倒引当金  △2,762  

流動資産合計  8,221,217 97.1 

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

(1) 建物  21,797  

(2) 車両運搬具  4,499  

(3) その他  23,848  

減価償却累計額  △9,898  

有形固定資産合計  40,246 0.5 

２ 無形固定資産  25,939 0.3 

３ 投資その他の資産    

(1) その他 ※２ 182,589  

投資その他の資産合計  182,589 2.1 

固定資産合計  248,775 2.9 

資産合計  8,469,992 100.0 
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第5期連結会計年度 
(平成18年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比 
(％) 

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 短期借入金 ※１ 400,000  

２ 一年以内返済予定の長期
借入金 

※１ 2,708,676  

３ 未払法人税等  497,670  

４ その他  559,942  

流動負債合計  4,166,288 49.2 

Ⅱ 固定負債    

１ 長期借入金 ※１ 316,000  

固定負債合計  316,000 3.7 

負債合計  4,482,288 52.9 

    

(純資産の部)    

Ⅰ 株主資本    

 １ 資本金  1,059,500 12.5 

 ２ 資本剰余金  1,384,250 16.3 

 ３ 利益剰余金  1,538,533 18.2 

   株主資本合計  3,982,283 47.0 

Ⅱ 評価・換算差額等    

１ その他有価証券評価差額
金 

 347  

評価・換算差額等合計  347 0.0 

Ⅲ 少数株主持分  5,072 0.1 

純資産合計  3,987,703 47.1 

負債純資産合計  8,469,992 100.0 
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②連結損益計算書 

  
第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高  2,516,543 100.0 

Ⅱ 売上原価  152,161 6.0 

売上総利益  2,364,382 94.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費    

１ 給料手当  192,846   

２ 賞与  129,148   

３ 貸倒引当金繰入額  2,263   

４ その他  364,651 688,910 27.4 

営業利益  1,675,472 66.6 

Ⅳ 営業外収益    

１ 受取利息  8,233   

２ 雑収入  95 8,328 0.3 

Ⅴ 営業外費用    

１ 支払利息  82,202   

２ 株式交付費  27,435   

３ 株式公開関連費  42,054   

４ 融資手数料  23,625   

５ 雑損失  1,752 177,069 7.0 

経常利益  1,506,731 59.9 

Ⅵ 特別損失    

１ 固定資産売却損 ※１ 415   

２ 固定資産除却損 ※２ 4,378   

３ 事務所移転費用  13,145 17,939 0.7 

税金等調整前当期純利益  1,488,791 59.2 

法人税、住民税 
及び事業税 

 651,416   

法人税等調整額  △41,926 609,489 24.2 

少数株主損失  3,000 0.1 

当期純利益  882,302 35.1 
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③連結株主資本等変動計算書 

第5期連結会計年度（自 平成17年9月1日 至 平成18年8月31日） 

株 主 資 本  

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計 

平成17年8月31日残高(千円) 48,000 ― 614,597 662,597 

連結会計年度中の変動額  

新株の発行 1,011,500 1,384,250 2,395,750 

当期純利益 882,302 882,302 

連結子会社の除外による増加 41,633 41,633 

株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 
― 

連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 
1,011,500 1,384,250 923,935 3,319,685 

平成18年8月31日残高(千円) 1,059,500 1,384,250 1,538,533 3,982,283 

 

評価・換算

差額等 

 

その他有価

証券評価差

額金 

少数株主持

分 
純資産合計 

平成17年8月31日残高(千円) ― ― 662,597

連結会計年度中の変動額 

新株の発行 2,395,750

当期純利益 882,302

連結子会社の除外による増加 41,633

株主資本以外の項目の当期変

動額(純額) 
347 5,072 5,420

連結会計年度中の変動額合計 

(千円) 
347 5,072 3,325,106

平成18年8月31日残高(千円) 347 5,072 3,987,703
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④連結キャッシュ・フロー計算書 

  
第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

１ 税金等調整前当期純利益  1,488,791 

２ 減価償却費  7,430 

３ 貸倒引当金の増加額（△は減少額）  2,263 

４ 匿名組合投資損益  941 

５ 受取利息及び受取配当金  △8,233 

６ 支払利息  82,202 

７ 融資手数料  23,625 

８ 有形固定資産除却損  4,378 

９ 売上債権の減少額（△は増加額）  △61,151 

10 営業貸付金の減少額（△は増加額）  △313,895 

11 たな卸資産の減少額（△は増加額）  △3,938,057 

12 立替金の減少額（△は増加額）  38,997 

13 物件取得等仮払金支出の減少額（△は増加額）  340,706 

14 匿名組合出資の減少額（△は増加額）  92,371 

15 仕入債務の増加額（△は減少額）  38 

16 未払金の増加額（△は減少額）  112,392 

17 預り金の増加額（△は減少額）  292,423 

18 その他  △390,496 

小計  △2,225,271 

19 利息及び配当金等の受取額  8,233 

20 利息の支払額  △82,202 

21 法人税等の支払額  △450,486 

営業活動によるキャッシュ・フロー  △2,749,726 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

１ 有形固定資産の取得による支出  △38,447 

２ 無形固定資産の取得による支出  △17,658 

３ 投資有価証券の取得による支出  △3,650 

４ 出資金の払込による支出  △21,500 

５ 差入保証金の支出  △61,044 

６ その他  9,233 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △133,067 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

１ 短期借入金の純増減  400,000 

２ 長期借入れによる収入  3,466,000 

３ 長期借入金の返済による支出  △692,996 

４ 株式の発行による収入  2,395,750 

５ その他  △23,625 

財務活動によるキャッシュ・フロー  5,545,129 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  2,662,335 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  429,997 

Ⅵ 連結子会社増加に伴う現金及び現金同等物の増加
額 

 5,120 

Ⅶ 連結子会社減少に伴う現金及び現金同等物の減少
額 

 △74,227 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1

  
3,023,225 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数２社 

連結子会社の名称 

(有)エムケーサターン 

(有)エムケーチェリー 

（有）エムケーサターン及び（有）エムケーチ

ェリーは、当連結会計年度において、同社の不動

産購入に係る資金それぞれ210,000千円及び

110,000千円について当社との間に金銭消費貸借契

約を締結しております。 

その結果、両社は財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則に定める子会社に該当する

こととなったため、連結子会社としております。 

なお、当連結会計年度において当社が不動産開

発事業資金を融資したことにより、(有)エムケー

ローズを当社の連結子会社としましたが、当連結

会計年度中にその全額が返済されることとなった

ことから、連結子会社から除外しております。 

(2)主要な非連結子会社名 

 （有）エムケービーナス 

 当社は(有)エムケービーナスを、当社が同社の

不動産購入を目的とした借入金3,150,000千円の返

済について連帯保証をしたこと等により、実質的

に支配していたため子会社としておりましたが、

第３四半期末において、連帯保証が解消されたこ

と等により関連会社となりました。しかし、連結

会計年度末において、当社が同社の物件を取得し

たことに伴い、同社における金融機関からの借入

債務が全額解消されたため、当社が実質的に支配

することとなったため子会社となっております。 

（連結の範囲から除いた理由） 

（有）エムケービーナスは小規模であり、総資

産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び

利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため連

結の範囲から除いております。 

なお、連結決算にあたっては、（有）エムケー

ビーナスが連結子会社であった期間の損益計算書

及びキャッシュ・フロー計算書を連結の対象とし

ております。 
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第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社 

該当事項はありません。 

(2) 持分法適用の非連結子会社 

該当事項はありません。 

(3) 持分法を適用しない関連会社の名称 

  (有)エムケーマーキュリー 

 (持分法を適用しない理由) 

  持分法非適用会社は、当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であるため、持分法の適

用から除外しております。 
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第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社(有)エムケーサターン及び(有)エム

ケーチェリーの決算日は5月31日であります。連結

財務諸表を作成するに当たっては同日現在の財務

諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な

取引については、連結上必要な調整を行っており

ます。 

 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

 (イ)有価証券 

①その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

匿名組合出資金の会計処理 

 匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産

の持分相当額を「その他の関係会社有価証券」と

して計上しております。 

 匿名組合への出資時に「その他の関係会社有価

証券」を計上し、匿名組合が獲得した純損益の持

分相当額については、「売上高」又は「売上原

価」に計上するとともに同額を「その他の関係会

社有価証券」に加減し、営業者からの出資金の払

戻しについては、「その他の関係会社有価証券」

を減額させております。 

 

(ロ)たな卸資産 

①販売用不動産 

個別法による原価法を採用しております。 

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ)有形固定資産 

定率法によっております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物：８年～18年 

 車両運搬具：６年 

 器具備品：５年～15年 

(ロ)無形固定資産 

①商標権 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数は10年であります。 

②ソフトウェア 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用目的のソフトウェアについて

は、社内における見込利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しております。 

(3)重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

  支出時に全額費用処理しております。 
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第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

(4) 重要な引当金の計上基準 

(イ)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

 

(6)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

(ィ)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理に

よっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事

項 

 全面時価評価法を採用しております。 

６ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっております。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会

計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定

に関する意見書」(企業会計審議会 平成14年８月

９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成15年10月31日

企業会計基準適用指針第6号)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準） 

当連結会計年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会

平成17年12月9日 企業会計基準第5号) 及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成17年12月9日

企業会計基準適用指針第8号)を適用しております。

従来の資本の部の合計に相当する金額は3,982,630

千円であります。なお、連結財務諸表規則の改正に

より、当連結会計年度における純資産の部について

は、改正後の連結財務諸表規則により作成しており

ます。 
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注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 

第5期連結会計年度 
(平成18年８月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

   短期借入金200,000千円、1年以内返済予定の長期借

入金2,700,000千円及び長期借入金316,000千円の担保

に供しているものは、次のとおりであ 

ります。 

     販売用不動産       4,104,067千円 

※２ 関連会社に対するものは、次のとおりでありま

す。 

その他（株式）       53,390千円 

 

(連結損益計算書関係) 

 
第5期連結会計年度 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

 

※１ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品                     415千円 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物                       4,378千円 

 

 

 

 

(連結株主資本等変動計算書関係) 

第5期連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 
前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

発行済株式     

普通株式（株） 39,600 7,000 ― 46,600

 合計 39,600 7,000 ― 46,600

（注）１ 当社は、当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度末株式は当連結会計

年度期首株式数を記載しております。 

２ 普通株式の発行済株式総数の増加7,000株は、平成18年3月22日を払込期日とする有償一般募集（ブッ

クビルディング方式による募集）によるものであります。 

 

２．配当に関する事項 

該当事項はありません。 
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年８月31日現在) 
 
現金及び預金        3,023,225千円 
現金及び現金同等物      3,023,225千円 

 
 

 

(リース取引関係) 

    第5期連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

  

  (有価証券関係) 

    第5期連結会計年度（平成18年８月31日現在） 

１  その他有価証券で時価のあるもの 
 

区分 
取得原価 
(千円) 

連結貸借対照表日における 
連結貸借対照表計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

 

① 株式  3,545 4,134 588

② 債券 － － －

③ その他 － － －

小計 3,545 4,134 588

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

 

① 株式 104 103 △1

② 債券 － － －

③ その他 － － －

小計 104 103 △1

合計 3,650 4,237 586
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  (デリバティブ取引関係) 

    第5期連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

     当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(退職給付関係) 

  第5期連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

   当社グループは、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

(ストック・オプション等関係) 

第5期連結会計年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

１ ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(１)ストック・オプションの内容 

 平成16年8月 

ストック・オプション 

平成17年8月 

ストック・オプション

平成17年11月 

ストック・オプション 

平成17年11月 

ストック・オプション

付与対象者の区

分及び数 
当社の従業員１２名 

当社の取締役２名 

当社の従業員７名 

当社の従業員２名 

当社の入社予定者３名 

当社の取締役４名 

当社の従業員３名 

ストック・オプ

ション数(注)１ 

普通株式 

7,350株(注)３，４ 

普通株式 

3,600株(注)４ 

普通株式 

960株 

普通株式 

228株 

付与日 平成16年8月27日 平成17年8月4日 平成17年11月24日 平成17年11月24日 

権利確定条件 (注)２ (注)２ (注)２ (注)２ 

対象勤務期間 対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

対象勤務期間の定め

はありません。 

権利行使期間 自平成18年9月１日 

至平成21年8月31日 

自平成19年6月１日 

至平成22年5月31日 

自平成19年12月１日 

至平成21年11月30日 

自平成19年12月１日

至平成20年11月30日

(注)１ 株式数に換算して記載しております。 

  ２ ①権利行使時において、当社及び当社と資本関係のある会社の取締役、監査役、従業員であることを要

する。 

②本新株予約権者は、新株予約権割当後、権利行使までに禁錮刑以上の刑に処せられていないこと要す

る。 

③本新株予約権者が死亡した場合は、その者の相続人がこれを行使できるものとする。 

④その他の条件については本総会決議および本取締役会決議に基づき、当社と本新株予約権者との間で

締結する契約に定めることによる。 

３ 退職により従業員1名15株分の権利が喪失しております。 

４ 平成17年8月30日付をもって普通株式1株を30株に分割しております。 
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(２)ストック・オプションの規模及び変動状況 

第5期連結会計年度(平成18年8月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・

オプションの数については、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

 平成16年8月 

ストック・オプション

平成17年8月 

ストック・オプション

平成17年11月 

ストック・オプション 

平成17年11月 

ストック・オプション

権利確定前   (株) 

 前連結会計年度末 

 付与 

 失効 

 権利確定 

 未確定残 

権利確定後   (株) 

 前連結会計年度末 

 権利確定 

 権利行使 

 失効 

 未行使残 

6,900

―

―

―

6,900

―

―

―

―

―

3,600

―

―

―

3,600

―

―

―

―

―

 

― 

960 

― 

― 

960 

 

― 

― 

― 

― 

― 

―

228

―

―

228

―

―

―

―

―

 

②単価情報 

 平成16年8月 

ストック・オプション

平成17年8月 

ストック・オプション

平成17年11月 

ストック・オプション 

平成17年11月 

ストック・オプション

権利行使価格  (円) 5,000 18,000 130,000 130,000

行使時平均株価 (円) ― ― ― ―
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(税効果会計関係) 

 

第5期連結会計年度末 
(平成18年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 36, 788千円

 支払報酬 3,051千円

 ソフトウェア 2,156千円

 貸倒引当金 1,123千円

 一括償却資産 1,088千円

 未払匿名組合損失分配額 224千円
 
その他                     198千円

  繰延税金資産合計              44,633千円

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金             238千円

繰延税金負債合計                         238千円

繰延税金資産の純額               44,394千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。 
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(セグメント情報) 

[事業の種類別セグメント情報] 

第5期連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

 
アセット・

マネージメ

ント事業 

(千円) 

アセット・

インキュベ

ーション事

業 

(千円) 

その他の

事業 

(千円) 

計 

(千円) 

消去又は 

全社 

(千円) 

連結 

(千円) 

Ⅰ売上高及び営業損益 

売上高 

(1) 外部顧客に対する売上高 

(2) セグメント間の内部売上

高又は振替高 

 2,342,481

   ― 

  102,570

  ―

  71,491

  ― 

 

 

2,516,543 

 

   ― 

 

 

    ― 

 

    ― 

2,516,543

   ― 

計  2,342,481   102,570   71,491 2,516,543     ― 2,516,543

営業費用   419,112   71,386   41,135  531,634  309,437  841,071

営業利益  1,923,369   31,184   30,355 1,984,909 (309,437) 1,675,472

Ⅱ資産,減価償却費及び 

資本的支出 

 資産 

 減価償却費 

 資本的支出 

  709,252

   5,181

  37,687

 4,729,508

    148

   3,978

 276,584

   280

  2,273

 

 

5,715,344 

  5,610 

  43,939 

 

 

2,754,647 

  1,819 

  20,347 

8,469,992

  7,430

  64,287

   (注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各区分の主な製品 

(１) アセット・マネージメント事業 ：不動産等の投資提案、運用管理 

(２) アセット・インキュベーション事業 ：不動産等への投資、開発 

(３) その他の事業 ：ファイナンス事業他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(309,437千円)の主なものは、当

社の管理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(2,754,647千円)の主なものは、当社の余剰資

金(現金及び預金)及び管理部門に係る資産等であります。 

 

[所在地別セグメント情報] 

第5期連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日)) 

当連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該

当事項はありません。 

 

[海外売上高] 

第5期連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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（関連当事者との取引） 

第5期連結会計年度(自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日) 

 

１ 子会社等 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等
事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 

有限会社 
エムケービ
ーナス 
（注1） 

東京都
港区 

3,000 
不動産 
投資業等

― ― ― 
販売用不動
産 の 仕 入
（注2） 

3,590,816 ― ― 

匿名組合出
資利益 

412,234 ― ― 
関連会
社 有限会社 
エムケーマ
ーキュリー
（注3） 

東京都
港区 

3,000 
不動産 
投資業等

― ― ― 

匿名組合出
資分配金 

500,000 
投資その他
の資産 
「その他」 

53,390

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 期末において子会社に該当しております有限会社エムケービーナスは、上記取引時点においては関連会社

でありました。 

２ 販売用不動産の仕入は大阪市西区の物件に関するもので、不動産鑑定士の鑑定価格を参考にして決定して

おります。 

３ 当社は、有限会社エムケーマーキュリーを営業者とする匿名組合に対し、平成18年8月31日現在で14.28％

の出資をしております。 

４ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 
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 (１株当たり情報) 

 

第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

 
１株当たり純資産額           85,464円18銭

１株当たり当期純利益           20,650円23銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

16,413円54銭

 

 

(注)  １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期 

純利益の算定上の基礎 

 
第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年８月31日)

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（千円） 882,302

普通株式に係る 
当期純利益（千円） 

882,302

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数（株） 42,726

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

 当期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数(株) 11,028

（うち新株予約権（株）） 11,028

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

    ―
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（重要な後発事象） 

第5期連結会計年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

（新株予約権の行使） 

  平成16年8月4日開催の臨時株主総会決議に基づき付与した

第1回新株予約権の一部について、平成18年9月1日時点におい

て、以下のとおり権利行使が行われております。 

 （１） 行使価額 ： 5,000円 

 （２） 増加した株式の種類 ： 普通株式 

 （３） 増加した株式の数 ： 1,980株 

 （４） 増加した資本金 ： 4,950千円 

 （５） 増加した資本準備金 ： 4,950千円 

 

 （重要な連結範囲の変更） 

平成18年９月19日開催の取締役会において、平成18年９月

29日をもって有限会社エムケーサターンを連結子会社から除

外することが決議されました。 

これは、同社が平成18年９月29日付で名古屋市中区におけ

る不動産事業資金として投資家から匿名組合出資を受け入れ

たことにより、当社の同社に対する業務執行権限がないもの

と認定され、支配力基準により連結対象から除外されるもの

であります。 

なお、同社を連結対象から除外することによる損益への影

響は軽微であります。 
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２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 

  
前事業年度 

(平成16年８月31日) 
当事業年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)   

Ⅰ 流動資産   

１ 現金及び預金  2,794,442  429,997

２ 売掛金  117,228  32,674

３ 販売用不動産 ※1 236,148  254,132

４ 前払費用  10,313  8,450

５ 繰延税金資産  11,836  31,994

６ 未収収益  86  ―

７ 関係会社短期貸付金  17,736  ―

８ 未収入金  ―  191

９ 立替金  926   52,187

10 物件取得等仮払金  ―   346,993

貸倒引当金  △815  △508

流動資産合計  3,187,903 99.3  1,156,112 83.9

Ⅱ 固定資産   

１ 有形固定資産   

(1) 建物  2,167 5,329

(2) 車両運搬具  4,499 4,499

(3) 器具備品  3,559

 

7,889

減価償却累計額  △3,594  △5,999

有形固定資産合計  6,631 0.2  11,718 0.9

２ 無形固定資産   

(1) 商標権  ―  342

(2) ソフトウェア  ―  1,700

(3) ソフトウェア仮勘定  ―  8,632

無形固定資産合計  ― ―  10,676 0.8

３ 投資その他の資産   

(1) その他の関係会社有価
証券 

 ―  146,703

(2) 出資金  ―  19,000

(3) 繰延税金資産  490  3,057

(4) 差入敷金保証金  8,802  22,548

(5) 保険積立金  5,021  7,726

投資その他の資産合計  14,313 0.5  199,035 14.4

固定資産合計  20,944 0.7  221,430 16.1

資産合計  3,208,848 100.0  1,377,543 100.0

   

 



090_0049605521810.docファイル名:090_0049605521810.doc 更新日時:2006/10/06 2:20 印刷日時:06/10/06 20:38 

― 105 ― 

 

  
前事業年度 

(平成16年８月31日) 
当事業年度 
(平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)   

Ⅰ 流動負債   

１ 買掛金  12,500  2,047

２ 短期借入金  87,500  ―

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※1 12,996  242,996

４ 未払金  15,769  29,144

５ 未払費用  7,840  19,963

６ 未払法人税等  92,004  282,327

７ 未払消費税等  13,049  35,411

８ 預り金  2,477,410  93,049

９ 預り敷金  1,388  1,330

流動負債合計  2,720,459 84.8  706,269 51.3

Ⅱ 固定負債   

１ 長期借入金 ※1 251,672  8,676

２ 長期預り敷金  1,178  ―

固定負債合計  252,850 7.9  8,676 0.6

負債合計  2,973,309 92.7  714,945 51.9

(資本の部)   

Ⅰ 資本金 ※2 48,000 1.5  48,000 3.5

Ⅱ 利益剰余金  

1 当期未処分利益  187,538  
 
614,597

利益剰余金合計  187,538 5.8  614,597 44.6

資本合計  235,538 7.3  662,597 48.1

負債資本合計  3,208,848 100.0  1,377,543 100.0
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（中間貸借対照表） 

  
当中間会計期間末 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

１ 現金及び預金  1,671,096

２ 売掛金  129,850

３ 販売用不動産 ※1 510,595

４ 短期貸付金  413,000

５ 物件取得等仮払金  1,720

６ その他  154,467

７ 貸倒引当金  △3,597

流動資産合計  2,877,132 92.1

Ⅱ 固定資産  

１ 有形固定資産 ※2 

(1) 建物  4,478

(2) 車両運搬具  1,660

(3) 器具備品  4,666

有形固定資産合計  10,805 0.3

２ 無形固定資産  16,546 0.5

３ 投資その他の資産  

(1) その他の関係会社有価
証券 

 142,097

(2) その他  78,307

投資その他の資産合計  220,404 7.1

固定資産合計  247,756 7.9

資産合計  3,124,889 100.0
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当中間会計期間末 

(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 短期借入金 ※1 780,000

２ 一年以内返済予定の長期
借入金 

※1 242,996

３ 未払法人税等  488,911

４ 預り金  152,739

５ 賞与引当金  92,841

６ その他 ※3 105,649

流動負債合計  1,863,137 59.6

Ⅱ 固定負債  

１ 長期借入金  2,178

固定負債合計  2,178 0.1

負債合計  1,865,315 59.7

(資本の部)  

Ⅰ 資本金  48,000 1.5

Ⅱ 利益剰余金  

１ 中間未処分利益  1,211,573

利益剰余金合計  1,211,573 38.8

資本合計  1,259,573 40.3

負債資本合計  3,124,889 100.0
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② 【損益計算書】 

  
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  436,506 100.0  1,402,788 100.0

Ⅱ 売上原価  13,329 3.1  240,526 17.2

売上総利益  423,177 96.9  1,162,261 82.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費   

１ 役員報酬  25,500 42,310 

２ 給料手当  58,113 126,204 

３ 賞与  24,200 65,500 

４ 法定福利費  10,491 21,665 

５ 支払手数料  7,959 31,740 

６ 支払報酬  12,609 23,301 

７ 貸倒引当金繰入額  796 ― 

８ 交際費  4,528 8,701 

９ 地代家賃  12,399 17,311 

10 減価償却費  2,349 3,349 

11 その他  24,799 183,748 42.1 67,294 407,379 29.0

営業利益  239,429 54.8  754,881 53.8

Ⅳ 営業外収益   

１ 受取利息 ※1 322 2,334 

２ 雑収入  0 323 0.1 84 2,418 0.2

Ⅴ 営業外費用   

１ 支払利息  1,724 15,580 

２ 新株発行費償却  206 ― 

３ 雑損失  80 2,010 0.5 10 15,591 1.1

経常利益  237,742 54.4  741,708 52.9

Ⅵ 特別利益   

１ コンサルティング契約解
約益  

 3,800 ― 

２ 貸倒引当金戻入益 ― 3,800 0.9 306 306 0.0

Ⅶ 特別損失 
 

 

１ 固定資産除却損  ※2 ― ― ― 1,481 1,481 0.1

税引前当期純利益  241,542 55.3  740,533 52.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 108,626 336,201 

法人税等調整額  △7,377 101,249 23.2 △22,725 313,475 22.3

当期純利益  140,293 32.1  427,058 30.5

前期繰越利益  47,245  187,538

当期未処分利益  187,538  614,597
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売上原価明細書 

  
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
  至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 販売用不動産原価    

販売用不動産期首棚卸高  ― 236,148  

当期販売用不動産仕入高    

   土地・建物取得費  236,148 210,906   

   諸経費  ― 236,148 36,740 247,646  

計  236,148 483,795  

販売用不動産期末棚卸高  236,148 254,132  

差引販売用不動産原価  ― ― 229,663 95.5 

Ⅱ その他の原価  13,329 100.0 10,863 4.5 

合計  13,329 100.0 240,526 100.0 
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（中間損益計算書） 

  
当中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  1,451,096 100.0

Ⅱ 売上原価  85,725 5.9

売上総利益  1,365,370 94.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費  296,856 20.5

営業利益  1,068,513 73.6

Ⅳ 営業外収益 ※1 3,998 0.3

Ⅴ 営業外費用 ※2 40,944 2.8

経常利益  1,031,567 71.1

税引前中間純利益  1,031,567 71.1

法人税、住民税 
及び事業税 

 488,912

法人税等調整額  △54,321 434,591 30.0

中間純利益  596,976 41.1

前期繰越利益  614,597

中間未処分利益  1,211,573
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③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

 
 

  
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

１ 税引前当期純利益  241,542 740,533 

２ 減価償却費  2,349 3,349 

３ 固定資産除却損  ― 1,481 

４ 貸倒引当金の増加額（△は減少額）  796 △306 

５ 匿名組合投資損益  ― 3,296 

６ 受取利息及び受取配当金  △322 △2,334 

７ 支払利息  1,724 15,580 

８ 売上債権の減少額（△は増加額）  △114,546 84,553 

９ たな卸資産の増加額  △236,148 △17,983 

10 仕入債務の増加額（△は減少額）  20,073 △10,452 

11 その他の関係会社有価証券の取得による
支出 

 ― △150,000 

12 立替金の増加額  ― △51,260 

13 預り金の増加額（△は減少額）  2,348,396 △2,384,361 

14 預り敷金の増加額（△は減少額）  2,566 △1,236 

15 物件取得等仮払金支出  ― △346,993 

16 その他  2,196 49,784 

小計  2,268,626 △2,066,346 

17 利息及び配当金の受取額  236 2,420 

18 利息の支払額  △2,609 △15,834 

19 法人税等の支払額  △49,114 △145,878 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,217,138 △2,225,638 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

１ 有形固定資産の取得による支出  △430 △9,659 

２ 出資金の払込による支出  ― △19,000 

３ 短期貸付金の純減少額（△は純増加額）  △17,736 17,736 

４ 差入敷金保証金の回収による収入  ― 8,002 

５ 差入敷金保証金の支出  ― △21,748 

６ 無形固定資産の取得による支出  ― △10,935 

７ その他  ― △2,705 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △18,166 △38,310 
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

１ 短期借入金の純増加額(△は純減少額)  87,500 △87,500 

２ 長期借入れによる収入  269,000 ― 

３ 長期借入金の返済による支出  △4,332 △12,996 

４ 株式の発行による収入  17,794 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー  369,962 △100,496 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少
額） 

 2,568,934 △2,364,445 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  225,508 2,794,442 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,794,442 429,997 

    

 

 

（中間キャッシュ・フロー計算書） 

当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、「中間キャッシュ・フロー計算書」を作成し

ておりません。 

 

④ 【利益処分計算書】 

 

  
前事業年度 

(平成17年４月29日) 
当事業年度 

(平成17年11月24日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 当期未処分利益  187,538  614,597

Ⅱ 次期繰越利益  187,538  614,597

   

(注) 前事業年度の株主総会承認日は、臨時株主総会の開催により再承認された年月日であります。 
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重要な会計方針 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

――――――――――――――― (１)その他有価証券 

①匿名組合出資金の会計処理 

  匿名組合出資を行うに際して、匿

名組合の財産の持分相当額を「その

他の関係会社有価証券」として計上

しております。 

  匿名組合への出資時に「その他の

関係会社有価証券」を計上し、匿名

組合が獲得した純損益の持分相当額

については、「売上高」又は「売上

原価」に計上するとともに同額を

「その他の関係会社有価証券」に加

減し、営業者からの出資金の払戻し

については、「その他の関係会社有

価証券」を減額させております。 

 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売用不動産 

個別法による原価法         

 

販売用不動産 

同左 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  建物    ：10年～15年 

  車両運搬具 ：６年 

  器具備品  ：５年～15年 

 

(１)有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  建物    ：15年～18年 

  車両運搬具 ：６年 

  器具備品  ：５年～15年 

 (２)無形固定資産 

 ①商標権 

定額法によっております。 

なお、耐用年数は10年でありま

す。 

 ②ソフトウェア 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用目的のソフトウェ

アについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

４ 繰延資産の処理方法 

 

 

 

新株発行費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。 

 

――――――――――――――― 
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項目 
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 

貸倒引当金 

同左 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

同左 

 

７ キャッシュ・フロー計

算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっており

ます。 

同左 

８ その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜き方式によっております。 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

前事業年度 
(平成16年８月31日) 

当事業年度 
(平成17年８月31日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

(１)長期借入金230,000千円の担保に供しているもの

は、次のとおりであります。 

販売用不動産     236,148千円
 

※１ 担保資産及び担保付債務 

(１)一年以内返済予定の長期借入金230,000千円の担

保に供しているものは、次のとおりであります。

    販売用不動産       254,132千円 

※２ 会社が発行する株式   普通株式 4,800株 

   発行済株式総数         普通株式 1,320株  

※２ 会社が発行する株式  普通株式 144,000株 

   発行済株式総数       普通株式  39,600株 

 

 

(損益計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１  受取利息のうち関係会社に対するものが、160千

円含まれております。  

                                              

※１  受取利息のうち関係会社に対するものが、2,324

千円含まれております。 

※２ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

      建物            1,481千円 

     

 

  

 



110_c_0049605521810.docファイル名:110_c_0049605521810.doc 更新日時:2006/10/05 18:24 印刷日時:06/10/06 20:38 

― 116 ― 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 2,794,442千円

現金及び現金同等物 2,794,442千円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 429,997千円

現金及び現金同等物 429,997千円
  

 

 

  (リース取引関係) 

    前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

     リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

    当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

  

  (有価証券関係) 

    前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

     開示の対象となる有価証券はありません。 

  

    当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

時価評価されていない有価証券 

その他有価証券 

 

内容 
貸借対照表計上額 
(千円) 

その他の関係会社有価証券（匿名組合出資金) 146,703 

 

  (デリバティブ取引関係) 

    前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

     当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

    当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

 

  (退職給付関係) 

    前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

     当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

    当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

当社は、退職給付制度を採用しておりませんので、該当事項はありません。  
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(税効果会計関係) 

 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 8,403千円

 支払報酬 2,312千円

 一括償却資産 985千円

 その他 624千円

繰延税金資産合計 12,326千円
 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 

 未払事業税 25,044千円

 支払報酬 4,475千円

 ソフトウェア 2,441千円

 未払匿名組合損失分配額 1,341千円

 一括償却資産 1,144千円
 

 

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。 

 ３   

―――――――――――――――――――― 

その他                     604千円

  繰延税金資産合計              35,052千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。 

３ 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法

律第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、当事業年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算（但し、平成17年９月１日以降解消が見込まれるも

のに限る）に使用した法定実効税率は、42.05%から

40.69%に変更されております。 

 その結果、繰延税金資産の金額が1,171千円減少し、

当事業年度に計上された法人税等調整額が1,171千円

増加しております。 

 

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日） 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

      

    当事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

関連会社は、損益等からみて重要性に乏しいため、記載を省略しております。 
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【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成15年９月１日 至 平成16年８月31日) 

 

１ 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

加藤一郎太   ―   ― 

当社代表取
締役社長 
有限会社マ
スターズテ
ィーケイ 
代表取締役

(被所有)
  
直接63.6

   ―    ― 

金銭の貸付 
 
利息の受取 
 
当社銀行借入
に対する債務
被保証(注1)

 
23,000 
 
154 
 
 

352,168 
 

 

  ― 
     
  ― 
 
 
― 
 

 
― 
  

― 
 
 
― 
 

加藤理喜造 
(加藤一郎太の
実父) 

  ― ―     ― なし    ―    ― 
事務所の賃
借 

1,458 前払費用 127

有限会社マス
ターズティー
ケイ(注2) 

東京都
千代田
区 

3,000 
不 動 産 売
買、仲介、
管理等 

なし 
兼任 
１名
不動産取
引 

金銭の貸付 
 
 
利息の受取 

23,736 
 
 
160 

短期貸付
金 
 
未収収益

17,736

86

役員及
びその
近親者
等 

株式会社スペ
ーステック一
級建築事務所 

東京都
品川区

10,000 建築・設計 なし 
兼任 
１名
建築設計
取引 

設計料の支
払 

100    ― ― 

 (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 当社は、銀行借入に対して取締役加藤一郎太より債務保証を受けているものであります。 

なお、被債務保証に対しての保証料の支払は行っておりません。 

２ 有限会社マスターズティーケイは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に規

定する子会社に該当します。 

３ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ４ 上記取引の内容については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 



120_a_0049605521810.docファイル名:120_a_0049605521810.doc 更新日時:2006/10/05 18:25 印刷日時:06/10/06 20:38 

― 119 ― 

当事業年度(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

 

１ 役員及び個人主要株主等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有 
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

加藤理喜造 
(取締役加藤一
郎太の実父) 

  ―  ―     ― なし    ―    ― 
事務所の賃
借 

486 ― ― 

有限会社マス
ターズティー
ケイ(注2) 

東京都
千代田
区 

3,000 
不 動 産 売
買、仲介、
管理等 

なし 
兼任 
１名
不動産取
引 

利息の受取 
 
218 
 
   ― ― 

役員及
びその
近親者
等 

株式会社スペ
ーステック一
級建築事務所 
 

東京都
品川区

10,000 建築・設計 なし 
兼任 
１名
建築設計
取引 

設計料の支
払 

200    ― ― 

 (注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

１ 加藤理喜造からの事務所の賃借は平成16年12月31日で終了しております。 

２ 有限会社マスターズティーケイは、財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に規

定する子会社に該当しておりましたが、当社代表取締役加藤一郎太が平成17年２月22日付で

同社に対する出資持分を売却し、かつ同社の取締役を退任したことによって、子会社に該当

しなくなっております。 

３ 取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

   ４ 上記取引の内容については、一般的取引条件と同様に決定しております。 

 

２ 子会社等 

 

関係内容 

属性 会社等の名称 住所 
資本金又 
は出資金 
(千円) 

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

役員の
兼任等

事業上
の関係

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円)

関連会
社 

有限会社エム
ケーマーキュ
リー(注1) 

東京都
千代田
区 

3,000 
不動産投資
業等 

― ― ― 
匿名組合出
資 

150,000 
その他の
関係会社
有価証券 

146,703

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等 

   １ 当社は、有限会社エムケーマーキュリーを営業者とする匿名組合に対し、平成17年８月31日現

在で14.28%の出資をしております。 
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり純資産額 178,438円58銭    16,732円25銭

１株当たり当期純利益 116,561円00銭 10,784円30銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上

場かつ非登録であったため、期中平

均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

当社は、平成15年９月20日付で普通

株式１株に対し普通株式２株の割合

で株式分割を行っています。 

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報につ

いては、それぞれ以下のとおりであ

ります。 

 １株当たり純資産額 

64,371円11銭 

 １株当たり当期純利益 

53,525円92銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上

場かつ非登録であったため、期中平

均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

当社は、平成17年８月30日付で普通

株式１株に対し普通株式30株の割合

で株式分割を行っています。 

当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報につ

いては、それぞれ以下のとおりであ

ります。 

 １株当たり純資産額 

5,947円95銭 

 １株当たり当期純利益 

3,885円36銭 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 

項目 前事業年度 当事業年度 

損益計算書上の当期純利益(千円) 140,293 427,058

普通株式に係る当期純利益(千円) 140,293 427,058

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 1,203.61 39,600

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株

式の概要 

新株予約権１種類(新

株予約権の数245個)。こ

の詳細は、「第４．提出

会社の状況、１．株式等

の状況、(２)新株予約権

等の状況」に記載のとお

りであります。     

 新株予約権２種類(新株

予約権の数350個)。この

詳細は、「第４．提出会

社の状況、１．株式等の

状況、(２)新株予約権等

の状況」に記載のとおり

であります。 
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(重要な後発事象) 

 

前事業年度 
(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１)子会社の設立 

当社の基金拠出により設立された有限責任中間法人リキッドシ

ックスの出資により、不動産投資ビークルである有限会社エム

ケービーナスが平成17年９月２日に設立されております。   

その概要は次のとおりであります。 

１ 商号    ：有限会社エムケービーナス 

２ 本店所在地：東京都千代田区九段南一丁目５番５号 

３ 主な事業の内容：不動産業 

４ 決算期    ：５月31日 

 

また当社は、平成17年９月27日に有限会社エムケービーナスの

不動産購入を目的とした借入金3,150,000千円の返済について連

帯保証するとともに、同社あての立替金333,000千円について

は、新たに金銭消費貸借契約を締結の上、同日付で融資してお

ります。 

上記の結果、有限会社エムケービーナスは同日付にて、財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則に定める子会社と

なっております。 

(２)資金の借入 

当社は、諸経費もしくは物件購入時の手付金に充当するため、

下記のとおり資金の借入をしております。なお、いずれの借入

についても、担保提供資産、保証または重要な特約等はありま

せん。 

① 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

借入金額 300,000千円 

実行日 平成17年9月1日 

利率 年利 1.875％ 

期日 平成18年8月31日 

返済条件 期日一括返済 

② 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 

借入金額 80,000千円 

実行日 平成17年9月14日 

利率 年利 1.875％ 

期日 平成18年8月31日 

返済条件 期日一括返済 

③ 株式会社りそな銀行 

借入金額 200,000千円 

実行日 平成17年9月28日 

利率 年利 1.875％ 

期日 平成18年1月31日 

返済条件 期日一括返済 
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３)新株予約権の有利発行決議について 

当社は、平成17年11月24日開催の定時株主総会において、商法

第280条ノ20、第280条ノ21および第280条ノ27の規定に基づき、

ストックオプションとして、株主以外の者に対し特に有利な条

件をもって新株予約権を発行することを決議しております。 

 

（イ） 

１ 株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発

行する理由 

当社の従業員の業績向上に対する意欲や士気を高め、当社業

容進展に取り組んでもらうため 

２ 新株予約権発行の要領 

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式960株を上限とする。 

(2) 発行する新株予約権の総数 

   960個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

(4) 新株予約権行使時に払込みをすべき金額 

新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に新株予約権の目

的たる株式の数を乗じた金額とする。行使価額は130,000円と

する。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行

う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

 

 

 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処

分を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整に

より生じる１円未満の端数は切り上げる。 

          

調整後払込金額 ＝

 

調整前払込金額 

新規発行   ×１株当たり払  

(処分)株式数  込金額 既発行株式数 ＋

１株当たり時価 

 

    

    ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

１ 調整後払込

金額 
＝
調整前払込

金額 
× 
分割・併合の比率 
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

 平成19年12月１日から平成21年11月30日までとする。 

 (6) 新株予約権の行使の条件 

①当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場

された場合に限り、新株予約権を行使することができるもの

とする。 

②各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

③その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定する

ものとする。 

(7) 新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約

権を、無償にて消却することができるものとする。 

(8) 取締役会による譲渡の承認 

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。

 

（ロ） 

１ 株主以外の者に対し特に有利な条件をもって新株予約権を発

行する理由 

当社の取締役および従業員の業績向上に対する意欲や士気を

高め、当社業容進展に取り組んでもらうため 

２ 新株予約権発行の要領 

(1) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

当社普通株式228株を上限とする。 

(2) 発行する新株予約権の総数 

   228個を上限とする。 

(3) 新株予約権の発行価額 

   無償とする。 

(4) 新株予約権行使時に払込みをすべき金額 

新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの

払込金額（以下、「行使価額」という。）に新株予約権の目

的たる株式の数を乗じた金額とする。行使価額は130,000円と

する。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行

う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生ずる１円未満の端数は切り上げる。 
 

１ 調整後払込

金額 
＝
調整前払込

金額 
× 
分割・併合の比率 
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分

を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により

生じる１円未満の端数は切り上げる。 

     

調整後払込金額 ＝

 

調整前払込金額 

新規発行   ×１株当たり払  

(処分)株式数  込金額 既発行株式数 ＋

１株当たり時価 

 

    

    ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

 

（5）新株予約権を行使することができる期間 

 平成19年12月１日から平成20年11月30日までとする。 

 (6) 新株予約権の行使の条件 

①当社普通株式にかかる株券が、いずれかの証券取引所に上場

された場合に限り、新株予約権を行使することができるもの

とする。 

②各新株予約権の一部行使はできないものとする。 

③その他の権利行使の条件は、当社取締役会において決定する

ものとする。 

(7) 新株予約権を消却することができる事由及び消却の条件 

当社は、いつでも、当社が取得し保有する未行使の新株予約

権を、無償にて消却することができるものとする。 

(8) 取締役会による譲渡の承認 

新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要する。
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(新株予約権の発行について) 

平成17年11月24日開催の定時株主総会で決議した商法第280条ノ

20、第280条ノ21及び第280条ノ27の規定に基づくストックオプショ

ンとしての新株予約権の発行について、同日付開催の当社取締役会

において具体的な発行内容を決議し、下記のとおり発行いたしまし

た。 

 

（イ） 

１ 新株予約権の発行日 

  平成17年11月24日 

２ 新株予約権の発行数 

  960個 

３ 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

４ 新株予約権の行使に際しての払込金額 

新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込

金額（以下、「行使価額」という。）に新株予約権の目的たる株

式の数を乗じた金額とする。行使価額は130,000円とする。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う

場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ず

る１円未満の端数は切り上げる。 

 

 

 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

     

調整後払込金額 ＝

 

調整前払込金額 

新規発行   ×１株当たり払  

(処分)株式数  込金額 既発行株式数 ＋

１株当たり時価 

 

    

    ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

５ 新株予約権の行使期間 

  平成19年12月１日から平成21年11月30日までとする。 

６ 新株予約権の割当対象者 

当社の従業員および従業員としての採用予定者５名 

１ 
調整後払込金額 ＝

調整前払込

金額 
× 
分割・併合の比率 
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前事業年度 

(自 平成15年９月１日 
至 平成16年８月31日) 

当事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ロ） 

１ 新株予約権の発行日 

  平成17年11月24日 

２ 新株予約権の発行数 

  228個 

３ 新株予約権の発行価額 

無償とする。 

４ 新株予約権の行使に際しての払込金額 

新株予約権の行使により発行又は移転する株式１株当たりの払込

金額（以下、「行使価額」という。）に新株予約権の目的たる株

式の数を乗じた金額とする。行使価額は130,000円とする。 

なお、当社が当社普通株式につき株式分割又は株式併合を行う場

合には、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１

円未満の端数は切り上げる。 

 

 

 

また、時価を下回る価額で新株式の発行または自己株式の処分を

行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げる。 

     

調整後払込金額 ＝

 

調整前払込金額 

新規発行   ×１株当たり払  

(処分)株式数  込金額 既発行株式数 ＋

１株当たり時価 

 

    

    ×
既発行株式数＋新規発行(処分)株式数 

５ 新株予約権の行使期間 

  平成19年12月１日から平成20年11月30日までとする。 

６ 新株予約権の割当対象者 

当社の取締役、執行役及び従業員７名 

１ 調整後払込

金額 
＝
調整前払込

金額 
× 
分割・併合の比率 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

1.資産の評価基準及び評価方法 

(１)有価証券 

①その他有価証券 

匿名組合出資金の会計処理 

  匿名組合出資を行うに際して、匿名組合の財産の持分相当額を「その他

の関係会社有価証券」として計上しております。 

  匿名組合への出資時に「その他の関係会社有価証券」を計上し、匿名組

合が獲得した純損益の持分相当額については、「売上高」又は「売上原

価」に計上するとともに同額を「その他の関係会社有価証券」に加減し、

営業者からの出資金の払戻しについては、「その他の関係会社有価証券」

を減額させております。 

 

(２)たな卸資産 

販売用不動産 

個別法による原価法によっております。 

  

２.固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物   ：15年～18年 

 車両運搬具：６年 

 器具備品 ：５年～15年 

 (２)無形固定資産 

 ①商標権 

定額法によっております。 

なお、耐用年数は10年であります。 

 ②ソフトウェア 

  定額法によっております。 

  なお、自社利用目的のソフトウェアについては、社内における見込利用

可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 
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当中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

３.引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(２)賞与引当金 

 従業員の賞与支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 なお、賞与の支給対象期間と会計期間は同一であり、中間会計期間におい

ては、会計年度末における賞与支給見込額のうち、中間期の負担額を計上し

ております。 

 

 

４.リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

５.その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(イ)繰延資産の処理方法 

新株発行費 

  支出時に全額費用処理しております。 

(ロ)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成

14年８月９日)）及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用してお 

ります。これによる損益に与える影響はありません。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
(平成18年２月28日) 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 (１)短期借入金200,000千円及び一年以内返済予定の長期借入金230,000千円の担

保に供しているものは、次のとおりであります。 

     販売用不動産       468,080千円 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 

                   7,360千円 

※３ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含め

て表示しております。 

 

４ 保証債務 
   当社は有限会社エムケービーナスの不動産購入を目的とした借入金の返済に
ついて連帯保証を行っており、その借入残高は3,150,000千円であります。
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(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 営業外収益のうち主な項目 

   受取利息             3,990千円 

 

※２ 営業外費用のうち主な項目 

   支払利息             9,619千円 

   新株発行費償却          6,878千円 

   株式公開関連費          24,395千円  

 

 

 ３ 減価償却実施額 

   有形固定資産の減価償却実施額   1,361千円 

  無形固定資産の減価償却実施額    452千円 
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 (リース取引関係) 

    当中間会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

 

  (有価証券関係) 

    当中間会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額       31,807円41銭   

１株当たり中間純利益      15,075円16銭   

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場かつ非登録であったため、期中平

均株価が把握できませんので記載しておりません。 

 

 

(注)  １株当たり中間純利益の算定上の基礎 

 
当中間会計期間 

(自 平成17年９月１日 
 至 平成18年２月28日) 

 中間純利益（千円） 596,976

普通株式に係る 
中間純利益（千円） 

596,976

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数（株） 39,600

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

新株予約権４種類  

（新株予約権1,538個）   
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(重要な後発事象) 

 

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

(１)当社の株式上場に伴う新株式発行について 

平成18年２月20日及び平成18年３月３日開催の取締役会において、下記のとお

り新株式の発行を決議し、平成18年３月22日に払込が完了いたしました。 

 この結果、平成18年３月22日付で資本金は1,059,500千円、発行済株式総数は

46,600株となっております。 

① 募集方法 ：一般募集 

(ブックビルディング方式による募集) 

② 発行する

株式の種

類及び数 

：普通株式    7,000株 

③ 発行価格 ：１株につき  370,000円 

一般募集はこの価格にて行いました。 

④ 引受価額 ：１株につき  342,250円 

この価額は当社が引受人より１株当たりの新株式払込金として受取っ

た金額であります。 

なお、発行価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となり

ます。 

⑤ 発行価額 ：１株につき   289,000円 

(資本組入額  144,500円) 

⑥ 発行価額

の総額 

：2,023,000千円 

⑦ 払込金額

の総額 

：2,395,750千円 

⑧ 資本組入

額の総額 

：1,011,500千円 

⑨ 払込期日 ：平成18年３月22日 

⑩ 配当起算

日 

：平成18年３月１日 

⑪ 資金の使

途 

アセット・マネージメント事業等の投融資資金及び借

入金返済の資金に充当し、残額を運転資金に充当する

予定であります。 
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⑤ 【附属明細表】（平成17年8月31日現在） 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

 

【有形固定資産等明細表】 

 

資産の種類 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産   

 建物 2,167 5,329 2,167 5,329 553 628 4,775

 車両運搬具 4,499 ― ― 4,499 2,523 925 1,975

 器具備品 3,559 4,329 ― 7,889 2,921 1,536 4,967

有形固定資産計 10,226 9,659 2,167 17,717 5,999 3,090 11,718

無形固定資産   

 商標権 ― 346 ― 346 3 3 342

 ソフトウェア ― 1,956 ― 1,956 255 255 1,700

 ソフトウェア仮勘  
 定 

― 8,632 ― 8,632 ― ― 8,632

無形固定資産計 ― 10,935 ― 10,935 259 259 10,676
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【社債明細表】 

 

      該当事項はありません。 

 

【借入金等明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

平均利率 
(％) 

返済期限 

短期借入金 87,500 ― ― ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 12,996 242,996 3.25 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

251,672 8,676 2.42 
平成18.9.21～平成
19.4.20 

合計 352,168 251,672 ― ― 

(注) １ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金及びその他の有利子負債(１年以内に返済予定のものを除く)の貸借対照表日後５年内におけ

る返済予定額は以下のとおりであります。 

 

区分 
１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内 
(千円) 

３年超４年以内 
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

長期借入金 8,676 ― ― ―
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【資本金等明細表】 

 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金(千円) 48,000 ― ― 48,000

普通株式 (株) ( 1,320 ) ( 38,280 ) (  ―  ) ( 39,600 )

普通株式 (千円) 48,000 ― ― 48,000

計 (株) ( 1,320 ) ( 38,280 ) (  ―  ) ( 39,600 )

資本金のうち 
既発行株式 

計 (千円) 48,000 ― ― 48,000

(注) １ 平成17年８月30日付で普通株式１株に対し普通株式30株の割合で株式分割を行っております。 

 

【引当金明細表】 

 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額 
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額 
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 815 508 ― 815 508

(注) １ 貸倒引当金の「当期減少額(その他)」欄の金額は一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 
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(2) 【主な資産及び負債の内容】（平成17年8月31日現在） 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 ―

預金 

普通預金 399,987

定期預金 30,010

預金計 429,997

合計 429,997

  

 

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

有限会社エムケーインベストメント 27,734

プレミアムレジデンス特定目的会社 4,516

ニッポン・アールイーオー・エルエルシー 310

有限会社アイケー・ダブリュー・ツー 113

計 32,674

 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 

期首残高(千円) 
 
(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
 
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
 
(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
(Ａ)＋(Ｂ) 

×100 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ)
２ 
(Ｂ) 
365 
 

117,228 1,002,248 1,086,802 32,674 97.1 27.3

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 
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ｃ 販売用不動産 

 

区分 金額(千円) 面積(㎡) 

東京都渋谷区 254,132 352.75 

計              254,132  

 （注）面積は、敷地面積を記載しております。 

ｄ 立替金 

 

区分 金額(千円) 

有限会社エムケージュピター 51,530

有限会社アイケー・ダブリュー・ツー 310

その他 346

計 52,187

 

ｅ 出資金 

 

区分 金額(千円) 

有限責任中間法人リキッドフォー 7,000

有限責任中間法人リキッドスリー 4,000

有限責任中間法人リキッドファイブ 4,000

有限責任中間法人リキッドシックス 4,000

計 19,000

 

ｆ 物件取得等仮払金 

 

区分 金額(千円) 

設立予定である有限会社エムケービーナスに対する手
付金立替 

333,000

設立予定である有限会社エムケービーナスに対する仲
介手数料立替 

10,500

住民対策費 1,575

購入予定の不動産に係る測量費等 1,530

その他 388

計 346,993
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② 負債の部 

ａ 買掛金 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社エムズ 2,047

計 2,047

 

 

ｂ 未払金 

 

相手先 金額(千円) 

株式会社電通パブリックリレーションズ 3,990

伊藤見富法律事務所 2,625

麹町社会保険事務所 2,117

Management Reports International Pte  2,005

監査法人トーマツ 1,575

株式会社エムケーシー・パートナーズ 1,575

その他 15,256

計 29,144

 

ｃ 未払法人税等 

 

区分 金額(千円) 

法人税 182,840

事業税 61,549

住民税 37,937

計 282,327
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ｄ 預り金 

 

区分 金額(千円) 

匿名組合営業者・特定目的会社からの預り金 76,354

所得税 11,858

社会保険料 3,678

住民税 658

労働保険料 425

その他 74

計 93,049
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(３) 【その他】 

最近の経営成績及び財務状況の概要 

平成18年10月10日開催の取締役会で承認され、平成18年11月22日開催の株主総会に提出予定の第５期

（自平成17年９月１日至平成18年８月31日）の財務諸表は、次のとおりであります。 

なお、当該財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第

59号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しておりますが、証券取引法第193条の２の規

定に基づく監査法人トーマツによる監査は未了であり、監査報告書は受領しておりません。 

 

① 貸借対照表 

 

  
第5期事業年度 
(平成18年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)  

Ⅰ 流動資産  

１ 現金及び預金  2,698,104

２ 売掛金  92,141

３ 営業貸付金  313,895

４ 販売用不動産 ※１ 4,371,816

５ 前渡金  253,791

６ 前払費用  18,238

７ 繰延税金資産  42,572

８ 未収入金 ※２  129,344

９ その他 ※２  189,367

貸倒引当金  △4,022

流動資産合計  8,105,249 95.8

Ⅱ 固定資産  

１ 有形固定資産  

(1) 建物  21,797

(2) 車両運搬具  4,499

(3) 器具備品  23,848

減価償却累計額  △9,898

有形固定資産合計  40,246 0.5

２ 無形固定資産  

(1) 商標権  744

(2) ソフトウェア  17,351

(3) その他  7,844

無形固定資産合計  25,939 0.3
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第5期事業年度 
(平成18年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

３ 投資その他の資産  

(1) 投資有価証券  4,237

(2) その他の関係会社有価
証券 

 53,390

(3) 出資金  40,500

(4) 関係会社長期貸付金  110,000

(5) 繰延税金資産  2,603

(6) その他  82,126

貸倒引当金  △660

投資その他の資産合計  292,197 3.4

固定資産合計  358,383 4.2

資産合計  8,463,633 100.0
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第5期事業年度 
(平成18年８月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)  

Ⅰ 流動負債  

１ 買掛金  2,085

２ 短期借入金 ※1 400,000

３ 一年以内返済予定の 
長期借入金 

※1 2,708,676

４ 未払金  117,919

５ 未払費用  19,167

６ 未払法人税等  497,624

７ 預り金  385,472

８ 前受収益  1,775

９  その他  33,420

流動負債合計  4,166,140 49.2

Ⅱ 固定負債  

１ 長期借入金 ※1 316,000

固定負債合計  316,000 3.8

負債合計  4,482,140 53.0

(純資産の部)  

Ⅰ 株主資本  

 １ 資本金  1,059,500 12.5

 ２ 資本剰余金  

 (1) 資本準備金  1,384,250

資本剰余金合計  1,384,250 16.3

 ３ 利益剰余金  

(1) その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  1,537,394

1,537,394 18.2

3,981,144 47.0

利益剰余金合計 

株主資本合計 

Ⅱ 評価・換算差額等 

 

その他有価証券評価差額金  347 0.0

347 0.0

3,981,492 47.0

評価・換算差額等合計 

純資産合計 

負債純資産合計 

 

 8,463,633 100.0
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② 損益計算書 

 

  
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高  2,485,519 100.0

Ⅱ 売上原価  139,591 5.6

売上総利益  2,345,927 94.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費  

１ 役員報酬  62,094

２ 給料手当  192,846

３ 賞与  129,148

４ 支払手数料  47,030

５ 貸倒引当金繰入額  4,173

６ 地代家賃  37,318

７ 減価償却費  7,479

８ その他  205,138 685,229 27.6

営業利益  1,660,698 66.8

Ⅳ 営業外収益  

１ 受取利息 ※1 15,206

２ 雑収入  95 15,301 0.6

Ⅴ 営業外費用  

１ 支払利息  23,471

２ 株式交付費  27,435

３ 株式公開関連費  42,054

４ 雑損失  1,300 94,262 3.8

経常利益  1,581,738 63.6

Ⅵ 特別損失  

１ 固定資産売却損  ※2 415

２ 固定資産除却損 ※3 4,378

３ 事務所移転費用  13,145 17,939 0.7

税引前当期純利益  1,563,798 62.9

法人税、住民税 
及び事業税 

 651,363

法人税等調整額  △10,362 641,001 25.8

当期純利益  922,797 37.1
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売上原価明細書 

  
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
  至 平成18年８月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％)

Ⅰ 販売用不動産原価  

販売用不動産期首棚卸高  254,132

当期販売用不動産仕入高  

   土地・建物取得費  4,093,623

   諸経費  69,471 4,163,094

計  4,417,226

販売用不動産期末棚卸高  4,371,816

差引販売用不動産原価  45,409 32.5

Ⅱ その他の原価  94,181 67.5

合計  139,591 100.0
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③ 株主資本等変動計算書 

 

第5期事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

株主資本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金 

 

資本金 
資本準備金 繰越利益 

剰余金 

株主資本 

合計 

平成17年８月31日残高（千円） 48,000 ― 614,597 662,597

事業年度中の変動額（千円）  

新株の発行 1,011,500 1,384,250  2,395,750

当期純利益 922,797 922,797

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
 ―

事業年度中の変動額合計（千

円） 
1,011,500 1,384,250 922,797 3,318,547

平成18年８月31日残高（千円） 1,059,500 1,384,250 1,537,394 3,981,144

 

評価・換算差額等 

その他有価証券 

評価差額金 

純資産合計 

平成17年８月31日残高（千円） ― 662,597

事業年度中の変動額（千円） 

新株の発行 2,395,750

当期純利益 922,797

株主資本以外の項目の当期変

動額（純額） 
347 347

事業年度中の変動額合計（千

円） 
347 3,318,894

平成18年８月31日残高（千円） 347 3,981,492
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重要な会計方針 

 

項目 
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

(１)その他有価証券 

 ①時価のあるもの 

  期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 

②匿名組合出資金の会計処理 

  匿名組合出資を行うに際して、匿

名組合の財産の持分相当額を「その

他の関係会社有価証券」として計上

しております。 

  匿名組合への出資時に「その他の

関係会社有価証券」を計上し、匿名

組合が獲得した純損益の持分相当額

については、「売上高」又は「売上

原価」に計上するとともに同額を

「その他の関係会社有価証券」に加

減し、営業者からの出資金の払戻し

については、「その他の関係会社有

価証券」を減額させております。 

 

２ たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

販売用不動産 

個別法による原価法 

３ 固定資産の減価償却の

方法 

(１)有形固定資産 

定率法によっております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりで

あります。 

  建物    ：８年～18年 

  車両運搬具 ：６年 

器具備品   ：５年～15年 

(１)無形固定資産 

①商標権 

 定額法によっております。 

なお、耐用年数は10年でありま

す。 

 

②ソフトウェア 

  定額法によっております。 

なお、自社利用目的のソフトウェ

アについては、社内における見込利

用可能期間（５年）に基づく定額法

を採用しております。 

 

４ 繰延資産の処理方法 

 

 

 

株式交付費 

 支出時に全額費用処理しておりま

す。                
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項目 
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

５ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 

６ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

 

７ その他財務諸表作成の

ための基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

 
 
 

 

会計処理方法の変更 

第5期事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は3,981,492千

円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。 
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表示方法の変更 

第5期事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

（貸借対照表） 

１ 前事業年度において独立掲記しておりました「立替

金」(当事業年度50,989千円)は、資産の総額の100分

の1以下であるため、流動資産の「その他」に含めて

表示することに変更いたしました。 

２ 前事業年度において独立掲記しておりました「物件

取得等仮払金」(当事業年度4,922千円)は、資産の総

額の100分の1以下であるため、流動資産の「その他」

に含めて表示することに変更いたしました。 

３ 前事業年度において独立掲記しておりました「ソフ

トウェア仮勘定」(当事業年度7,844千円)は、資産の

総額の100分の1以下であるため、無形固定資産の「そ

の他」に含めて表示することに変更いたしました。 

４ 前事業年度において独立掲記しておりました「差入

敷金保証金」(当事業年度71,694千円)は、資産の総額

の100分の1以下であるため、投資その他の資産の「そ

の他」に含めて表示することに変更いたしました。 

５ 前事業年度において独立掲記しておりました「保険

積立金」(当事業年度10,432千円)は、資産の総額の

100分の1以下であるため、投資その他の資産の「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。 

６ 前事業年度において独立掲記しておりました「未払

消費税等」(当事業年度33,192千円)は、負債及び純資

産の合計額の100分の1以下であるため、流動負債の

「その他」に含めて表示することに変更いたしまし

た。 

７ 前事業年度において独立掲記しておりました「預り

敷金」(当事業年度228千円)は、負債及び純資産の合

計額の100分の1以下であるため、流動負債の「その

他」に含めて表示することに変更いたしました。 
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第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

（損益計算書） 

１ 前事業年度において独立掲記しておりました「法定

福利費」(当事業年度33,764千円)は、販売費及び一般

管理費の合計額の100分の5以下であるため、販売費及

び一般管理費の「その他」に含めて表示することに変

更いたしました。 

２ 前事業年度において独立掲記しておりました「支払

報酬」(当事業年度26,612千円)は、販売費及び一般管

理費の合計額の100分の5以下であるため、販売費及び

一般管理費の「その他」に含めて表示することに変更

いたしました。 

３ 前事業年度において独立掲記しておりました「交際

費」(当事業年度14,742千円)は、販売費及び一般管理

費の合計額の100分の5以下であるため、販売費及び一

般管理費の「その他」に含めて表示することに変更い

たしました。 
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注記事項 

(貸借対照表関係) 

 

第5期事業年度 
(平成18年８月31日) 

※1 担保資産及び担保付債務 

短期借入金200,000千円及び1年以内返済予定の長期借

入金2,700,000千円及び長期借入金316,000千円の

担保に供しているものは、次のとおりでありま

す。 

    販売用不動産      4,104,067千円 

※2 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。 

     未収入金         166,800千円 

     その他                    82,126千円 

 

 

(損益計算書関係) 

 

第5期事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

※１  受取利息のうち関係会社に対するものが、14,061

千円含まれております。 

※２ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

器具備品                    415千円

※３ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま

す。 

建物                  4,378千円

     

(株主資本等変動計算書関係) 

第5期事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 
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 (リース取引関係) 

    第5期事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

リース取引は重要性が低いため、注記を省略しております。 

  

  (有価証券関係) 

    第5期事業年度（自 平成17年９月１日 至 平成18年８月31日） 

      子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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 (税効果会計関係) 

 
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産 
 未払事業税 36,788千円
 支払報酬 3,051千円
 ソフトウェア 2,156千円
貸倒引当金 1,905千円
 一括償却資産 1,088千円
 未払匿名組合損失分配額 224千円

その他                     198千円 

繰延税金資産合計              45,414千円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金              238千円

繰延税金負債合計                         238千円

 繰延税金資産の純額                    45,175千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるた

め、記載を省略しております。 

 

 



141_g_0049605521810.docファイル名:141_g_0049605521810.doc 更新日時:2006/10/06 5:19 印刷日時:06/10/06 20:40 

― 155 ― 

 (１株当たり情報) 

 

第5期事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

１株当たり純資産額      85,439円75銭  

  
１株当たり当期純利益     21,598円01銭  
 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益 

17,166円87銭  

 

  

 

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 
第5期事業年度 

(自 平成17年９月１日
 至 平成18年８月31日)

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（千円） 922,797

普通株式に係る 
当期純利益（千円） 

922,797

普通株主に帰属しない金額(千円) ―

普通株式の期中平均株式数（株） 42,726

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益金額 

 当期純利益調整額（千円） ―

普通株式増加数(株) 11,028

（うち新株予約権（株）） 11,028

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

― 
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(重要な後発事象) 

 

第5期事業年度 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年８月31日) 

 (新株予約権の行使) 

  平成16年8月4日開催の臨時株主総会決議に基づ

き付与した第1回新株予約権の一部について、平成

18年9月1日時点において、以下のとおり権利行使が

行われております。 

 （１） 行使価額 ： 5,000円 

 （２） 増加した株式の種類 ： 普通株式 

 （３） 増加した株式の数 ： 1,980株 

 （４） 増加した資本金 ： 4,950千円 

 （５） 増加した資本準備金 ： 4,950千円 
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期  ８月３１日 

定時株主総会  １１月中 

基準日  ８月３１日 

株券の種類  1株券、10株券、100株券 

中間配当基準日  ２月末日 

１単元の株式数   ― 

株式の名義書換え  

  取扱場所 
東京都港区芝3-33-1 
中央三井信託銀行株式会社 本店 

  株主名簿管理人 
東京都港区芝3-33-1 
中央三井信託銀行株式会社 

  取次所 
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 
日本証券代行株式会社 本支店 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 当該事項はありません。 
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第７ 【提出会社の参考情報】 
 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 

  当社は、親会社等はありません。 

 

２ 【その他の参考情報】 

 

最近事業年度の開始日から有価証券届出書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 

（１）有価証券届出書及びその添付書類（新規公開時） 

   平成１８年２月２０日 関東財務局長に提出 

（２）有価証券届出書の訂正届出書（新規公開時） 

   平成１８年３月６日 関東財務局長に提出 

（３）有価証券届出書の訂正届出書（新規公開時） 

   平成１８年３月９日 関東財務局長に提出 

（４）有価証券届出書の訂正届出書（新規公開時） 

平成１８年３月１４日 関東財務局長に提出 

（５）半期報告書 事業年度（第５期中）（自平成１７年９月１日 至平成１８年２月２８日） 

平成１８年５月３１日 関東財務局長に提出 

（６）半期報告書の訂正報告書 事業年度（第５期中）（自平成１７年７月９日 至平成１８年２月２８日） 

   平成１８年９月２５日 関東財務局長に提出 

 

 

第三部 【提出会社の保証会社等の情報】 

第１ 【保証会社情報】 

該当事項ありません。 

 

第２ 【保証会社以外の会社の情報】 

該当事項ありません。 

 

第３ 【指数等の情報】 

該当事項ありません。 
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第四部 【特別情報】 

第１ 【最近の財務諸表】 

 当社は、継続開示会社のため、記載を省略しております。 

 

 

 

第２ 【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成１８年５月３０日 

 

株式会社 エムケーキャピタルマネージメント 

取   締   役   会 御中

 

 

監査法人 ト ー マ ツ  

 

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 永  田  高  士 印

    

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 木  村  研  一 印

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成１７年９月１日から

平成１８年８月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年９月１日から平成

１８年２月２８日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結

損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に

関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手

続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する

意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中

間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エムケーキャピタルマネージメント及び連結

子会社の平成１８年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年９月１日から平成１８年２月２８日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

追記情報 

 重要な後発事象に記載の通り、連結子会社である有限会社エムケービーナスに対する会社の

連帯債務保証が平成１８年５月３０日付けで解除されたことに伴い、同社は連結対象から除か

れ関連会社となっている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上  

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告

書提出会社)が別途保管している。  
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独立監査人の監査報告書 
 

 

平成18年２月９日

 

株式会社エムケーキャピタルマネージメント 

取締役会 御中 

 

監査法人 トーマツ  

 

代表社員
関与社員

 公認会計士  永  田  高  士  ㊞ 

 

関与社員  公認会計士  木  村  研  一  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成15年９月１日から平成16年８月31日までの

第３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書及び利益

処分計算書について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成16年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

 

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
 
(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提

出会社)が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書 

 

 

平成18年２月９日

 

株式会社エムケーキャピタルマネージメント 

取締役会 御中 

 

監査法人 トーマツ  

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  永  田  高  士  ㊞ 

 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士  木  村  研  一  ㊞ 

 

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの

第４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処

分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求

めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営

者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当

監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成17年８月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。 

 

追記情報 

重要な後発事象に記載されている通り、会社は期末日後に子会社となった有限会社エムケービーナス

の不動産購入を目的とした借入金3,150,000千円の返済について連帯保証を行っている。 

 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 
 
(※) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提

出会社)が別途保管しております。 
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独立監査人の中間監査報告書
 

 

平成１８年５月３０日 

 

株式会社 エムケーキャピタルマネージメント 

取   締   役   会 御中

 

 

監査法人 ト ー マ ツ  

 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 永  田  高  士 印

    

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 木  村  研  一 印

 

 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状

況」に掲げられている株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成１７年９月１日から

平成１８年８月３１日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成１７年９月１日から平成１

８年２月２８日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基

準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投

資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求め

ている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用

して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エムケーキャピタルマネージメントの平成１８年２月

２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年９月１日から平成

１８年２月２８日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。 

以 上  

 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告

書提出会社)が別途保管している。  
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